
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

９月17日（第４日） 
 

  



－191－ 

議 事 日 程 （第４号） 

 

                       令和６年９月17日（火曜日）午前10時開議 

 

（開 議） 

 

第１ 一般質問 

 

（散 会） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

会議に付した事件 
 

日程第１ 一般質問 

 



－192－ 

出 席 議 員 （57人） 

        

      １番  吉  村  太  志   ２番  佐  藤  栄  作 

      ３番  宮  﨑  吉  輝   ４番  田  中     元 

      ５番  中  村  義  雄   ６番  田  仲  常  郎 

      ７番  村  上  幸  一   ８番  井  上  秀  作 

      ９番  戸  町  武  弘   10番  香  月  耕  治 

      11番  中  島  慎  一   12番  渡  辺     均 

      13番  日  野  雄  二   14番  鷹  木  研 一 郎 

      15番  西  田     一   16番  吉  田  幸  正 

      17番  松  岡  裕 一 郎   18番  中  島  隆  治 

      19番  渡  辺  修  一   20番  冨 士 川  厚  子 

      21番  金  子  秀  一   22番  木  畑  広  宣 

      23番  村  上  直  樹   24番  渡  辺     徹 

      25番  本  田  忠  弘   26番  成  重  正  丈 

      27番  岡  本  義  之   28番  木  下  幸  子 

      29番  山  本  眞 智 子   30番  世  良  俊  明 

      31番  三  宅  ま ゆ み   32番  森  本  由  美 

      33番  河  田  圭 一 郎   34番  浜  口  恒  博 

      35番  白  石  一  裕   36番  奥  村  直  樹 

      37番  大 久 保  無  我   38番  森     結 実 子 

      39番  小  宮  け い 子   40番  泉     日 出 夫 

      41番  出  口  成  信   42番  伊  藤  淳  一 

      43番  高  橋     都   44番  永  井     佑 

      45番  藤  沢  加  代   46番  山  内  涼  成 

      47番  荒  川     徹   48番  大  石  正  信 

      49番  松  尾  和  也   50番  有  田  絵  里 

      51番  篠  原  研  治   52番  大  石  仁  人 

      53番  三  原  朝  利   54番  井  上  純  子 

      55番  井  上  し ん ご   56番  村  上  さ と こ 

      57番  本  田  一  郎 

 

欠 席 議 員 （０人） 



－193－ 

説明のために出席した者の職氏名 

 

  市    長   武 内 和 久    副  市  長   江 口 哲 郎 

  副  市  長   片 山 憲 一    副  市  長   大 庭 千賀子 

  会 計 室 長   吉 村 知 泰    危 機 管 理 監   柏 井 宏 之 

  デジタル政策監   中 村 彰 雄    技術監理局長   尊 田 利 文 

  政 策 局 長   小 林 亮 介    総務市民局長   三 浦 隆 宏 

  財政・変革局長   武 田 信 一    保健福祉局長   武 藤 朋 美 

  子ども家庭局長   小笠原 圭 子    環 境 局 長   兼 尾 明 利 

  産業経済局長   柴 田 泰 平             井 上 保 之 

  都市戦略局長   上 村 周 二    都市整備局長   石 川 達 郎 

  港湾空港局長   佐 溝 圭太郎    消 防 局 長   岸 本 孝 司 

  上下水道局長   持 山 泰 生    交 通 局 長   白 石   基 

  公営競技局長   春 日 伸 一    教  育  長   田 島 裕 美 

           小 石 富美恵 

 

 

 

職務のために出席した事務局職員の職氏名 

 

  事 務 局 長   岩 田 光 正    次    長   中 島   尚 

  議 事 課 長   木 村 貴 治              ほか関係職員 

        

  

行 政 委 員 会 
事 務 局 長 

都市ブランド
創 造 局 長



－194－ 

午前10時00分開議 

○議長（田仲常郎君）ただいまから、本日の会議を開きます。 

 日程第１、９月13日に引き続き、一般質問を行います。９番 戸町議員。 

○９番（戸町武弘君）自由民主党・無所属の会の戸町武弘でございます。 

 今回の質問は八幡東区中央町地区の再生についての１本です。 

 先日、知り合いから八幡東区の活性化はどうしたらできるんですかと聞かれました。そのと

きに、八幡東区の活性化はまずは中央町を再生することだと答えております。執行部の皆様方

には真摯な御答弁をお願い申し上げまして、質問に入ります。 

 八幡東区中央町地区の再生について。 

 1901年、八幡製鐵所が八幡の地で起業して以来、八幡の町は中央町を中心に栄えてきまし

た。その当時、中央町は、小倉、戸畑、黒崎をつなぐ路面電車が走り、交通の要衝でした。中

央町は名実ともに商店街を中心とする商業の町として発展してきました。その後、５市合併に

より北九州市が誕生すると、商業の中心は小倉に移り、また、製鉄の生産拠点が変わると、八

幡東区は人口の減少が顕著となりました。現在では、中央町商店街は店舗の多くがシャッター

を閉め、本当に寂しい商店街になりました。しかし、近年東田の開発が進み始めると、中央町

の再生を願う人々も多くなってきています。また、八幡東区役所の老朽化に伴う建て替え問題

も、ひょっとしたら区役所建て替えに伴って中央町が変わるかもと期待する方々も出てきまし

た。 

 そこで、４点質問をします。 

 令和３年２月に中央町地区まちづくりプランが市に提案されました。それから３年がたち、

現在中央町地区の人々がまちづくりの新たな勉強会を始めています。八幡東区の議員も参加し

ており、ユニークな意見がたくさん出ています。中央町地区まちづくりプランは平成30年に検

討を開始したものですが、それから新型コロナや経済情勢など、社会を取り巻く環境は大きく

変わっております。 

 そこで、市のほうでプランをバージョンアップしてはどうかと考えますが、見解をお聞きし

ます。 

 次に、八幡東区役所建て替え問題です。中央町地区まちづくりプランでは、区役所の建て替

えをする場所を現在のレインボープラザとしていますが、もしレインボープラザの場所に区役

所を建て替えたとしても、区役所だけ立派できれいになって、町は寂れたままで何も変わりま

せん。区役所を商店街の中に建て替え、中央町全体を変える計画を検討すべきだと考えます

が、見解をお聞きします。 

 さらに、中央町地区には、八幡東区民がイベントなどで使える大きなホールがありません。

中央町地区に500人規模の大きなホールの設置を検討すべきと考えますが、見解をお聞きしま

す。 
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 最後に、国道３号黒崎バイパスが供用開始して以来、中央町地区を取り巻く国道３号と旧電

車道の交通量が劇的に変化しているようです。スムーズな交通を実現するためにも、中央町地

区一帯の交通量調査をしてはどうでしょうか、見解をお聞きします。 

 以上で第１質問を終わります。 

○議長（田仲常郎君）市長。 

○市長（武内和久君）皆さんおはようございます。 

 まず、八幡東区中央町地区の再生につきまして３点お伺いがございました。中央町地区まち

づくりプランをバージョンアップしてはどうか、そして、区役所を商店街の中に建て替え、中

央町全体を変える計画を検討すべきではないか。そして、中央町地区に500人規模の大きなホ

ールの設置をというようなお尋ねがございました。これらについてお答えいたします。 

 まず、中央町への思いということでございますけども、八幡東区は、今お話しありましたよ

うに、官営八幡製鐵所創業の地として、近代日本の発展の礎となった地域でございます。その

企業城下町として栄えてきた中央町地区は、多くのバス路線や区役所、病院などの公共公益施

設があることなどから、生活利便性が高く、ポテンシャルが高い町であると考えております。 

 一方で、中央町地区はこの30年間で約３割の人口が減少し、商店街の衰退が目立つなど、町

の再生が喫緊の課題となってございます。こうしたことから、令和３年、地域の方々が主体と

なり、おおむね30年先のまちづくりの方向性を示した中央町地区まちづくりプランが取りまと

められました。現在、自治会や商店街、まちづくり団体などの方々により、このプランの実現

に向けまして継続して議論が行われ、一部では取組が始まっているところでございます。 

 これまで地域の皆様によるマルシェの開催や、商店街の魅力を紹介するマップ作成など、町

のにぎわいづくりに関するもののほか、再開発に向けた土地所有者等による勉強会も開催をさ

れているところでございます。さらに、八幡中央区商店街協同組合が中心となりまして、今後

の商店街の在り方を議論する意見交換会も実施をされておりまして、北九州市も参加をしてい

るところであります。 

 議員お尋ねのプランのバージョンアップにつきましては、現プランの手応えなど地域の方々

との議論を深めるとともに、時代の変化なども踏まえながら、適切に対応していきたいと考え

ております。まちづくりプランを実現していくためには、地域のまちづくりに対する機運の高

まりや具体的な取組を進めることが重要であると考えており、しっかり伴走を続けていきたい

と考えております。 

 次に、八幡東区役所の建て替えにつきましては、中央町地区まちづくりプランにおいて、地

域から中央町の活性化につながるものとなるように求められているところでもあります。ま

た、区役所の立地場所につきましては、議員御指摘のとおり、単なる区役所の建て替えにとど

めることなく、まちづくりの視点を中心に据えることが重要であると考えております。 

 八幡東区役所は本館が築46年、別館が築62年と老朽化が進んでおります。こうしたことか
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ら、北九州市としましても施設の在り方を検討すべき時期に来ていると認識をしております。

このため、１つには、公共施設マネジメント実行計画の基本方針に基づき、行政が維持すべき

施設機能は何か、２つ目には、区民のアクセス利便性や防災機能としての役割をどう確保する

のか、３つ目には、民間開発の誘導や地域の活性化をどう促すのかなど、まちづくりに関する

様々な観点から関係部署で議論を始めたところでございます。 

 次に、議員御提案の500人規模の大ホールについては、現在各区におおむね１か所程度あ

り、八幡東区には720席を有する響ホールがございます。一方で、中央町地区まちづくりプラ

ンでは、地域活動の拠点として、市民センターやホールの整備が提案をされているところでも

あります。 

 北九州市といたしましても、地域にとってコミュニティー機能を維持するという観点が大切

であるということは認識をしております。このため、地域活動の拠点につきましても、区役所

の在り方と併せ、公共施設マネジメントの考えや地域活性化を念頭に、関係部署で議論を行っ

てまいります。 

 今後とも中央町地区の皆様としっかり連携をしまして、中央町地区まちづくりプランの実現

に向けて、生活サービス機能の充実や、多世代が住む良好な住環境の形成を図ることにより、

人が集う、にぎわいのある町を目指してまいりたいと考えております。以上となります。 

 残りは関係局長からお答えいたします。 

○議長（田仲常郎君）都市整備局長。 

○都市整備局長（石川達郎君）最後に、八幡東区中央町地区の再生についてのうち、黒崎バイ

パス供用開始以来、中央町地区の交通量が劇的に変化しているため、一度交通量調査をしては

どうかという御質問にお答えします。 

 国道３号黒崎バイパスは平成３年度に事業着手し、令和５年３月に春の町ランプと陣原ラン

プが開通したということで、国道３号の東西方向のバイパスが完成いたしました。整備主体で

あります国土交通省は、開通から半年後及び１年後に、平日７時から19時の12時間の交通量調

査を行っております。開通１年後の調査では、春の町ランプ下の３号現道の交通量でございま

すが、これが１万2,300台、36％減少し、また、春の町ランプでは２万2,900台、220％増加し

たという結果が公表されております。 

 また、北九州市におきましても、国土交通省の調査に併せて、令和５年11月に黒崎バイパス

周辺の市が管理する道路で、平日７時から19時の12時間の交通量調査を行いました。その結

果、前田ランプを利用していた車両が春の町ランプに転換したことで、中央町地区周辺で交通

量が増加していることが分かりました。 

 具体的には、高炉台公園南側の上本町交差点と中央一丁目交差点の間の道路におきまして、

交通量が約900台増加しております。このように黒崎バイパスの整備によりまして交通量の変

化が生じておりますが、今後黒崎バイパスの黒崎西ランプでございますとか戸畑枝光線の整備
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が進むことで、さらに交通の状況が変化していくと考えております。 

 円滑な交通の確保は、経済活動や町の活性化や発展に欠かせないものでございます。今後も

道路整備の進捗に併せて、中央町地区を含め交通量調査や分析を適宜行ってまいります。答弁

は全部で以上でございます。 

○議長（田仲常郎君）９番 戸町議員。 

○９番（戸町武弘君）御答弁ありがとうございました。 

 第２質問に入りたいと思います。 

 平成30年、中央町地区まちづくりプランが提出されましたが、このプランは旧八幡市制

100周年を契機として策定した八幡東まちづくりプランが根拠となっています。八幡東まちづ

くりプランでは、地区別プランである中央町地区まちづくりプランは、平成30年にステップゼ

ロ、地区の検討体制を構築する、平成31年、令和元年ですが、ステップ１として地区での議論

を深化、議論を深めるということです。平成31年中旬にステップ２、地区別まちづくりプラン

の策定です。そして、平成33年、令和３年、ステップ３として地域でできる取組等の検討と市

の具体的施策の検討となっています。 

 そこで、質問なんですけども、現在、令和６年になっていますが、具体的な施策は何か検討

されているでしょうか。 

○議長（田仲常郎君）都市戦略局長。 

○都市戦略局長（上村周二君）この中央町のまちづくりプランを踏まえましての具体的な検討

というところでございます。それで、この中央町のまちづくりプラン、これは実行していくた

めには、やはりまず地域の皆様方が取組を始めることが非常に大事なところでございまして、

この中央町の方々というのは非常に熱心にそういった取組がなされていると、私たちとしても

認識をしているところでございます。やはり市の立場といたしましては、そういったまちづく

りを行っている地域の皆様方をしっかり支援していく、これが大事なことかと思っているとこ

ろでございます。 

 それで、具体的に市としてどういった取組、支援という形になるかもしれないですけど、ど

ういった取組を行っていっているかというところにつきましては、例えばですけども、今中央

町二丁目地区におきまして再開発に向けた勉強会、これ地権者の方々で一生懸命勉強会をされ

ているところでございます。そういったところについては、現在市のほうもいろんな一緒に入

りましてしっかり支援をさせていただいているところでございますし、また、東田地区との連

携というのもこのまちづくりプランの中でも掲げさせていただいております。そういったとこ

ろにつきましては、市のほうで側面的な支援という観点もありますけども、来月の４日から５

日にかけまして八幡東田バル＆マルシェということで、これは東田のイベントに合わせまし

て、中央町の商店街でもいろんなイベントを行っていくということで、そこの連携をして、ま

た、そういった回遊性を高めるための無料バス、こういったものも市として走らせるような形
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をしております。 

 現在のところ、こういった取組ということで、しっかり地域のまちづくりを行っていること

に関して支援をさせていただいているところでございます。以上でございます。 

○議長（田仲常郎君）９番 戸町議員。 

○９番（戸町武弘君）ありがとうございます。やはりこの中央町の活性化、再生というのは、

これ実は民間の力だけじゃ非常に難しいと私は考えております。やはり行政の力、これが本当

に必要になってきております。 

 そして、東田なんですけども、東田は見事に変わってきております。先ほど、東田との連携

がとても大切だという局長の答弁があったんですけども、私もそのとおりだと考えておるんで

すけども、なかなかそれが見えてこないんですね。やはり東田は東田で閉じている、どうして

も中央町側まで回遊性、人が出てこない、それは中央町側にも多分たくさんの問題点がある、

それをこれから中央町地区の皆さんと、そして、行政の方々、そして、我々議員が一緒になっ

て考えなければならないと考えておるんですけども、せっかく質問を作ってきましたので、東

田地区との連携が大切だと考えておりますが、市の見解をもう一度聞かせてください。 

○議長（田仲常郎君）都市戦略局長。 

○都市戦略局長（上村周二君）東田との連携でございますけども、先ほどちょっと答弁させて

いただいたところで、非常に大事なところだと思っております。それで、市のほうで例えば連

携のためのハード整備というところでございますけども、今年の３月、国道３号の戸畑バイパ

スの西交差点におきまして、歩道の設置を行ったところでございます。やはり今東田地区と中

央町、これは国道３号によって分断されているというところもあるので、そこは回遊性を高め

るためにこういったハード整備も必要じゃないかということで、そういった支援もさせていた

だいているところでございますし、やはりハードだけじゃなくてソフト面でもしっかり連携が

できるようにということで、先ほど言いました来月、イベントという形のものも考えておりま

すので、そういったところでしっかり連携を大切にしながら取組を行ってまいりたいと考えて

おります。 

○議長（田仲常郎君）９番 戸町議員。 

○９番（戸町武弘君）ありがとうございます。東田地区の件なんですけども、東田地区の区画

整理事業は、市施工で約460億円かけております。そして、再開発に関しても市が深く関与し

ています。令和５年、東田地区の都市再生整備計画が発表されていますが、その中で中央町地

区は東田地区と同様に都市再生整備計画区域に指定されています。現在、東田は製鉄の構内だ

ったことが想像つかないぐらい町が変化してきました。しかし、同じ整備計画区域も、中央町

地区は市の投資はほとんどないと言ってもいいのではないでしょうか。まだまだ寂しいままで

す。ぜひ中央町地区まちづくりプランをバージョンアップして、中央町地区に行政としての力

を貸してください。見解をもう一度聞きたいと思います。 



－199－ 

○議長（田仲常郎君）都市戦略局長。 

○都市戦略局長（上村周二君）中央町のまちづくりに関して、行政の力というところでござい

ますけども、例えば今の中央町の商店街の中で、先ほどもちょっと御説明させていただきまし

たけども、地権者による再開発に向けた勉強会というのを開催しているところ、これは市のほ

うもしっかり行きまして、支援をさせていただいているところでございますけども、この再開

発事業が具体化していくという形になりますと、例えば法定再開発というような形になります

と、その建設費の一部を支援するメニュー、こういったものもございますので、そういった意

味では具体的、例えば再開発とかが行われるようになれば、そこは市のほうとしてもしっかり

支援して一緒に取り組み、中央町の再生、これにしっかりつなげるような形、そこはしっかり

取り組んでいきたいと考えております。以上でございます。 

○議長（田仲常郎君）９番 戸町議員。 

○９番（戸町武弘君）この町の再生というのは、本当に民間のみの力じゃあ厳しいですので、

ぜひ力添えを賜りたいと思います。 

 次に、八幡東区役所の建て替え問題です。先ほど市長が御答弁なさったように、本当に古く

なってきて、おじいちゃん、おばあちゃんが使いにくいというような問題も聞いております。

しかし、公共施設をどこに造るかというのは非常に難しい問題です。確かに、レインボープラ

ザの場所に八幡東区役所を持ってくれば、市の土地から市の土地に造るわけですから、土地の

買収もなければ反対もないでしょう。しかし、皆さんよく考えてください。寂しい町に、先ほ

ども申しましたけども、立派できれいな区役所が建つ、でも、そのような町を八幡東区民の

方々は望んでいないと思います。少し見解を聞きたいと思います。 

○議長（田仲常郎君）都市戦略局長。 

○都市戦略局長（上村周二君）八幡東区の建て替えというところでございますけども、やはり

地域の方々もこの整備については、中央町の再生というところでは非常に大事なところだとい

うことで、期待をされているというのを、私たちとしてもしっかり認識をさせていただいてい

るところでございます。 

 その中でございますけども、中央町地区のまちづくりプランの中では、地元として、一つの

案としてレインボープラザのところにという案が今示されているところでございますけども、

ここにつきましては、私どもは先ほど答弁でも少し触れさせていただきましたけども、これは

やっぱり単なる区役所の建て替えということにとどめることがないように、場所につきまして

はまちづくりの視点、これが大事だと思っておりますので、そこのまちづくりの視点を中心に

検討していきたいと考えているところでございます。以上でございます。 

○議長（田仲常郎君）９番 戸町議員。 

○９番（戸町武弘君）ありがとうございます。少しほっとしております。 

 さらに、大きなホールの問題ですが、公共施設は集客施設としての機能も持っています。レ
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インボープラザは大小様々な部屋を貸していますが、もしレインボープラザがなくなれば、中

央町地区のにぎわいに大ダメージを与えるんではないかなと思っています。また、八幡東区民

が集会を開く場合には、レインボープラザの200人規模の部屋しかありません。もう少し大き

な規模のホールがあれば使いやすく、中央町地区のにぎわいに寄与すると思います。 

 少し旧八幡市民会館を考えてみると、旧八幡市民会館は使いやすく、多くの集会や発表会が

開催されてきました。しかし、出演者や来場客は車で来て車で帰るので、町に対しての経済波

及効果は少なかったのではないでしょうか。ちょっと見解を聞いてみたいと思います。 

○議長（田仲常郎君）都市ブランド創造局長。 

○都市ブランド創造局長（井上保之君）私も何度か音楽イベントで訪れたことがありますが、

確かに周辺の駐車場の環境も非常によくて、おっしゃるとおり車で来て車で帰られるという方

も多かったですし、バス停もすぐ前にあったり、駅まで歩いて進むということもあったので、

そういうのも帰られるという方がいらっしゃいましたので、そういった意味では周辺地域の直

接的なにぎわいのつながりにはつながりにくかったのではないかというふうな認識は持ってご

ざいます。以上でございます。 

○議長（田仲常郎君）９番 戸町議員。 

○９番（戸町武弘君）中央町地区に大きなホールがあれば、そのホールは旧八幡市民会館のよ

うに集客施設として機能を発揮すると思います。それがまた中央町ににぎわいをもたらすんで

はないかなと考えております。 

 そこで、区役所の建て替えと同時にホールの建て替えを考え、その計画が誘い水となって民

間投資が起こり、町が活性化すると思いますので、ぜひ市長、検討してください。お願いいた

します。 

 最後に、中央町地区は黒崎バイパスの供用開始以来、車の流れが劇的に変わっております。

その原因は、自分が見ると、大蔵地区から中央町地区を抜けるときに、道路が旧電車道と黒崎

バイパスに向かう道の二股に分離しています。そこにバス路線が重なり、早朝は大渋滞になっ

ています。せっかく中央町地区は交通の要衝としてのポテンシャルが高いので、渋滞が起こる

と町の力の低下につながりますので、ぜひ交差点改良を含め、対策を講じてください。これは

要望にします。 

 少し時間、最後２分ぐらいありますので、なぜこの問題を質問したのかということを少し述

べさせてもらいたいと思っております。 

 北九州市は５市が合併してできた都市です。そのため、旧５市にそれぞれの中心市街地があ

ります。そして、大きな商店街もあります。しかし、小倉以外の商店街はどこも寂しくなって

きています。北九州市の発展を考えれば、小倉を中心に商業の活性化を図るのは当然ですが、

その他の大きな商店街を放置していいわけではありません。旧市の中心地は、そもそも便利

で、市民が集中しやすい場所です。そこで、何かのきっかけで旧市の中心地に行政の力を使
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い、再び元気のよい中心地にすることが大切だと考えました。 

 そこで、八幡東区はもう少しすれば八幡東区役所の建て替えの議論が本格的になるでしょ

う。昔栄えた中央町地区、市民がたくさん住んでいた中央町地区をこの区役所建て替えを契機

に再び人々が住み、そして、人々が交流する中心地としたいと思います。この問題はこれから

も続けてまいりたいと思いますので、どうか執行部の皆様方には御協力を賜りたいと思いま

す。これで質問を終了いたします。ありがとうございました。 

○議長（田仲常郎君）進行いたします。48番 大石議員。 

○48番（大石正信君）おはようございます。日本共産党の大石正信でございます。会派を代表

して一般質問します。 

 まず、小倉北区富野口交差点の改善について伺います。 

 令和４年、砂津長浜トンネルの完成に伴い、通勤時間帯の富野口交差点が大渋滞していま

す。市民から砂津長浜トンネルの開通で、中津口方面と長浜方面の富野口交差点の青信号の時

間が長くなったため、門司方面と市役所方面の青信号の時間が短くなったのではないか。何と

かしてほしいと渋滞対策の改善を求める声が上がっています。市は、令和６年度、砂津長浜線

道路改築工事、国道３号下り工事で、砂津交差点からいずみラーメン付近まで車道の複線化を

行うことで、信号機の時間を変更すれば、富野口交差点の渋滞緩和につながると考えていま

す。 

 しかし、長浜方面から中津口に向かう富野口交差点は３車線ありますが、直進のみは１車線

しかありません。しかも、富野口交差点から中津口交差点まで車道は２車線ですが、不法駐車

が常態化し、実質１車線となっています。道路の拡幅や不法駐車対策など渋滞緩和対策が必要

であり、国道３号下り工事や信号機の時間変更だけで渋滞が解決できるとは思えませんが、県

警との協議など渋滞緩和対策の進捗状況を伺います。 

 次に、北九州空港の軍事利用について伺います。 

 自公政権は、集団的自衛権の行使容認、軍事費２倍、武器輸出と長射程ミサイルの配備など

着々と戦争の準備を進めています。国は、４月１日、北九州空港を特定利用空港として選定し

ましたが、北九州市が市民にも知らせず議会にも諮らず、事実上ノーチェックで受け入れたこ

とは、市民と議会を軽視する重大な問題です。2022年４月の国の資料では、空港・港湾等の優

先利用の確保として、空港や港湾等の施設を自衛隊及び米軍が優先的に利用できるよう、平素

から調整を行っておくことが必要と明記されています。 

 一方、北九州市では、陸上自衛隊富野弾薬庫や小倉駐屯地での重要土地等調査法に基づく注

視区域の指定や自衛隊基地の強じん化で軍事基地化が急速に進んでいます。さらに、米軍基地

化された築城基地と隣接する北九州空港が特定利用空港に選定されたことで、軍事的役割がま

すます大きくなっています。 

 内閣官房がホームページ上で公開しているＱ＆Ａは、特定利用空港・港湾が攻撃目標とされ
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る可能性が高まるとは言えないとしています。これは、国民を欺くものです。沖縄の地元紙は

1944年10月の南西諸島への米軍の空襲で飛行場や港が激しい攻撃にさらされたことに触れ、自

衛隊や海保の訓練などに使用される施設は当然、有事の際は攻撃の標的となり得ると指摘して

います。このように、軍事訓練を行えば北九州空港は相手国から報復攻撃の対象となり、市民

の生命、財産に重大な影響を与えることになります。今、多くの市民はウクライナやガザでの

戦争の悲惨さを見て、戦争だけはやめてほしいと願っています。 

 そこで、我が党市議団が７月10日に行った防衛省との交渉を踏まえて、４点質問します。 

 第１に、防衛省は、北九州空港について、事前に所在自治体である北九州市の御理解を得る

ために説明を行ったとし、国管理の空港であっても北九州市の理解を得ることが前提であると

いう見解を示しています。当初、鹿児島や熊本でも理解が得られなかったので選定から外され

ました。一方、本市が市民や議会にも諮らず、市長だけの判断で受け入れたことは、到底所在

自治体の理解があったとは言えません。市長の見解を伺います。 

 第２に、特定利用空港の選定は法的拘束力がない下で、住民の意見を聞いた上で受入れの判

断をすべきです。国が北九州空港を特定利用空港に選定したのは４月１日です。それより前の

昨年11月28日に、国から総合的な防衛体制の強化に資する取組について説明があった際に、な

ぜ国に対して住民説明会の開催を求めなかったのか、答弁を求めます。 

 第３に、これまで市の議会答弁では、防衛問題は国の専管事項であると繰り返しています

が、これは市民の命と安全を守るべき自治体としての責任を放棄する無責任な態度です。地方

自治法第１条には、国の本来果たすべき役割の一つとして、国際社会における国家としての存

立に関わる事務が明記されていますが、地方分権一括法では、国と地方自治体は対等、平等と

されています。その趣旨にのっとり、北九州市が国に対して、市民の命と財産を守るためにき

ちんと意見を言うべきではないですか。見解を求めます。 

 第４に、交渉では防衛省は、米軍はこれまでも我が国の民間空港・港湾を利用している。特

定利用空港・港湾とされた空港・港湾も他の民間空港・港湾と同様に利用する可能性は考えら

れると北九州空港の米軍利用を認めています。つまり、米軍は特定利用空港と関係なく、安保

条約６条や日米地位協定５条で空港を利用することができるとなっています。しかも、米軍の

オスプレイ機の離発着の可能性についても防衛省はもちろんと認めました。オスプレイは相次

ぎ墜落事故を起こすなど欠陥機と言われているため、北九州空港に離発着する米軍機やオスプ

レイ機が北九州の市街地の上空を飛行しないように国に求めるべきです。答弁を求めます。 

 次に、自衛官募集問題について伺います。 

 自衛官募集について、奈良市の高校生が、奈良市が国に個人情報を提供し、国が情報を利用

して自衛官の募集をしていたのはプライバシー権を保障する憲法13条に違反するとして、市と

国に損害賠償を求める裁判も起こっています。また、太宰府市など自衛官募集の名簿提供を中

止する自治体が増えています。北九州市では、自衛隊福岡地方協力本部が、９月１日に開催さ
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れたまつりみなみｉｎ小倉駐屯地のＰＲと、門司区、小倉北区、小倉南区、戸畑区で実施され

る自衛隊就職説明会の案内をセットにしたチラシを作成し、市民に配布しました。我が党は、

市民の祭りに反対するものではありませんが、防衛省自身が、今回の祭り開催は防衛基盤の拡

充を図ることを目的としているように自衛官募集の一環と位置づけています。 

 この間、自衛隊は定員割れを起こし、中途退職者が増加するなど人員確保が大きな課題とな

っています。これは、政府が急速に進める戦争する国づくりと無関係ではありません。地震、

台風、豪雨災害など相次ぐ自然災害に当たり、被害を受けた地域に自治体の要請に基づいて多

くの自衛隊員が派遣され、昼夜を分かたず、人命救助と復旧・復興のために大きな役割を果た

していますが、この被災者の救援を前面に出し、若者の社会の役に立ちたいという善意に付け

込むやり方は問題です。 

 そこで、伺います。 

 北九州市は自衛官募集事務に係る18歳男子の名簿提供の根拠として、自衛隊法97条１項に基

づく法定受託事務としています。しかし、同法では、市町村が行う募集事務の内容を具体的に

定めておらず、名簿提供の根拠とは言えません。同じく、市が法的根拠にしている自衛隊法施

行令120条では、防衛大臣が市町村に対して資料の提出を求めることができる旨を定めていま

すが、市町村が何をすべきか規定はありません。 

 2003年４月23日、衆議院、個人情報の保護に関する特別委員会において、石破国務大臣、当

時は、市町村は法定受託事務としてこれを行っているわけでございますが、私どもが依頼して

も応える義務というのは必ずしもございませんと答弁しており、名簿提供依頼に応じる必要が

ないことは明らかです。 

 しかも、住民基本台帳法第11条第１項では、住民基本台帳の写しの一部は閲覧請求できると

定めており、紙媒体の提供は同法律に違反し、住民の権利を侵害するものです。我が党市議団

の政府交渉で政府は、政府が自治体に個人情報提供を求めても自治体に応諾義務はないことを

認めました。同時に、政府は個人情報保護法第69条２項２号で相当の理由があると自治体が判

断すれば、本人の同意なしの提供は可能とも述べました。 

 一方で、県内でも筑後市など６割を超える自治体が、相当の理由がないと判断し、自衛隊に

よる青年名簿提供の求めを拒否しています。明確な法的根拠もない自衛隊への名簿提供はやめ

るべきです。見解を求めます。 

 最後に、北九州市立大学での防衛問題セミナーについて伺います。 

 第２次世界大戦で大学は、多くの学徒を学問の場から戦場に送り込み、彼らの多くは無残に

もその将来を奪われました。これまで、大学の研究が非人道的な人命を奪う武器の開発に直

接、間接的に利用されてきました。多くの大学では、戦争協力に対する深い反省の下で、二度

と戦争に協力しないことを誓って戦後をスタートさせました。 

 ６月28日、北九州市立大学で、新たな戦略３文書の概要と題して、九州防衛局主催で第45回
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防衛問題セミナーが開催される予定でしたが、同大学会場の天井が落下したことで延期されて

います。大学当局は会場を貸しただけと言っていますが、会場を貸しただけで済ませていいの

でしょうか。このようなセミナーの開催は、過去に関西大学で開催されただけで、国公立大学

での開催は全国で初めてです。 

 また、北九州市の非核平和都市宣言では、平和な世界の実現のために歩み続けるとしていま

す。憲法違反の集団的自衛権を行使し、米軍と一体となり海外で戦争を企てる政府の方針と、

準被爆都市として恒久平和を掲げる本市の非核平和都市宣言は大きく矛盾するものです。今回

の北九州市立大学での防衛問題セミナーは中止すべきと考えますが、このセミナー開催につい

て、大学の構成員である教職員、大学当局、学生自治会等でどのような議論がされてきたの

か、見解を伺います。 

 以上で私の第１質問を終わります。 

○議長（田仲常郎君）市長。 

○市長（武内和久君）まず最初に、小倉北区富野口交差点の改善につきまして、砂津長浜トン

ネル完成後の富野口交差点について、県警との協議など渋滞緩和対策の進捗状況を伺うという

お尋ねにお答えいたします。 

 砂津長浜線は小倉都心部の東側に位置をしており、国道３号と国道199号を結ぶトンネル形

式の道路でございます。この道路は、広域道路ネットワークの構築による物流の効率化や、小

倉都心部に流入する通過車両を減少させる目的で整備を行っており、令和４年５月にはそのト

ンネル部分が開通をしたところでございます。 

 開通後、令和５年10月に実施した調査では、砂津長浜線に並行する浅香通りなど３路線で交

通量が２割程度減少しており、道路の整備効果は着実に現れているところであります。一方

で、砂津長浜トンネルの開通に伴って、国道３号と小文字通りが交わる富野口交差点の交通量

は、開通前に比べて１割程度増加をしております。通勤時間帯の朝は東側の門司方面から、夕

方は西側の市役所方面と、北側の長浜方面からの車両が増え、交差点の通過に最大６分要する

などの渋滞が発生をしております。 

 このため、１つには、砂津交差点から富野口交差点に至るトンネルの側道を１車線から２車

線に拡幅し、富野口交差点を通過する台数を増加、２つ目に、併せて東西方向の青の時間を増

やす信号調整により渋滞緩和を図ることを県警と協議済みであり、側道の拡幅工事は年度内の

完成を予定しております。また、富野口交差点から南側の不法駐車対策につきましては、現在

交通管理者である県警と協議を進めておりまして、今後道路管理者である国とも連携した対策

を検討していくこととしております。 

 北九州市といたしましては、まずは道路の拡幅工事を着実に進め、県警や関係者とともに完

成後の交通の変化を確認しながら、渋滞緩和に向けた取組を進めてまいりたいと考えておりま

す。 
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 次に、自衛官の募集につきまして、自衛隊への募集対象者名簿の提供はやめるべきであると

いうお尋ねがございました。 

 まず、自衛官募集事務は、自衛隊法第97条第１項により、市町村長がその一部を行うことと

されており、毎年防衛大臣から北九州市に対し、自衛隊法施行令第120条により、募集に必要

な対象者情報の提供などの協力依頼がなされております。対象者情報の提供につきましては、

個人情報保護法第69条第１項によりまして、法令に基づく場合には提供できることとされてお

ります。 

 また、令和３年２月に総務省と防衛省が連名で発出した通知におきましては、自衛官募集に

関し必要な資料として住民基本台帳の一部の写しを用いることについて、住民基本台帳法上、

特段の問題は生じないという見解も示され、情報提供を行っているところであります。 

 他方、自衛隊に情報提供を望まない方のために、除外申請をインターネットや郵送で受け付

けているところであります。市政だよりやホームページ、さらには市内の高校や区役所、市民

センターにポスターを掲示して周知し、申請された方は対象者情報から除外をした上で自衛隊

に提供されているところであります。 

 自衛隊は、国防のみならず、国内外の災害派遣におきまして、被災地域の皆様の生命と財産

を守るため重要な任務を担っております。北九州市におきましても、平成の豪雨災害の際には

災害派遣により人命救助を行っていただくなど、大変御尽力いただいているところでもありま

す。自衛隊は地域の安全・安心を確保するために欠かせない存在であり、自衛官募集事務につ

きましては、引き続き関係法令等に基づき適正に進めてまいりたいと考えております。以上で

す。 

 残りは関係局長からお答えいたします。 

○議長（田仲常郎君）港湾空港局長。 

○港湾空港局長（佐溝圭太郎君）北九州空港の軍事利用についてのうち、本市が市民や議会に

も諮らず市長だけの判断で受け入れたことは、到底所在自治体の理解があったとは言えない、

見解を伺うについてお答えいたします。 

 特定利用空港については、平素から必要に応じて自衛隊、海上保安庁が民間の空港を円滑に

利用できるよう、インフラ管理者との間で円滑な利用に関する枠組みを設けるものでございま

す。このインフラ管理者は、国管理空港は国、自治体管理空港は自治体となるため、特定利用

空港に選定された空港は、各管理者が特定利用空港に選定されることについて、合意した上で

選定されております。 

 北九州空港は国管理空港であることから、インフラ管理者ではない北九州市は、北九州空港

を特定利用空港として選定することについて、合意する立場にございません。また、国管理空

港である北九州空港の特定利用空港への選定については、国の専管事項であり、所在自治体で

ある北九州市として受入れに合意する立場にないことから、北九州市が市長だけの判断で受け
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入れたという議員の御指摘は当たらないと考えております。以上でございます。 

○議長（田仲常郎君）危機管理監。 

○危機管理監（柏井宏之君）北九州空港の軍事利用についてのうち、国から総合的な防衛体制

の強化に資する取組について説明があった際に、なぜ国に対して住民説明会の開催を求めなか

ったのかについて御答弁いたします。 

 特定利用空港とは、平素から必要に応じて自衛隊、海上保安庁が既存の空港を円滑に利用で

きるように、国がインフラ管理者との間で円滑な利用に関する枠組みを設けるもので、令和６

年４月に、国が管理する北九州空港が特定利用空港の対象施設の一つに選定をされました。 

 議員御質問の昨年11月28日に国から説明があった際に、なぜ国に対して住民説明会の開催を

求めなかったのかという点につきましては、北九州空港は国が管理する空港であり、特定利用

空港の説明や選定の有無にかかわらず、住民への説明につきましては、国において適切な判断

がなされるものと考えております。いずれにしましても、北九州市としましては、今後とも市

民の安全・安心を守る立場から、必要に応じて情報収集、対応に努めてまいりたいと考えてお

ります。以上です。 

○議長（田仲常郎君）総務市民局長。 

○総務市民局長（三浦隆宏君）北九州空港の軍事利用についてのうち、市民の命と財産を守る

ために国に対して意見を言うべきではないかという御質問と、米軍機が北九州の市街地上空を

飛行しないように国に求めるべきではないかとの２つの御質問にまとめてお答えいたします。 

 地方自治法において、国は地方公共団体の役割を達成するため、国際社会における国家とし

ての存立に関わる事務の実施など、国が本来果たすべき役割を重点的に担うことを基本とする

と定められております。この国際社会における国家としての存立に関わる事務の具体例といた

しましては、外交、国防等が考えられており、国の専管事項の根拠であると認識しておりま

す。 

 お尋ねの特定利用空港について、国は、これまでも自衛隊が民間の空港を利用しており、特

定利用空港の枠組みが設けられた後も大きな変化はない、必要に応じて既存の空港を円滑に利

用できるよう、国がインフラ管理者との間で円滑な利用に関する枠組みを設けるものである、

訓練は多くとも年数回程度を想定しており、自衛隊の航空機が優先利用するものではなく、こ

れまでどおり民生利用を主とするという見解を示しております。このようなことから、北九州

市としましては、インフラ管理者である国において適切な運用がなされるものと考えており、

現時点で意見を申し出ることは考えておりません。 

 また、米軍機による空港利用につきましては、まず、日米安全保障条約において、日本国の

安全に寄与し、並びに極東における国際の平和及び安全の維持に寄与するため、アメリカ合衆

国は、その陸軍、空軍及び海軍が日本国において施設及び区域を使用することを許されると定

められております。さらに、日米地位協定では、合衆国の航空機は、日本国の飛行場との間を
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移動することができると定められております。この日米安全保障条約及び日米地位協定につい

ても、先ほど申し上げたとおり、外交、国防に関することでありますことから、国の専管事項

であると考えております。 

 なお、北九州市としましては、市民の安全・安心を守る立場から、必要に応じて情報収集等

に努めてまいりたいと考えております。今後とも法令等に基づき、国と地方の役割を適切に担

っていきたいと考えております。以上です。 

○議長（田仲常郎君）政策局長。 

○政策局長（小林亮介君）最後に、北九州市立大学の防衛問題セミナーにつきまして、今回の

セミナーの開催について、大学の構成員である教職員、大学当局、学生自治会間の議論につき

まして御質問いただきましたので、お答えさせていただきます。 

 北九州市立大学は、地方独立行政法人法に基づき、平成17年４月に公立大学法人に移行し、

北九州市とは別の法人となっております。同法人の設立団体である北九州市は、大学における

教育研究の特性に常に配慮する必要があり、大学の自主性、自立性を尊重しなければならない

こととされております。 

 北九州市立大学が所有する施設の貸出しは、大学の判断で行われております。北九州市立大

学の教室等を貸し出した場合、大学の固定資産使用規程に基づき使用許可を行っております。

具体的には、使用を希望する方から提出のありました許可申請書の内容を確認し、公益上また

は教育上、その使用が好ましくないと認められる場合や、大学の業務に使用する場合などを除

いて、教室等の使用を許可しているということでございます。その許可については、大学事務

局内で手続を行っていると聞いております。 

 昨年度、大学では、国や北九州市、ＮＰＯ、学会、教育機関等からの申請を受け、約60件の

使用を許可しております。これまで、各種資格や検定試験、研修会、研究発表会、市民向けイ

ベント等で利用されていると聞いております。 

 御質問の防衛問題セミナーは、防衛政策全般に関する市民の理解促進のために、防衛省が全

国８地区に設置した地方防衛局ごとに毎年度開催しているものと聞いております。北九州市立

大学は、九州防衛局から提出された教室の使用許可申請書を確認した上で、大学の規定に基づ

き許可をしたと聞いております。こういった大学施設の貸出しは、地域貢献や大学の収入増に

もつながるものでございまして、大学においては引き続き規定に基づき適切に教室等を貸し出

していくと聞いております。答弁は以上でございます。 

○議長（田仲常郎君）48番 大石議員。 

○48番（大石正信君）それでは、まず、北九州空港の特定利用空港について伺います。 

 政府は、2015年、安保法制によって台湾有事を想定して米軍基地化された築城基地、これを

補完するために北九州空港の特定利用空港選定で軍事の拠点化、戦争の準備が着々と進められ

ていこうとしています。我が党は７月10日、防衛省と交渉をして、今度の特定利用空港につい
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ては所在自治体の理解が前提であると。しかし、先ほどの局長の答弁は、インフラ管理者との

合意であって、我々は、市としては物を言う立場にはないと、全く国と市の考えが、見解は食

い違っています。国は法的根拠がないから地方自治体の理解を進めているんですよと言ってい

るわけですよね。所在自治体と言っているわけです。インフラ管理者じゃないんですよね。こ

れ食い違っているんですけども、これ合意したことが、市長だけの判断で所在自治体の理解と

言えるんですか。見解をお願いします。 

○議長（田仲常郎君）港湾空港局長。 

○港湾空港局長（佐溝圭太郎君）議員御指摘の所在自治体の理解については、特定利用空港の

受入れについて所在自治体が合意するということではなく、事前に説明をするので内容につい

て承知しておいてくださいという趣旨であると理解しております。いずれにしましても、北九

州空港は国管理空港であり、特定利用空港の選定については国の専管事項であることから、北

九州市として国に意見を言う立場にもございませんし、その受入れについて合意する立場にも

ございません。以上でございます。 

○議長（田仲常郎君）48番 大石議員。 

○48番（大石正信君）全く理解できません。７月10日の我が党市議団と防衛省の交渉の中で

は、法的根拠がないからこれについては所在自治体の理解を前提にしていますと言っているわ

けですよね。ところが、今の局長の答弁は、国に対して物を言う立場にありませんとか、防衛

問題は国の専管事項であるからということで、この判断を国に丸投げして、地方自治体の責任

を放棄しているでしょう。実際に、福井県や熊本県、鹿児島県では、当初これ選定から外れて

いました。今回選定の中に入りましたけど、そこの中には、所在自治体である市民や議会の理

解を得るために、そういう準備をしているわけですよ。北九州では市民に、議会に諮りました

か。これ議会軽視じゃないんですか。いかがですか。 

○議長（田仲常郎君）港湾空港局長。 

○港湾空港局長（佐溝圭太郎君）特定利用空港の他の空港のお話がございましたが、まず、他

の空港の状況につきましては、北九州市としては把握しておりませんし、コメントする立場に

はございません。先ほど申し上げましたけども、議員御指摘の所在自治体の理解というものに

つきましては、特定利用空港の受入れについて所在自治体が合意するということではございま

せん。あくまで事前に説明するので内容について知っておいてほしいという趣旨でございま

す。いずれにしましても、北九州空港は国管理空港でございまして、特定利用空港の選定につ

いては国の専管事項でございます。北九州市として国に意見を言う立場にございませんし、そ

の受入れについて合意する立場にはございません。以上でございます。 

○議長（田仲常郎君）48番 大石議員。 

○48番（大石正信君）何度も同じことを言われているんですけど、国に物を言う立場にはない

とか、防衛問題は国の専管事項だと言われていますけども、国はインフラ管理者じゃないんで
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すよ。所在自治体の理解を得るために11月から説明を行っていると。これ、理解していないと

いうことであれば、国にきちんと確認したんですか。確認もしなくて、国に対して物を言う立

場にはないとか、おかしいでしょう、こんなの。国に確認したんですか。 

○議長（田仲常郎君）港湾空港局長。 

○港湾空港局長（佐溝圭太郎君）先ほどから申し上げておりますが、議員御指摘の所在自治体

の理解ということ、この定義ですけれども、特定利用空港の受入れについて所在自治体が合意

するというものではございませんので、あくまで国は事前に説明するので内容について知って

おいてほしいという、そういうことが理解ということで我々聞いておりますので、議員の御指

摘に当たらないと考えております。以上でございます。 

○議長（田仲常郎君）48番 大石議員。 

○48番（大石正信君）国にも確認しない、防衛省の交渉で、国は所在自治体の合意とは言って

いないけども、理解が前提なんだと、これは閣議決定であって法的根拠がないんだと。だか

ら、地方自治体の理解を進めているんだと言っているわけですよ。ところが、北九州市は国に

対して物を言う立場にはないとか、なぜ国に確認しないんですか。北九州市民の命や財産に関

わる問題でしょう。議会にも諮らず、市民にも知らせず、これが所在自治体の理解て言えるん

ですか。なぜ国に物を言わないんですか。おかしいと思います。 

 それと、11月に国から説明があった際に、住民説明会を求めるべきだと。先ほどでは、国が

適切に判断されると思いますと。どういうふうに適切に判断されるんですか。市民の命や財産

について国が責任を持ってもらうという根拠はあるんですか。なぜ国に対して、国は所在自治

体の説明会を求めるものがあれば検討すると言っているんですよ。なぜ国に対して説明会を求

めないんですか。 

○議長（田仲常郎君）危機管理監。 

○危機管理監（柏井宏之君）先ほどの答弁と繰り返しになりますが、市民の安全に関わること

という御指摘だと思います。北九州空港は国が管理する空港であり、特定利用空港の説明、そ

れから、選定、この有無にかかわらず、住民の説明につきましては国において適切な判断がな

されるものと考えております。以上でございます。 

○議長（田仲常郎君）48番 大石議員。 

○48番（大石正信君）繰り返しの答弁は要らないんですよ。なぜ国に対して、せめて説明会を

開催してほしいと、なぜこの一言が言えないんですか。国に適切に判断してもらいますと言い

ますけども、いざ戦争になれば、ガザやウクライナの状況を見ても、攻撃をされるのは市民で

すよ。北九州空港が日常的に戦時を想定して平時の訓練をしていけば、当然北九州空港が軍事

空港としてみなされて、相手国を攻撃すれば報復攻撃があるわけでしょう。国が守ってくれる

んですか、市民の命を。そういう担保があるんですか。きちんと物を言うべきですよ。 

 それでは次に、北九州市はすぐに国の専管事項と言いますが、先ほどは地方自治法のことを



－210－ 

言われましたけども、憲法上の規定や法的根拠はあるんですか。 

○議長（田仲常郎君）総務市民局長。 

○総務市民局長（三浦隆宏君）先ほどの答弁と繰り返しになりますが、地方自治法におきまし

て、国は地方公共団体の役割を達成するために、国際社会における国家としての存立に関わる

事務の実施など、国が本来果たすべき役割を重点的に担うことを基本とすると定められており

ます。基本的に、この国際社会における国家の存立に関わる事務の具体例といたしまして、平

成31年３月15日の参議院予算委員会におきまして当時の総務大臣が、外交、国防等であると答

弁しておりますので、そのため国防は国の専管事項であるということから、北九州市としては

そのような判断をしております。以上です。 

○議長（田仲常郎君）48番 大石議員。 

○48番（大石正信君）法的根拠はないんですよ。地方自治法の１条２項では、これ役割分担を

決めているだけですよね。法的根拠は、そういう形で役割分担を決めているだけであって、憲

法ではそもそも憲法９条２項で交戦権を否定し、戦力保持を否定している、根拠がないわけで

すよ、防衛問題についてやっていくというね。だから、二言目には、次々と防衛問題は国の専

管事項であると、これを繰り返すのはやめてください。地方分権一括法ではこれ何て書いてい

るんですか、述べてください。 

○議長（田仲常郎君）総務市民局長。 

○総務市民局長（三浦隆宏君）すみません、最後のちょっと質問の部分がはっきり聞き取れな

かったので、お願いします。 

○議長（田仲常郎君）48番 大石議員。 

○48番（大石正信君）専管事項とおっしゃいますけども、地方分権一括法では国と地方自治体

の役割について述べていますけど、これについてはどう考えていますか。 

○議長（田仲常郎君）総務市民局長。 

○総務市民局長（三浦隆宏君）それについては、国と地方は対等であるとはうたってあります

が、今回この国防については、先ほどから繰り返しになりますが、総務大臣も答弁したよう

に、国防については国の専管事項と明確に答弁されていますので、その部分から我々としては

判断しております。以上です。 

○議長（田仲常郎君）48番 大石議員。 

○48番（大石正信君）防衛問題は国の専管事項というのも大臣が答弁しただけであって、法的

拘束力ないわけですよ。何かあれば国の専管事項である、国に対して言う立場にはないとかと

言いますけども、国に何か物を言えばペナルティーでもあるんですか、地方交付税を減らされ

るとかどうかあるんですか、それ。 

○議長（田仲常郎君）総務市民局長。 

○総務市民局長（三浦隆宏君）特にそういうことはないと把握しておりますが、先ほど申した
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ように、自衛隊、自衛隊じゃないですね。これについては、何度も繰り返しになりますが、国

防というものが、例えば地方がそれに意見を言い出すと、なかなか国として立ち行かなくなる

という部分もあると考えております。繰り返しになりますが、この国防については、いろんな

法律あるいは国会、国務大臣の答弁等いろいろ勘案しまして、国の専管事項と判断しておりま

す。以上です。 

○議長（田仲常郎君）48番 大石議員。 

○48番（大石正信君）７月10日の我が党市議団と防衛省の交渉について、この特定利用空港の

受入れをしなかったらペナルティーがあるのかという質問をしましたら、防衛省は何もペナル

ティーはありませんと言っているわけですよね。だから、この特定利用空港は、いわゆる安保

法制によって、また、安保３文書によって台湾有事を想定して、戦時を想定して、平時からこ

の利用をしていくと、空港を利用していくというものなんですよね。だから、国がお決めにな

るとかといっても、実際に犠牲をするのは北九州市民なんですよね。そういう立場に立って、

法的根拠もないこの特定利用空港については、きちんと国に対して物を言うべきだと指摘をし

ておきます。 

 次に、米軍のオスプレイ飛行について、これについても物を言う立場にはないということで

すけども、その飛行ルート、当然オスプレイは欠陥機として墜落事故を繰り返しています。せ

めて北九州空港を、北九州市民の市街地の上空、これは飛ぶべきじゃないんじゃないですか。

そのことを国に申し入れるべきじゃないですか。いかがですか。 

○議長（田仲常郎君）総務市民局長。 

○総務市民局長（三浦隆宏君）これもまたすみません。繰り返しになりますが、日米安全保障

条約あるいは日米地位協定で定められたものでございます。本市としては、市民の安全・安心

を守る立場から、必要に応じて情報収集には鋭意努めてまいりたいと考えております。以上で

す。 

○議長（田仲常郎君）48番 大石議員。 

○48番（大石正信君）北九州市は長崎に投下された原爆投下の第１目標にされています。そこ

の中では、核兵器のない、戦争のない平和な世界を築いていかなければならないと。傍観者じ

ゃないんですよね。能動的に北九州市が戦争の準備がされていれば、それに物を言い、平和を

構築していくという能動的な役割をここでは書いているわけですよね。だから、この特定利用

空港についても、憲法９条で示された、武力ではなく話合いによって、外交努力によって解決

していくと、こういう立場を大きく脅かす問題であるということを指摘しておきます。 

 次に、自衛官募集の名簿提供について伺います。 

 まず、全国や九州、福岡県、政令市で自衛隊名簿の提供の状況を教えてください。 

○議長（田仲常郎君）総務市民局長。 

○総務市民局長（三浦隆宏君）名簿の提供を行っている自治体につきましては、政令市の状況
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は独自で調査で把握をしております。政令市につきましては、2024年で85％、20市中17市が名

簿の提供をしております。全国、九州、福岡県ということですが、これはいずれも正確には

我々調べたわけではありませんが、報道等によりますと、全国は61％、九州は73％、福岡県は

37％となっております。以上でございます。 

○議長（田仲常郎君）48番 大石議員。 

○48番（大石正信君）そうなんですよね。全国では61％、九州では73％が自衛隊名簿を提供し

ている中で、福岡県は37％しか名簿提供していません。つまり、福岡県では６割の自治体が名

簿を提供していない。政令市の中でもさいたま、千葉、広島が拒否をしていると。広島は被爆

都市であります。北九州市は準被爆都市であるならば、この名簿提供はやめるべきだと考えて

います。 

 こうした中で、まつりみなみが今年志井公園から小倉駐屯地に開催され、自衛隊協力本部が

連合会や自治会、区役所にも連絡がなく、自衛隊就職説明会をチラシに掲載をし配布すると。

私も９月１日、まつりみなみに行きました。入り口では迷彩服を着た自衛隊員が手荷物検査を

行っている、また、建物の屋上では双眼鏡で参加者を監視している、自衛隊福岡協力本部のテ

ントには勧誘のパンフレットが出されるなど、まるで異様な光景であったと。こういう形で、

自衛隊の目的は、今度の祭りの目的が、人的基盤の拡充と掲げているわけですね。北九大での

防衛セミナーもこういう形で行われている。まさに北九州市が重点地域に指定されたことで、

自衛隊の募集、これが軌を一にした形で動いている。 

 今、自衛隊の定員は24万7,000人ですが、実数は22万3,511人と前年より4,332人減少してい

ます。つまり、充足率は90.4％、１割が定員を満たしていない。そこの中には少子化や組織内

のハラスメント、専守防衛の自衛隊から、2015年の安保法制で、憲法違反の敵基地攻撃能力で

米軍と海外で戦争する軍隊へと大きく変貌する、こういうことが背景になっていると思いま

す。 

 なぜ北九州市では令和３年、2021年閲覧方式から自衛隊の名簿提供を令和４年、2022年に変

えたのですか、何か圧力でもあったんでしょうか。 

○議長（田仲常郎君）総務市民局長。 

○総務市民局長（三浦隆宏君）北九州市では、今御指摘あったとおり、令和４年度から募集者

の氏名と住所をそういった形で提供するようにしております。これにつきましては、住民基本

台帳の閲覧の場合、北九州市はかなり人口が多いので、それを全て見て転記するということで

あれば、書き写しのミスが起こる可能性があります。それともう一つは、そういった提供をし

て、自衛隊とも覚書を結んで、しっかり情報を管理するという覚書を結んで、結果的にどうい

う処分をしたかというところまで報告を上げていただいていますので、そういった対応をしっ

かりしながら、こういった形に変えたところです。以上です。 

○議長（田仲常郎君）48番 大石議員。 



－213－ 

○48番（大石正信君）今言われましたように、今までは自衛隊協力本部の職員が手書きで書き

写していたが、手間がかかり誤記もあるということで、平成30年、2018年５月に防衛大臣が地

方自治体に募集対象者の４情報を紙媒体または電子媒体で提供するように依頼したと。そし

て、令和２年、2022年に安倍元首相が自民党大会で、全国の６割以上が隊員募集に協力を拒否

していることを発言し、各地で紙媒体による名簿提供が広がったと。先ほど言われましたよう

に、北九州市では令和３年、2021年まで他の機関と同様に住民基本台帳の閲覧であったもの

を、令和４年、2022年から紙媒体で提供するようになったと。これ明らかに政府が、また、自

民党大会で安倍元首相が言ったことによって変わってきているわけですよね。だから、そうい

うふうな圧力があったんじゃないかと思っています。 

 それでは、市が自衛隊募集の根拠としている自衛隊法97条では、自衛隊の名簿提供は法定受

託事務とされていますが、市町村の募集事務の内容を具体的には定めていません。これ名簿提

供の根拠と言えないんじゃないですか。 

○議長（田仲常郎君）総務市民局長。 

○総務市民局長（三浦隆宏君）自衛隊法第97条では、市長は自衛官の募集に関する事務の一部

を行うことと規定されております。自衛隊法施行令第120条では、防衛大臣は市長に必要な報

告または資料の提供を求めることができると規定されております。この２つですね、自衛隊法

第97条と自衛隊法施行令第120条を名簿提供の根拠と考えております。以上です。 

○議長（田仲常郎君）48番 大石議員。 

○48番（大石正信君）全く根拠になっていないです。自衛隊法の97条では、募集事務、いわゆ

る区役所で自衛官募集のポスターを貼ったりパンフレットを置いたり、いろんなイベントを協

力したり、こういうことを言っているわけですよね。具体的に自衛隊に名簿を提供していいと

書いていないんですよ。また、自衛隊法施行令120条でも資料の提供はできると書いているわ

けですけど、名簿提供って書いていないでしょう。これ法定受託事務というのもホームページ

に書いていますけども、全体は法定受託事務かもしれないけども、名簿提供、これ自治事務じ

ゃないんですか。明確にこのことについて答えていただきたい。いかがですか。 

○議長（田仲常郎君）総務市民局長。 

○総務市民局長（三浦隆宏君）名簿提供についてということのお尋ねだと思いますが、これに

関しては、自衛隊法施行令120条につきまして、令和２年12月の閣議決定で、住民台帳の一部

の写しを提出することが可能であることを明確化し、地方自治体に通知するとされておりま

す。この閣議決定を踏まえて、通知が令和３年２月に総務省及び防衛省の連名で送付されてお

り、この通知に基づき適正に進めているところでございます。以上です。 

○議長（田仲常郎君）48番 大石議員。 

○48番（大石正信君）私が言っているのは、法定受託事務だといって募集事務について名簿提

供できると言っていますけども、令和２年、令和３年のこれ閣議決定ですよ、通知はね、法的
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根拠がないわけですよ。法的根拠があるんですかと、名簿提供してほしいということをこの自

衛隊法の97条や自衛隊施行令120条には一言も書いていないわけですよ。だから、全国で、福

岡県で７割の自治体が名簿提供やっていない。明確な法的根拠はないからなんですよ。ここに

すり替えがあるんですよね。ここはやっぱり明確に、自分のプライバシーが自衛隊に提供され

る、これは問題ですよ。住民基本台帳法11条では、住民台帳の写しの一部をこれ閲覧できると

書いているんですよ。これ、名簿提供できると書いていますか。いかがですか。 

○議長（田仲常郎君）総務市民局長。 

○総務市民局長（三浦隆宏君）それには明確には書いてございません。ただ、先ほどの法的根

拠がないという通知の部分につきましては、当然法的拘束力はございませんが、この通知につ

いては、全国の地方公共団体のほうから、この名簿提供についての明確化をしてほしいと、根

拠の明確化をしてほしいという声に応えまして閣議決定された、閣議決定を得て示された通知

でございますので、国のほうで一定の判断がなされたものと考えております。以上です。 

○議長（田仲常郎君）48番 大石議員。 

○48番（大石正信君）先ほども言いますように、閣議決定なんですよね。国のほうで適切に判

断されますと。これ、さっきの防衛問題、自衛隊の特定利用空港と同じなんですよ。北九州市

としての判断はないんですかって。ホームページにもこんなこと書いているわけでしょう。

97条、120条のことについて、先ほどの住民基本台帳法11条については、これは閲覧できると

書いていると。こういう一つ一つのことについて、ホームページで出していることについて明

確に答えるべきですよ。 

 また、個人情報保護法の96条の２項では、筑後市など名簿提供は自衛隊に対する特段の事情

が見受けられないと拒否しているわけですよね。そういう点で、この個人情報保護法96条の２

項、相当な理由、自衛隊にこの名簿を提供しなければいけない特段の理由があるのか、このこ

とについてもきちんと考えていただきたい。 

 次に、自衛隊の名簿提供について、除外申請は対象者にホームページや市政だよりで除外申

請を紹介しているだけであって、北九州市が周知徹底をしていません。制度の趣旨を生かすな

らば、対象者全員に提供の可否を確認し、同意を得られた場合のみに提供すべきではないんで

すか。こういう在り方に変えるべきじゃないんですか。いかがですか。 

○議長（田仲常郎君）総務市民局長。 

○総務市民局長（三浦隆宏君）これについては、先ほど答弁申し上げたとおり、市政だよりや

ホームページ、あるいは市内の高校にもポスターを掲示したりしております。できる限り対象

者の目に触れるような形でお知らせするよう、今現在取り組んでいるところです。以上です。 

○議長（田仲常郎君）48番 大石議員。 

○48番（大石正信君）私が言ったのは、同意を、今の状況では市政だよりとかホームページに

出しているだけで、除外申請してもらう人は申請してくださいということじゃなくて、本当
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に、自分は名簿提供しても構わないんだという人のみ出すべきですよ。除外申請がなかったか

ら自衛隊に名簿提供できるというのは、プライバシー権を侵害するものであって、これ変える

べきだと強く指摘をしておきます。 

 最後に、北九州市立大学の防衛問題セミナーについて、施設管理要綱に基づいて貸しただけ

だと。こんな重大な問題について何か議論されたんですか。いかがですか。 

○議長（田仲常郎君）政策局長。 

○政策局長（小林亮介君）北九州市立大学におきましては、その要綱、使用規程に基づきまし

て大学の事務局が手続を行うものとなっておりますので、事務局のほうで処理をされていると

承知しております。以上です。 

○議長（田仲常郎君）48番 大石議員。 

○48番（大石正信君）やっぱり国防に関わる問題でも、大学が戦後スタートしたのは、第１質

問でも言いましたように、多くの若者がペンを銃に替えて戦争のために駆り出されていった。

そういう状況の中で、大学は軍事研究に協力しないというのが多くの大学の出発点です。私の

通っていた立命館大学でも、二度とわだつみの悲劇は起こさないということで戦争に反対をし

て、戦後は出発してきたわけですよね。今、独立行政法人になって運営交付金が減らされてい

る現状の下で、外部資金獲得として軍事研究や、こういうものがされてきているということに

ついて、戦後の大学の出発点に照らして、学問の自由、大学の自由、このことをしっかり守っ

ていく、そのためにこういう問題について、大学の構成員できちんと議論すべきではないんで

すか。いかがですか。 

○議長（田仲常郎君）政策局長。 

○政策局長（小林亮介君）大学の自由に関しまして御質問いただいております。大学の自由、

憲法の学問の自由の中に含まれていると理解しておりますが、そこにおいては、大学の施設と

学生については、大学の学問の自由と自治の効果として、施設が大学当局によって自治的に管

理され、学生は学問の自由と施設の利用を認められているというふうな判決があると承知して

おります。大学の施設につきましては、大学当局によって、今回のセミナーにつきましても、

当局内の判断によって貸し出されていると承知しておりますので、何ら問題ないと考えており

ます。以上です。 

○議長（田仲常郎君）48番 大石議員。 

○48番（大石正信君）だから、大学の構成員の中で、こういう九州防衛局主催のセミナーが大

学で行われている。内容も、私ほかのところのやつを見させていただきましたけども、安保３

文書に基づいて、いわゆる台湾有事になった場合どういうミサイル配備をするのかとか、南西

諸島での軍備の増強だとか書いているわけですよ。そういうことについて、この要綱で出した

だけであって、これ大学の本来の在り方を大きく変えるものになるんだということで警告して

いるわけですよ。そういう議論はしないんですか。どういう議論がされてきたんですか。認識
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がちょっと甘いんじゃないかと思いますよね。この間の新学部の問題についても議論されたと

言われますけども、こういう問題についてきちんと議論すべきじゃないんですか。いかがです

か。 

○議長（田仲常郎君）政策局長。 

○政策局長（小林亮介君）大学の中の議論について御質問いただいておりますが、先ほどから

申し上げておりますとおり、大学については、この固定資産使用規程に基づいて、公益上また

は教育上その使用が好ましくないと認められる場合や、大学の業務に使用する場合等を除いて

教室の使用を許可しているということで、その規程に基づいて大学の当局のほうでは手続を行

っていると聞いております。以上でございます。 

○議長（田仲常郎君）48番 大石議員。 

○48番（大石正信君）私指摘したのは、大学の自由じゃなくて学問の自由、大学の自治です。

戦前に天皇政府が決めた中身については、大学がそれに協力していったという中で、1932年に

京都大学の大学教授が抗議した滝川事件、政府が大学研究に介入したことが大きな問題になっ

て、憲法23条で学問の自由が確立してきたわけですよね。だから、学問の自由がひとりでにで

きたわけじゃなくて、そういう戦前の反省の下から、やっぱり真理を探求する学問の最高学府

の大学で、このことを探求していくことは非常に大事であるとなって、戦後多くの大学はこう

いう出発点の下で、二度と戦争に協力をしないという誓いの下に出発してきているわけですよ

ね。それを大きく踏み外そうとしているのが政府だと思いますので、このことについては、こ

の間の新学部の創設の問題もありますので、きちんと大学の構成員の中で議論していただきた

いということを強く求めて、私の質問を終わります。ありがとうございました。 

○議長（田仲常郎君）進行いたします。23番 村上議員。 

（議長退席、副議長着席） 

○23番（村上直樹君）皆さんこんにちは。公明党の村上直樹でございます。傍聴にお越しの皆

様、暑い中大変ありがとうございます。会派を代表しまして一般質問を行いたいと思います。 

 初めに、小・中学校に通う肢体不自由児への対応についてお伺いします。 

 2021年４月に施行された改正バリアフリー法により、障壁のない社会を目指すために学校の

バリアフリー化も推進されています。障害があっても、健常者と同じように授業や課外活動が

できるようにするのが主な目的です。その影響もあり、特別支援学校以外の小・中学校でも車

椅子の生徒などが過ごしやすいためのバリアフリー化が進んでいるともお聞きしております。 

 そこで、お伺いします。 

 １点目に、文部科学省は、公立の学校は避難所にも指定されていることから、2025年度末ま

でにバリアフリートイレ、エレベーター、スロープなどの設備を設置する目標を掲げました

が、本市の現状と今後の予定をお伺いいたします。 

 ２点目に、肢体不自由による困難さから生じるできないこと、難しいことに対して、歩行や
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移動などの動作の困難さを軽減するための直接的な支援だけでなく、心理面への支援について

も考える必要があると思います。また、子供たちへの支援については、文部科学省の肢体不自

由児に関する学校における配慮事項において、支援体制として複数の教員が指導計画の作成に

関与し、実施に当たっては全教員で共通理解することとされております。これらの心理面への

支援や、支援の実施内容を全教員で共通理解することについて、本市ではどのように対応され

ているのか、お伺いいたします。 

 次に、北九州の海の魅力についてお伺いします。 

 北九州市の海は、北側に関門ノスタルジック海峡として日本遺産に登録された関門海峡があ

り、この関門海峡の北西に玄界灘と隣接する響灘、市の東側には曽根干潟が存在する周防灘、

北西部には東西に細長い洞海湾を抱えています。市域の海岸線の総延長は約230キロと全国で

も有数の長さを有し、多様な水際の景観を見ることができ、様々なアクティビティーやマリン

スポーツなどで親しまれております。この北九州の海の魅力を発信し、多くの国内外の観光客

を呼び込むため、数点お伺いいたします。 

 １点目に、国土交通省港湾局は、観光資源としての港湾における釣り施設や既存の防波堤等

の利活用を進めており、地域の関係者による地方創生を目的とした釣り文化振興の取組が進め

られている港湾をモデル港として募集し、釣り文化振興モデル港として指定しました。これま

でに全国で21港が指定されており、本市も平成31年３月に指定されたところですが、指定され

たことによる成果や実績をお示しください。 

 ２点目に、本市の臨海部は、大半が埋立地や干拓地等の人工造成地が占めており、自然の海

岸は多くありませんが、本市に残る数少ない自然海岸である若松北海岸のエリアが、本年２月

に策定された北九州市地域資源を活用した持続可能な観光推進計画の対象区域となり、これま

で制限されていた観光関連施設の開発が可能となりました。対象区域は国道495号沿線から海

側の区域、内陸部にかけて30メートル内となっており、このエリアは雄大な自然景観や、新鮮

な野菜や果物、魚介類に恵まれた観光資源のポテンシャルにあふれる地域でもあり、期待も大

きいものと思います。 

 ところが、メインルートの国道495号はほとんど海岸線と接しておらず、絶景スポットであ

る遠見ケ鼻や、畳をびっしりと敷いたような岩礁が有名な千畳敷、岩屋や脇田の海水浴場など

は国道から入り込んだところにあって、畑の中の農道や、昔ながらの住宅地を通る非常に分か

りにくいルートとなっているため、あまり知られていない観光地となってしまっております。 

 そのようなこともあり、今回のプロジェクト名をＳｅｃｒｅｔ Ｓｕｎｓｅｔ Ｃｏａｓｔ

 ＰＲＯＪＥＣＴ ｉｎ若松と命名したようです。直訳すると秘密の夕日の海岸プロジェクト

とでも訳すのでしょうか。現状の不利な状況を逆手に取ることは面白いと思いますが、各観光

スポットの紹介や観光スポットまでの動線の整備など、もう少し分かりやすくする工夫も必要

と思いますが、見解をお伺いします。 
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 ３点目に、海外の超富裕層が船旅で使う大型クルーザー、スーパーヨットを誘致する動きが

広がっているようです。一般的に外国人富裕層などが個人所有する約80フィート、24メートル

以上の大型クルーザーがスーパーヨットあるいはメガヨットと呼ばれ、その隻数は年々増加し

ているようです。コロナ禍後、訪日外国人、インバウンドの急回復による需要増をにらみ、寄

港地では観光や飲食などの消費額も大きいこと、知名度向上にもつながることから、係留施設

など受入れ体制の整備や強化を急いでいるようです。ぜひ本市においても受け入れるべきと思

いますが、これまでの実績を含め見解をお伺いいたします。 

 最後に、すしの都の取組についてお伺いいたします。 

 先ほど北九州市の海の魅力について質問いたしましたが、その豊かな海の魅力を生かして、

本市では最近になり、すしの都としての取組も進められています。本年８月にすしの都北九州

協議会が設立されましたが、設立背景について、北九州市は豊かな漁場に囲まれているほか、

鮮度や技にこだわる魚食の文化が根づいており、恵まれた漁場と文化、それを支えるプロの技

術が魚のおいしさを際立たせており、北九州市のすしは全国的に有力な観光素材であると思わ

れると記述されています。 

 先日、市内の有名なすし店が、北九州で捕れた新鮮な魚を酢締めまたは昆布締めし、海外に

出店する予定のお店に空輸で送ろうとしたところ、輸出品として関税にひもづけられるＨＳコ

ードの位置づけが明確でなく、円滑に進まないとの問題が発生しました。その後、公明党の秋

野公造参議院議員の尽力により、財務省の関税局、門司税関と協議を行い、輸出の際の酢締

め、昆布締めの位置づけが明確化され、無事輸出が可能となりました。秋野参議院議員はその

ことをすぐに市に報告されたと聞いております。 

 北九州の魚が捕れたての新鮮なまま、北九州の職人の技で付加価値をつけて輸出できる仕組

みができたことは、今後の展開に様々な可能性を秘めていると思います。こうした豊富な水産

資源と豊かな魚の食文化に関して、以下３点お聞きします。 

 １点目に、魚の食文化について、すしの都北九州協議会の設立により、国内外の来訪者の増

加が期待されるところですが、総務省が毎月調査を行っている家計調査において、北九州市民

の刺身盛り合わせ購入金額は全国１位との調査結果が発表されています。すしの都として国内

外からの来訪者に北九州で捕れた魚を食べていただくだけでなく、北九州市民が近海で捕れた

新鮮な魚を食べるという、北九州市民の魚の食文化を守り育てていくことも大切であると考え

ます。本市の考えをお伺いいたします。 

 ２点目に、すしの都や刺身盛り合わせ消費額日本一といった豊かな水産資源が確保できる背

景には、先ほど海の魅力の質問でも述べたように、３つの海に囲まれた地理的な理由ととも

に、行政、企業、市民の環境を守る取組として海の保全を行ってきた背景があると考えます。 

 そこで、今後国内外に向けてすしの都や豊かな水産資源をＰＲしていくのに併せて、環境未

来都市としての環境保全活動の取組についても国内外に発信してはと考えますが、見解をお伺
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いします。 

 ３点目に、すしといえば主役となる海鮮はもちろんですが、シャリとなるお米や、ユズのよ

うに味つけや彩りを添える素材なども欠かせません。 

 そこで、それらの北九州のすしに必要な食材の確保も重要だと思いますが、北九州産のユズ

の生産の確保や、また、すしに用いる米の確保や北九州米の開発についてどのように考える

か、本市の見解をお伺いいたします。 

 以上で私の第１質問を終わります。ありがとうございました。 

○副議長（本田忠弘君）市長。 

○市長（武内和久君）すしの都の取組について、北九州市民の魚の食文化を守り育てていくこ

とについてのお尋ねがございました。 

 北九州市は、マダイやブリなどが漁獲される外海性の響灘、穏やかな内海でカキ養殖が盛ん

な豊前海、急流の中で育ったタコなどが捕れる関門海峡と、それぞれ異なる特性がある３つの

豊かな漁場に囲まれております。このような北九州市の海域特性により、市民の皆様は多様で

新鮮な魚介類を手軽に入手し、日常的に魚食を楽しむ習慣がございます。さらに、魚を傷めず

に水揚げする漁業者の技術、水揚げされた魚を適切に処理する仲卸の技術、それらの魚を引き

立たせる料理人の技術も根づいております。 

 このような鮮度や技術にこだわる文化により、北九州市のおいしい魚介類は国内外から多く

の観光客を引き寄せる魅力を持つと考えております。北九州市といたしましては、このような

すばらしい魚食文化を未来に向けて継承、育成することは大変重要であると認識をしておりま

す。 

 一方で、調理の手間や食の志向の変化など、複合的な要因により生鮮魚介類の消費量が年々

減少し、特に若年層において魚離れが進んでおります。こうしたことから、北九州市ではホー

ムページやＳＮＳなどによる情報発信に加えまして、市民の皆様が地元の水産物に触れ、その

魅力に気づいていただくため、豊前海一粒かきのかき焼き祭りや、農林水産まつりにおけるゆ

でダコの作り方教室、関門海峡たこの漁業体験などを実施するとともに、11月には中央卸売市

場で親子握りずし体験等のイベント開催も計画をしております。また、特に若い世代の魚食離

れを改善するため、小学生を対象といたしました魚のさばき方教室の開催や、子ども食堂への

水産加工品の提供にも取り組んでおります。 

 今後は、こうした取組に加えまして、漁業関係者とすしの都北九州協議会との連携による市

内産水産物のプロモーションを行うなど、広く市民の皆様に地元水産物の魅力を発信すること

を通じて、魚食文化を守り育ててまいりたいと考えております。以上となります。 

 関係局長等から残りを御答弁いたします。 

○副議長（本田忠弘君）教育長。 

○教育長（田島裕美君）小・中学校に通う肢体不自由児への対応について２点お尋ねいただき
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ました。 

 まず１点目、バリアフリートイレ、エレベーター、スロープなどの本市の現状と今後の予定

についてお尋ねいただきました。 

 北九州市の小・中学校のバリアフリー化の現状ですが、エレベーターは現在工事中も含め

18校、車椅子用のトイレは校舎が161校、体育館が104校、スロープは、門から校舎までが

176校、体育館までが167校、校舎昇降口から教室までが154校、体育館の出入口から内部まで

が159校となっております。 

 現在、大規模改修の際に、車椅子用のトイレやスロープ設置などを行うとともに、配慮が必

要な児童生徒が在籍する学校につきましては、個別の要望に基づきまして、階段昇降車を導入

するなど、バリアフリー化に取り組んでおります。 

 さらに、今年度から学校施設エレベーター設置事業を創設しまして、現在４校で設計を行っ

ております。この事業によりまして、今後は配慮が必要な児童生徒の在籍状況や地域バランス

などを踏まえて、エレベーター設置を進めることとしております。今後とも、学校施設のバリ

アフリー化につきましては努力してまいりたいと考えております。 

 続きまして、肢体不自由児へ心理面への支援や、全教員での共通理解をすることについての

お考えということでお答えいたします。 

 北九州市の小・中学校に通う肢体不自由など、身体的支援を必要として介助員等を配置して

いる児童生徒は25名いらっしゃいます。 

 肢体不自由のある児童生徒が安心して学校生活を送るために、身体的、心理的にきめ細かい

配慮を行うことは極めて重要であります。そのために、学校生活では特別支援教育介助員を配

置しまして、移動や食事、トイレ等の身体的な介助とともに、心理面に配慮した支援も心がけ

ております。例えば、補助をしながら、大丈夫、ゆっくりでいいよなどと声をかけることで、

児童の不安を減らして、活動への喜びや達成感が持てるように支援をしております。 

 また、具体的な指導や支援につきましては、校内委員会で検討して個別の指導計画を作成

し、全教職員で児童生徒の障害の状態などの共通理解を図っております。加えまして、体育的

な行事の際には、参加の仕方や支援の方法を共有した上で、担任や介助員以外の教員も補助や

声かけなどの支援を行っているところです。さらに、特別支援学校の教員が必要に応じて巡回

をして、専門的な知見から支援体制の構築に協力をしております。 

 今後も肢体不自由のある児童生徒が学校で安心・安全に過ごせるように、校内体制の充実に

向けて努力してまいりたいと考えております。以上でございます。 

○副議長（本田忠弘君）港湾空港局長。 

○港湾空港局長（佐溝圭太郎君）北九州の海の魅力についての質問のうち２つの質問に順次お

答えいたします。 

 まず、釣り文化振興モデル港に指定されたことによる成果や実績についてお答えいたしま
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す。 

 北九州市は、三方を響灘、関門海峡、周防灘に囲まれ、海岸線の総延長は約230キロと全国

有数の長さを有し、様々な水産資源に恵まれています。しかしながら、北九州港の海岸線は、

そのほとんどが護岸、岸壁等の港湾施設であり、安全に釣りができる日明・海峡釣り公園など

を除き、関係者以外立入禁止となっております。 

 そのような中、遊漁船の発着場所として、既存の物揚げ場などを活用し、手軽な釣りを提供

するため、地元の釣具販売店を中心に、多様な事業者から成る北九州釣りいこか倶楽部が平成

30年６月に発足いたしました。その後、平成31年２月に国土交通省が第１回釣り文化振興モデ

ル港を募集した際、当倶楽部が応募した北九州港での取組が評価され、北九州港がモデル港に

指定されました。 

 北九州市としては、モデル港の指定後、同倶楽部への支援策として、主な活動拠点である大

里２号物揚げ場が安全に利用できるよう、階段や転落防止柵を設置いたしました。また、テレ

ビやＳＮＳなどで活動内容を情報発信することにより、北九州市の海や食の魅力をＰＲいたし

ました。 

 一方、北九州釣りいこか倶楽部では、令和元年に大里２号物揚げ場で釣りイベントを開催

し、約150名が参加いたしました。また、令和元年度から令和５年度の５年間で、同倶楽部が

提供する船釣りプランを約7,000名が利用し、そのうち約60％は市外の方でありました。北九

州市としましては、引き続きモデル港における北九州釣りいこか倶楽部の活動をサポートしな

がら、北九州の海の魅力向上に取り組んでまいります。 

 次に、海外の超富裕層が船旅で使うスーパーヨットを受け入れるべきと思うが、これまでの

実績を含め見解を伺うについてお答えいたします。 

 スーパーヨットの受入れは、寄港地での食事や観光、土産物などの購入による経済効果や市

の知名度向上につながるため、重要であると考えております。全世界におけるスーパーヨット

の隻数は５年間で約1.3倍に増加し、令和５年には約１万2,000隻となっております。また、令

和４年に海外から日本に寄港したスーパーヨットは、北九州港を含む15港に26回寄港してお

り、近年増加傾向にあります。このような状況を踏まえると、スーパーヨットの受入れは、取

り組むべき重要な課題であると認識しております。 

 これまで北九州市としては、平成30年のスーパーヨットの寄港を契機に、本格的に誘致活動

を開始し、オーナーから運航を任されている船舶代理店に対する港や観光の情報提供、視察会

の開催などを通じて、北九州港のＰＲを行ってまいりました。さらに、令和５年12月の港湾計

画改定において、砂津地区を旅客船ふ頭に位置づけたところであり、スーパーヨットが利用す

るふ頭の一つとして積極的な誘致を行っております。 

 また、民間が運営する新門司マリーナにおいて、近年のスーパーヨットの寄港需要を踏ま

え、令和６年５月、既存の浮き桟橋などが改良され、受入れ環境が整ったところでございま
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す。これらの取組の結果、令和４年は門司の西海岸に１回、令和６年は新門司マリーナに２回

の寄港がございました。 

 北九州市としては、引き続き関係局や民間事業者と連携し、観光資源の磨き上げや、積極的

なＰＲをはじめとする誘致活動を行うことで、スーパーヨットの受入れにつなげてまいりたい

と考えております。以上でございます。 

○副議長（本田忠弘君）都市戦略局長。 

○都市戦略局長（上村周二君）北九州の海の魅力についてのうちの残りの若松北海岸の各観光

スポットの紹介や、動線の整備に関する御質問に御答弁申し上げます。 

 若松北海岸エリアは、水平線に沈む夕日、岩畳が波打ち際まで続く千畳敷、岩屋海水浴場、

若松潮風キャベツ、若松水切りトマトといったブランド力のある食材など地域資源にあふれて

おり、観光資源として高いポテンシャルを有しているところでございます。このポテンシャル

を最大限に生かしながら、地域経済の底上げを図っていくためには、民間事業者による魅力的

なコンテンツの創造が必要不可欠でございます。 

 しかしながら、このエリアの大半は土地の利用に制限があり、民間事業者による観光関連の

投資は抑制がされてきました。そこで、民間事業者による創意工夫、投資の促進を通じて、若

松北海岸エリアが持つ潜在的な魅力を発揮できるように、Ｓｅｃｒｅｔ Ｓｕｎｓｅｔ Ｃｏ

ａｓｔ ＰＲＯＪＥＣＴ ｉｎ若松と銘打ち、制限緩和を行うこととしたところでございま

す。現在、市内の複数の事業者や土地所有者などから、事業展開や土地活用の御相談をいただ

くなど、高い関心を集めているところでございます。 

 また、議員の御提案にもあるように、千畳敷や遠見ケ鼻など、観光スポットの認知度や観光

スポットへのアクセス性などが向上すれば、事業展開の可能性が高まるという声もいただいて

いるところでございます。 

 このため、多くの観光関連施設を呼び込むためにも、様々な媒体や機会を活用して若松北海

岸エリアをＰＲし、観光地としての知名度向上を図ってまいります。加えまして、各観光スポ

ットへのアクセス性向上策につきましても、費用対効果の面も踏まえまして、地域の方々や事

業者との対話を進め、どのような対策が効果的なのか考えてまいります。 

 このプロジェクトを契機に、今後参入する事業者や地域の方々と協力、連携しながら、若松

北海岸エリアの観光地化を目指してまいりたいと考えております。以上でございます。 

○副議長（本田忠弘君）環境局長。 

○環境局長（兼尾明利君）すしの都の取組のうち、すしの都や豊かな水産資源のＰＲに併せ

て、環境保全活動の取組を国内外に発信してはどうかという御質問についてお答えさせていた

だきます。 

 すしの都を掲げます北九州市は、豊かな海を守り育てるため、これまで様々な環境保全に取

り組んでまいりました。かつて公害問題が深刻化したこともありましたが、市民、企業、行政
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が一体となり、市民による企業の視察や環境学習会の実施、企業による公害防止技術等の開

発、行政による環境モニタリングやインフラ整備といった取組を実施し、美しい海を取り戻し

たという歴史がございます。 

 また、水産資源の保全対策といたしまして、稚魚等の種苗放流事業、生息場である藻場の造

成や保全に関する事業に漁業者と共に取り組んでおります。その他、美しい海を守る取組とし

て、市民参加型の海岸清掃活動、市内45事業所との公害防止協定に基づく水質保全の取組など

を実施しているところでございます。 

 このような市民、企業、行政が一体となった取組により、美しい海を守ってきたことが、今

日の北九州市の豊かな水産資源やすし文化を育んでまいりました。 

 このような中、本年８月には民間事業者を中心に、すしの都北九州協議会が設立されまし

た。今後この協議会では、首都圏、関西のメディアを招致したツアーの実施、すし業界のプロ

等を対象とした研修会の実施などに取り組むこととされており、北九州市のすし文化を発信し

ていく機運が高まっております。 

 北九州市といたしましても、民間発意のこのような取組との連携や、水産資源のＰＲイベン

ト、出前講演、ＳＮＳ等を通じまして、これまでの環境保全の取組が北九州市の豊かな水産資

源やすし文化を育んできたという歩みを広く発信していきたいと考えております。以上です。 

○副議長（本田忠弘君）産業経済局長。 

○産業経済局長（柴田泰平君）最後に、すしの都の取組についてのうち、北九州市産のユズの

生産の確保、すしに用いる米の確保等の御質問についてお答えいたします。 

 北九州市のすしは、かんきつ類等を使ってネタを引き立てる工夫をする店があるなど、素材

の持ち味を生かすプロの技術が特徴であります。そのため、地元の農産物も、おいしいすし作

りの重要な要素となってございます。 

 ユズにつきましては、市内の農家が直売所向けに小規模の栽培をしており、米については約

1,000ヘクタールの農地で栽培をしております。しかしながら、農業の現場では、市内のすし

店で必要とされている農産物の種類や量などに関する情報は把握できていないというのが現状

でございます。 

 また、すしに適した米の品種開発には、専用の設備や知見が必要でありまして、国や県の研

究機関でも開発に10年程度かかるなど、市町村レベルで行うのは難しいといった課題もござい

ます。 

 そのため、市内産農産物のすしへの活用につきましては、まずはすしの都協議会の関係者か

らニーズを聞き取りまして、その内容を農家に情報提供することから始めたいと考えておりま

す。以上でございます。 

○副議長（本田忠弘君）23番 村上議員。 

○23番（村上直樹君）御答弁ありがとうございました。 
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 あまり時間がないので、要望で終わるかもしれませんけど、まず、市長が答弁いただいたの

で、すしの都についてからなんですけども、私も詳しくは知らなかったんですけど、北九州は

全国的に有名な高級すし店、町ずしであるとか地場の回転ずし店があって、バラエティーに富

んだすしが楽しめると。大体、私は回るすししかあまり行かないものですから、知らなかった

んですけども、調べた限りでは市内にも200店以上すし屋があるみたいです。ぜひ、要望なん

ですけども、すし屋マップみたいなものを作っていただけないかなと思います。 

 それから、今年小倉駅の新幹線改札内に立ち食いずしの平四郎がオープンしたかと思うんで

すけども、知人から、北九州空港にも出店できないかという要望をいただきましたので、ま

ず、お伝えしておきます。 

 それから、福岡でおいしいもので調べると、水炊き、がめ煮、もつ鍋、からし明太子、ウナ

ギのせいろ蒸し、博多のラーメン、ゴボウ天うどんとか、北九州ではやっぱり門司港焼きカレ

ーであるとか小倉焼きうどん、八幡ぎょうざなどが出てくるんですけども、その中には、すし

というのは出てこないんですね。 

 また、福岡に博多の食と文化の博物館ハクハクというのがあるんですけど、そこにもすしと

いうのはないみたいなんです。美食の町北九州を目指して、すしの都として魅力を発信するの

であれば、全国を見てみますと、食べ物をテーマとした博物館やテーマパークというのがある

んですね。すし博物館みたいなものができないのかなって、これは答弁を聞きたいんですけど

も、これも要望としておきます。 

 新たに箱物を造れというのではなくて、例えば門司港レトロの関門海峡ミュージアムの中と

か、あそこは漁場である関門海峡が目の前ですし、いいところではないかなと思います。さら

に、市長からも答弁いただきました、親子握りずし体験とか、サバのさばき方教室もやってい

るということだったんですけども、そこですしの握り方の体験ができるような、すし道場みた

いなものがあると、インバウンド客であるとか観光客も喜ばれるんではないかなと思います。 

 あと、自分で釣った魚は自分でさばきたいという釣りのアングラーも多いかと思います。私

もそうなんですけども、男の料理教室とかやっているんですけども、そこで北九州のすしのプ

ロの職人から、魚の締め方であるとか包丁の研ぎ方、また、すしの握り方など教えてもらえれ

ばいいかなと思います。 

 それからさらに、北九州ゆめみらいワークで、すし職人によるすしの握り方などできないか

ということも要望させていただきたいと思います。すし職人の後継者不足にも寄与できるんで

はないかなと思います。 

 次に、釣りの魅力ですけども、北九州釣りいこか倶楽部の説明をしていただいたんですけど

も、株式会社タカミヤの高宮会長から実はお聞きしたんですけども、会長は日本全国いろんな

ところで釣りをしてきたらしいんですけども、北九州の海のポテンシャルが一番高いよと言わ

れていました。それは先ほど第１質問でもいろいろ述べたんですけども、やっぱり関門海峡一
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帯から、釣りをする場所がいっぱいあるということが一番の要因だと思います。豊かな漁場に

恵まれているからということですね。 

 北九州釣りいこか倶楽部は、北九州の旧門司港から若松まで今９か所の港から出船をしてく

ださっている、24そうが登録していると私は記憶しているんですけども、都心の中心から出港

できる便利さもあるということでございます。釣れる魚もタイ、ヒラメ、青物もいろんなバラ

エティーに富んでいるということですね。私も乗船させていただいたんですけども、釣りの仕

方から餌の付け方、また、トラブルがあっても全部やってくれると、至れり尽くせりの釣り

で、本当にこれ宿泊であるとか食事のサポートまでしてくれるということで観光客本当に喜ん

でこられるんじゃないかなと思います。 

 コロナ禍で３密を回避するアウトドアレジャーとしての釣りが楽しむ人も増えているという

ことですので、インバウンド客を呼び込むためにもしっかりアピールしていただければと思い

ます。 

 それから、先ほど言った港が、護岸が結構傷みがひどいんで、これもちょっと傷みのひどい

ところ整備もお願いをしたいと思います。 

 若松北海岸やりたかったんですけども、時間がないので、これで終わりたいと思います。ど

うもありがとうございました。 

○副議長（本田忠弘君）進行いたします。22番 木畑議員。 

○22番（木畑広宣君）皆様こんにちは。引き続き公明党の木畑広宣でございます。どうぞよろ

しくお願いいたします。 

 初めに、聴覚補助機器等の支援についてお伺いします。 

 今日、社会の高齢化の進行に伴い、加齢に伴って聴覚機能が衰え、音を聞き取りにくくなる

加齢性難聴の方も年々増加しております。高齢者が難聴になると、人や社会とのコミュニケー

ションを避けがちになり、社会的に孤立する可能性が高くなると言われております。また、難

聴になると、耳から脳に伝達される情報量が極端に少なくなり、認知症発症のリスクが高まる

とも言われております。何より、単純に考えても、音が聞こえて、人と会話ができるというこ

とは人生が楽しくなることであり、それが健康や生活の張り合いにもつながるものだと思いま

す。 

 このように、高齢者の方の難聴については様々なリスクが存在しますが、この難聴対策とし

て有効なのが聴覚補助機器の活用であります。聴覚補助機器には、マイクで収集した音を増幅

して外耳道に送る気導補聴器のほか、骨導聴力を活用する骨導補聴器や、耳の軟骨を振動させ

て音を伝える軟骨伝導補聴器などがあります。高齢化が進む中で、高齢者が社会の一員として

末永く生き生きと生活し、活躍し続ける地域を築くために、聴力の低下した高齢者が自分に合

った聴覚補助機器を選択し、適切に活用できる環境の整備は大変に重要なことであると思いま

す。 
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 そこで、３点お伺いいたします。 

 １点目に、地域の社会福祉協議会や福祉施設との連携の下、聴覚補助機器を必要とする方々

への情報提供や、補聴器等のお試し利用ができる場所の整備など、高齢者が自分に合った聴覚

補助機器を適切に選択できる環境を整備すべきと考えますが、見解をお聞かせください。 

 ２点目に、耳が聞こえにくい高齢者や難聴者と円滑にコミュニケーションを取れる社会の構

築を目指し、行政機関等の公的窓口などに環境の整備の一環として、近年新しい技術を用いて

開発された軟骨伝導イヤホンなどの配備を推進すべきと考えますが、見解をお聞かせくださ

い。 

 ３点目に、補聴器は難聴に悩む高齢者の聞こえを補い、日常生活を支えておりますが、補聴

器は高価なものが多いため、軽度、中等度の難聴の場合、使用をためらう人も多いのが現状で

す。聴力の低下に悩む高齢者が、医師や専門家の助言の下で、自分に合った補聴器を積極的に

活用できる環境を整えるために、購入の費用を助成する制度の創設は大変に有意義なことであ

ると思います。補聴器の購入費用の助成に向けて、本市独自の助成制度の検討や、国への積極

的な要望活動などを行っていただきたいと考えますが、見解をお聞かせください。 

 次に、ビジネスケアラーへの支援についてお伺いします。 

 経済産業省は、主に仕事をしながら介護する人をビジネスケアラーと位置づけ、2020年時点

で約262万人いると推計しております。女性の社会進出により女性のビジネスケアラーも増加

傾向にあります。高齢化の進行や共働きの増加などを背景にビジネスケアラーは増え続けてお

り、2030年には約318万人と、10年間で約56万人増える見込みであり、家事などの合間に働い

ている人を含めると約438万人に達する見通しであります。 

 介護は突然必要に迫られ、長引くケースもあります。介護の負担に起因した労働生産性の低

下や離職による影響も大きく、その経済損失額は約９兆1,792億円に及ぶと試算され、社会全

体での対応が急がれております。 

 そこで、お伺いいたします。 

 仕事と介護の両立には、介護保険制度による支援サービスや、勤務先の介護休業、時間単位

でも取れる介護休暇などの活用が基本ですが、特に中小企業では利用が進んでいないようで

す。そのため、経営層への意識啓発や職場での介護需要の実態把握、制度を利用しやすい環境

づくりなど、現在ある各種支援制度を誰もが利用できるように取り組む必要性があると考えま

すが、本市においての取組の状況や見解についてお聞かせください。 

 次に、おくやみコーナーのワンストップ化についてお伺いいたします。 

 本市では、御遺族の不安や負担を少しでも軽減できるよう、各区役所におくやみコーナーを

設置し、亡くなられた方に関する手続をサポートしております。具体的な内容としましては、

御遺族から故人の情報をヒアリングの上、必要となる手続を特定し、訪問すべき窓口を案内、

また、必要な申請書に氏名、住所などをあらかじめ印字しておく申請書作成支援サービスなど
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です。以前に比べると手間が省けて助かるという声も多く聞かれております。 

 このおくやみコーナーは、我が会派の村上議員が平成30年９月議会で、大切な御家族を亡く

された遺族の方々は心労が大きいだけでなく、葬儀の準備など慌ただしく過ごすことになる。

負担を少しでも減らすため、事務手続や相談にも対応するお悔やみ相談窓口を設置すべきと質

問を行ったことや、市民の皆様からの要望などを受けて実現をいたしました。 

 その後、私も令和４年12月議会において、おくやみコーナーについて、複数の窓口を回らな

くても、おくやみコーナーで全ての手続が完結するワンストップ化の実現が期待されているこ

とから、ぜひ本市においても、よりよい行政サービスに向けてＤＸを進め、ワンストップ化を

推進すべきとの提案をさせていただきました。 

 その際、執行部からは、おくやみコーナーのワンストップ化については、システムの改修や

人員配置を含め、市民課、国保年金課、保健福祉課などの区役所窓口の在り方全体を考える中

で検討することにしている。今後も御遺族の皆様の不安や負担の軽減に向けて、他都市の状況

等も参考にして、さらなる市民サービスの充実、向上に努めてまいりたいと考えているとの答

弁をいただきました。 

 そこで、お伺いいたします。 

 おくやみコーナーのワンストップ化の実現に向けて、前回の御答弁から現在までの検討状況

及び実現に向けた今後の見通しについてお聞かせください。 

 最後に、災害に強い安全・安心なまちづくりについてお伺いいたします。 

 今年元日に発生した能登半島地震から８か月が経過しました。現在も多くの住民の皆様が避

難所で暮らしております。国の中央防災会議は今年６月、災害対応の基礎となる防災基本計画

を修正しました。ポイントは、今回の能登半島地震で高齢者ら要配慮者が数多く被災したこと

を踏まえ、災害応急対策に福祉的な支援の必要性が明記されたことです。 

 具体的には、市町村に対して、避難所の開設当初から間仕切りと段ボールベッドを設置する

ことや、栄養バランスの取れた食事、入浴、洗濯など生活に必要な水の確保に努めるよう要請

されております。また、避難所の保健衛生環境の整備も必要であるとされており、特に快適な

トイレ環境の整備が求められております。 

 加えて、自治体に対し、ふだんから住民らの状況を把握できるよう、保健師、福祉関係者、

ＮＰＯなどと事前に調整するとともに、災害時に個人情報をどこまで共有するか検討に努める

よう求めております。 

 そこで、今回の防災基本計画の修正で災害応急対策に福祉的な支援の必要性が明記されたこ

とを踏まえ、本市として今後どのように対応されるのか、お聞かせください。 

 なお、トイレ環境の整備については、前回の６月議会でも我が会派からお尋ねいたしました

が、その後の６月28日に防災基本計画が修正されたことを踏まえ、トイレ環境の整備も含めて

今後の対応についてお聞かせください。 
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 以上で私の第１質問を終わります。御清聴誠にありがとうございました。 

○副議長（本田忠弘君）市長。 

○市長（武内和久君）ビジネスケアラーへの支援につきまして、仕事と介護の両立支援につい

て、現在の支援制度を誰でもが利用できるように取り組む必要があるという下で、取組状況、

見解についてお尋ねがございました。 

 少子・高齢化が進展する中で、仕事をしながら家族等の介護に従事するビジネスケアラーは

増加傾向にございます。こうした方々の介護に起因した離職や労働生産性の減少は、介護者個

人の生活の安定とともに地域経済にも大きな影響を与えるものであり、大変重要な課題と認識

をしております。 

 このような中、国は育児・介護休業法を改正いたしまして、従業員が家族の介護を申し出た

際、両立支援策の周知や利用の意向確認を事業主に義務づけるとともに、経営者向けガイドラ

インの作成や、先進的に取り組む企業の事例をＰＲするなど、仕事と介護の両立に向けた取組

を強化しております。 

 そこで、北九州市の実態を見てみますと、市内で仕事を持つ家族介護者は約２万5,000人

で、介護者全体の約５割を占めております。また、北九州市が実施した調査によりますと、全

体の12％に当たる企業が従業員の介護離職があったと回答しております。一方で、仕事と介護

の両立の支援に関心のある企業は全体の37％にとどまっております。 

 北九州市といたしましては、仕事と介護の両立は重要な政策課題の一つと認識をしておりま

して、その解決に向けましては、１つは、経営層の意識改革、２つ目に、御家族を介護されて

おられる従業員の方々の実態把握、３つ目には、在宅勤務など柔軟で働きやすい環境づくりな

どが重要と考えております。 

 このため、北九州市といたしましては市民の皆様に対しまして、様々な媒体や支援施設など

を通じて、介護保険による支援サービスを広く周知するとともに、経営層の皆様に対しまして

は、１つは、働きやすい職場づくりに関するセミナーやアドバイザーの派遣、２つ目には、離

職防止に関する個別コンサルティング、介護者の皆様に対しましては、１つは、介護施設等、

身近な場所で介護の悩みを相談できるまちかど相談室、２つ目には、認知症や介護について学

び合う交流会の開催など、介護者の皆様の不安に寄り添う支援にも取り組んでいるところでご

ざいます。 

 北九州市としましては、仕事をしながら家族の介護を担う市民の皆様が、柔軟で多様な働き

方を選択でき、その意欲と能力を発揮できるよう、しっかりと両立支援に取り組んでまいりま

す。以上でございます。 

 残りは関係局長からお答えいたします。 

○副議長（本田忠弘君）保健福祉局長。 

○保健福祉局長（武藤朋美君）次に、聴覚補助機器等の支援についてのうち、社会福祉協議会
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や福祉施設との連携の下、自分に合った聴覚補助機器を適切に選択できる環境を整備すべきと

いうお尋ねと、補聴器の購入費用の助成に向けて、北九州市独自の助成制度の検討や、国への

積極的な要望活動などを行っていただきたいの２点に、まず、まとめてお答えいたします。 

 加齢による聴覚機能の衰えは、聞こえづらさから人とのコミュニケーションが難しくなり、

社会的孤立や認知機能の低下の要因になると認識をしております。聞こえづらさが生じた場合

は、早期に医療機関を受診し、必要に応じて医師や専門家の助言の下、補聴器や集音器など、

いわゆる聴覚補助機器を用いて聞こえを改善することが、生活の質を保つことにつながると考

えております。 

 福祉用具プラザ北九州では、聴覚補助機器のうち、軟骨伝導イヤホンやポケットレシーバー

など複数の集音器を展示しまして、相談の際に、聞こえ方の違いや使い勝手などを体験してい

ただいております。また、補聴器の相談があった場合は、医師の診断の下、適切に利用される

必要があることから、まずは医療機関へ受診するようお勧めをしております。 

 一方で、議員御指摘のとおり、高齢化のさらなる進展が見込まれる中、聴力の低下した高齢

者が自分に合った聴覚補助機器を選択し、適切に活用できる環境づくりは今後の課題と考えて

おります。 

 このため、まずは区役所の相談窓口職員や医療・介護従事者の支援力向上を図るため、難聴

の基礎知識や伝わりやすい話し方、機器の紹介などを記載しましたリーフレットを新たに作成

しているところでございます。このリーフレットを支援者向け難聴研修の中で活用するほか、

研修回数も増やしまして、スキルアップを図っていくこととしております。 

 また、今後は聞こえについて関心を持ってもらえるよう、高齢者が集うサロンや福祉施設に

おきまして、聴覚補助機器を体験できる場を設け、適切な機器を選択できる環境づくりに努め

ていきたいと考えております。 

 補聴器助成についてですが、難聴と認知機能低下の関係につきましては、国において平成

30年度から２か年調査研究を行い、一定の相関関係が確認されたものの、補聴器の装着による

認知機能低下の予防効果の研究は継続されているという状況でございます。 

 また、加齢による身体の衰えは、耳、目、膝、腰など多岐にわたりますため、公的支援の在

り方については、その効果や方法を見極める必要があると考えております。そのため、補聴器

購入につきましては、北九州市独自の助成は考えておりませんが、国に対して研究結果を早期

に取りまとめ、認知症予防の効果が認められる場合には、加齢性難聴者等への補聴器の購入補

助制度を創設することを全国市長会等において要望しているところでございます。 

 こうしたことから、今後も国の動きを注視しつつ、様々な関係団体と連携しながら、高齢者

が聞こえづらさを感じるようになっても、住み慣れた地域で生き生きと暮らしていただけるよ

う、支援に努めてまいりたいと考えております。 

 次に、聴覚補助機器等の支援のお尋ねのうち、残りの行政機関等の公的窓口などに環境整備
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の一環として、軟骨伝導イヤホンの配備を推進すべきとのお尋ねにお答えいたします。 

 区役所等の窓口において、難聴などでコミュニケーションの取りづらさを抱える市民への配

慮は大切であると認識をしております。北九州市では、耳が聞こえにくい方が区役所の窓口に

来訪した場合には、話し方の配慮ですとか、必要に応じて説明資料の提示や筆談、会話した内

容を要約したメモをお渡しするなど、相手に寄り添いながら丁寧な説明に努めているところで

ございます。さらに、本年６月からは円滑なコミュニケーションに向けました取組の一つとし

て、区役所窓口において、音声認識ＡＩを活用した会話の字幕表示サービスの実証実験を実施

しているところでございます。 

 議員御提案の軟骨伝導イヤホンは、耳の周りの軟骨を振動させて音を伝える技術を利用した

もので、試験的な導入も含め、金融機関や自治体の窓口などに設置され始めたものでございま

す。北九州市においても、使いやすさやその効果を確認するため、本年２月から１か月間、区

役所で試行的に使用いたしました。その結果としましては、使用した方からは、いつもよりは

聞こえたと回答した割合が多かった一方、雑音がするなど、窓口において快適かつ円滑に御利

用いただくには技術的な課題もあると感じております。 

 今後とも他都市での導入効果などの情報収集を行うとともに、関係局や区役所と連携の上、

新たな技術も活用しながら、難聴のある方が区役所窓口等で円滑なコミュニケーションを図

り、満足度を高めていただけるよう、引き続き研究してまいりたいと考えております。以上で

す。 

○副議長（本田忠弘君）総務市民局長。 

○総務市民局長（三浦隆宏君）おくやみコーナーのワンストップ化について、前回の答弁から

現在までの検討状況及び実現に向けた今後の見通しについてとの御質問にお答えいたします。 

 大切な方を亡くされた際には、一人一人の状況に応じた多くの手続が必要になってきます。

北九州市では、御遺族の不安や負担を少しでも軽減するため、令和４年10月におくやみコーナ

ーを開設いたしました。 

 令和５年度の利用状況といたしましては、死亡届の総数が１万3,202件のところ、６割を超

える8,303件の方に御利用いただきました。令和６年度に入りまして、利用率は66％とさらに

上がっておりまして、今後もより多くの方に御利用いただけると考えております。 

 また、おくやみコーナーの利用者にはアンケートをお願いしておりまして、９割を超える方

から満足との評価を受けているところです。コメントを一部紹介いたしますと、スムーズに手

続できるようサポートしてもらえて助かった、初めてで不安だったが、しっかり対応してもら

えて大変よかったなど、多くのありがたいお声をいただいておるところです。 

 一方、おくやみコーナーでは、手続の洗い出しと説明、申請書の作成は行っているものの、

実際の申請はそれぞれの窓口を回っていただいており、議員御指摘のとおり、１か所で手続が

済むワンストップ化の御要望もいただいているところです。 
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 そこで、区役所の窓口ＤＸの取組の一つといたしまして、おくやみコーナーのワンストップ

化を掲げ、実現に向けた検討を進めることといたしました。できる限り早い段階でモデル実証

を開始し、令和８年度には全ての区役所でワンストップ化が実現できるよう検討を進めていき

たいと考えております。 

 今後も市民の皆様から要望やニーズをしっかり捉え、さらに安心、便利を実感していただけ

るよう、サービスの実現と向上に努めてまいりたいと考えております。以上です。 

○副議長（本田忠弘君）危機管理監。 

○危機管理監（柏井宏之君）最後に、災害に強い安全・安心なまちづくりについて、能登半島

地震を踏まえ、国の防災基本計画が修正され、福祉的な支援の必要性が明記されたことで、本

市として今後どのように対応されるのか、また、トイレ環境の整備について今後の対応をどう

するのか、この点について御答弁いたします。 

 国が作成する防災基本計画は、災害対策基本法に基づく我が国の防災に関する総合的かつ長

期的な計画で、自治体が作成する地域防災計画の基本となるものであります。本年１月に発生

した能登半島地震を踏まえ、６月に防災基本計画が修正され、高齢化の進展に対応した避難所

運営における福祉的な支援の充実などが新たに盛り込まれたところです。 

 この具体例としまして、避難所における衛生環境の維持や栄養バランスの取れた適温の食事

の提供、保健師、福祉関係者、ＮＰＯ等が連携した要配慮者の健康管理、在宅避難者や車中泊

避難者への必要に応じた物資の支援などが上げられております。 

 今回の国の修正を踏まえまして、大規模災害時において北九州市としてどのように対応して

いくかにつきましては、現在関係部局と検討を進めているところでございます。今後、他都市

の意見等も参考にしながら、その検討結果を北九州市地域防災計画に反映し、修正案を令和７

年２月開催の北九州市防災会議に諮り、決定する予定でございます。 

 次に、災害時のトイレ環境の整備につきましては、国の避難所におけるトイレの確保・管理

ガイドラインに基づきまして、トイレ衛生袋は、北九州市の最大想定避難者数約２万2,000人

の３日分を上回る７万2,000セット、仮設トイレも約1,500基を確保しているところでありま

す。これらに加えまして、洋式や車椅子対応などの多様な種類の災害用トイレを確保しており

まして、高齢者や障害のある方も安心して利用できるものとなっております。 

 また、災害時に、より一層万全を期すため、災害時のトイレの確保・管理計画についても年

度内の完成を目指し、現在策定作業を進めているところであります。引き続き、市民の皆様が

安心して避難できるよう、避難所における良好な生活環境づくりに努めてまいりたいと考えて

おります。答弁は以上でございます。 

○副議長（本田忠弘君）22番 木畑議員。 

○22番（木畑広宣君）御答弁誠にありがとうございました。 

 市長からは本当に前向きな御答弁いただきまして、ありがとうございました。 
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 それでは、まず、ビジネスケアラーへの支援につきまして、先ほど、現在ある各種支援制度

の活用という視点でお尋ねいたしましたけれども、経済産業省は今月から、ふだんから企業と

接点を持つ商工会や地方銀行などを拠点として、地域の複数の中小企業に対して仕事と介護の

両立支援を行うモデル事業に取り組むとのことでございます。これは、経営者が社内の介護に

関する状況を把握できるよう働きかけるとともに、従業員向けに介護関連サービスの情報を提

供し、セミナーを実施したり、あと相談窓口を設置したりできるような体制整備を促すもので

ございます。 

 また、先行して５月からは専門スタッフがケアラーの自宅を訪れ、掃除や料理、洗濯などを

代行する家事支援サービスの導入モデル事業も始まっております。定価の３分の１の料金でサ

ービスが受けられるよう、国が補助をするもので、福利厚生の一環として全国440以上の中小

企業が導入をしておりまして、忙しいビジネスケアラーの家事負担を軽減しております。 

 以上のようなことで、既存の制度の活用だけではなく、ビジネスケアラーに向けた新たな支

援制度の検討や体制の整備についても対応が急がれていると思いますが、本市の見解をお聞か

せください。 

○副議長（本田忠弘君）産業経済局長。 

○産業経済局長（柴田泰平君）御質問いただきましたビジネスケアラーの支援についてでござ

いますが、今御紹介いただきました経済産業省の様々な取組でありますとか、あるいは市内の

企業の実態がどうなっているのか、それから、彼らのニーズ、そういったものをしっかり把握

をさせていただいた上で、関係部局とも連携してどのようなことができるのか検討してまいり

たいと考えております。以上でございます。 

○副議長（本田忠弘君）22番 木畑議員。 

○22番（木畑広宣君）ありがとうございました。ぜひよろしくお願いいたします。 

 また、聴覚補助機器等の支援についてですが、これは加齢性難聴の早期発見に向けての名古

屋市の取組を御紹介させていただきたいと思いますが、聞こえの状態などの相談に無料で応じ

るヒアリングフレイルチェック、虚弱チェックをこのほど市内の商業施設で初めて実施したそ

うでありまして、愛知県言語聴覚士会に所属する言語聴覚士６名の方が協力されたそうであり

ます。このヒアリングフレイルチェックは、初めにセルフチェックの用紙に記入をして、記入

項目については、会話をしているときに聞き返すことがよくある、集会や会議など数人での会

話がうまく聞き取れないなどの９項目で聞こえの状態を確かめるそうであります。これは一つ

でも当てはまる人には受診を勧め、日常生活で気になることなどについては言語聴覚士が話を

聞くそうであります。この相談に訪れた60代の女性は、当てはまる項目があったと、自分の状

態が分かりよかったとの感想でございました。 

 当日は、ブースを設けた４時間に71人がセルフチェックを実施、60人程度が受診用のチラシ

を持ち帰ったとのことで、チラシにはセルフチェックの結果が示されており、これを補聴器相
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談医に持参をして受診するよう勧めたそうであります。この加齢によって気力、体力が落ち、

要介護の一歩手前の状態にあることをフレイルと言いますが、名古屋市ではその予防に向け

2021年度からフレイルテストを各地で開催しており、椅子から立ったり座ったりする動作を

30秒間に何回できるかや握力などを測定して、予防啓発に取り組んでおります。 

 従来は、身体的フレイルのみの測定でございましたが、今回ヒアリングフレイルチェックを

追加したそうであります。難聴になるとコミュニケーションが円滑にできなくなり、人との交

流が減って社会的に孤立すれば、鬱や認知症を発症する可能性が高まると言われております。

難聴に早く気づき、補聴器を使用するなどの対策を取ることは、認知症予防のために重要であ

ると考えます。 

 本市におきましてもこの名古屋市の取組のようなヒアリングフレイルチェックの開催につい

てもぜひ検討していただきたいと思いますが、見解をお聞かせください。 

○副議長（本田忠弘君）保健福祉局長。 

○保健福祉局長（武藤朋美君）ヒアリングフレイルチェックの取組、名古屋市の例を御紹介い

ただきました。北九州市におきましても高齢者の集いの場等で、集まる通いの場等で、サロン

で健康づくりという専門職を派遣する取組の中で、様々なフレイルチェックということも要素

の一つにしております。ヒアリング、聴覚に関しましては、高齢者が難聴に関心を持っていた

だけるよう、聞こえについての先ほど御紹介いただいたようなセルフチェックについてですと

か、医療機関への早期受診について記載しましたチラシを作成したところであります。これは

高齢者や関係者に周知することとしたいと思っておりますし、また、その専門職派遣の場等、

高齢者サロン等においてもこのチラシを活用しまして、地域のリハビリテーション専門職と連

携しながらセルフチェックですとか聞こえの相談を行い、必要に応じて受診をお勧めするな

ど、北九州市としても取組を行いたいと考えております。以上でございます。 

○副議長（本田忠弘君）22番 木畑議員。 

○22番（木畑広宣君）御答弁ありがとうございました。 

 あとそれから、おくやみコーナーのワンストップ化につきましては、非常に前向きな御答弁

本当にありがとうございました。私も先日、市内在住のおばが亡くなりまして、県外から家族

が死亡手続のために区役所のおくやみコーナーへ行きました。その際、おくやみコーナーがあ

ることについては非常にありがたかったということでございましたが、コーナーで手続する窓

口を案内され、それから、区役所内を行ったり来たり、上がったり下りたりと、さらに段差も

あり、区役所の老朽化ということもありますが、大変だったということで、ぜひこれ１か所の

窓口でこれ完結できないかとの要望があったばかりでございました。このおくやみコーナーに

つきましては、高齢者の利用が多いことも考えますと、今回のワンストップ化へ向けての検討

は非常にありがたいと思います。本当に書かない、待たない、行かなくていい市役所の実現に

向けて今後とも何とぞよろしくお願い申し上げます。 
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 また、今後はさらに外国人の方の利用も想定していただいた上で、多言語対応についても検

討していただきたいと、これは要望とさせていただきます。以上で終わります。ありがとうご

ざいました。 

○副議長（本田忠弘君）ここでしばらく休憩いたします。再開は午後１時30分といたします。 

午後０時29分休憩 

午後１時30分再開 

○議長（田仲常郎君）休憩前に引き続き、会議を開きます。 

 一般質問を続行いたします。56番 村上議員。 

○56番（村上さとこ君）村上さとこでございます。早速質問に入ります。 

 行政チェックが議会の役割です。初代門司駅遺構の取壊しについて、市長は常に適切なプロ

セスを経たことを強調しておられます。 

 そこで、皆様と共にそのプロセスを検証していきたいと思います。 

 文化財は市民の共有財産です。しかし、そもそも昨年遺構が出土された際には、遺構のこと

を口外するなと関係者に対しかん口令がしかれ、市民にも公表されませんでした。このままで

はとてつもない価値の遺構が闇に葬られるのではないか、そう事態を重く見た学者がフェイス

ブックで遺構出土を公表したことで、初めて新聞報道につながり、やっと遺構が世に出た。し

かし、意図的に遺構の存在や価値がわい小化され、行政上の遺構はないなどのき弁が繰り返さ

れ、市民や専門家、県から再三にわたって求められた文化財保護審議会の開催さえ回避されて

きた経緯があります。 

 大変に不適切なプロセスであり、遺構は最初から開発に伴う過程で出てきた邪魔者だった、

遺構の破壊は最初から決まっていたのではないかという専門家や市民の声が噴出しておりま

す。市は、そうでないと言うでしょうが、検証する議事録もありません。市政運営上、市に

は、調停、審査、諮問または調査などを行い、その結果を答申などの形でまとめるために設置

される附属機関があります。文化財保護審議会もその一つです。 

 まずは、法制を所管する総務市民局にお尋ねします。 

 請願法に定めるこの官公署には地方自治法第138条の４第３項に規定のある附属機関も含ま

れますか。 

 第１質問は以上です。 

○議長（田仲常郎君）総務市民局長。 

○総務市民局長（三浦隆宏君）村上さとこ議員から、市民参加、住民福祉の向上のための北九

州市政の在り方について、請願法に定める官公署には、地方自治法に規定のある附属機関も含

まれるかという御質問ですが、総務市民局にお尋ねするということですので、私からお答えさ

せていただきます。 

 請願権は憲法に定められた権利であり、憲法第16条におきまして、何人も損害の救済、公務
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員の罷免、法律、命令または規則の制定、廃止または改正その他の事項に関し、平穏に請願す

る権利を有し、何人もかかる請願をしたためにいかなる差別待遇も受けないと規定されており

ます。 

 請願の一般的な手続につきましては請願法に定められておりますが、国会の各議員や地方公

共団体の議会に対する請願につきましては、それぞれ国会法、地方自治法が別に定めておりま

す。そして、請願法においては第３条におきまして、請願書は請願の事項を所管する官公署に

これを提出しなければならないとされております。 

 そこで、請願法に規定する官公署に市の附属機関が含まれるかどうかというお尋ねでござい

ますが、請願法自体には官公署の定義が置かれていないことから、取り急ぎ法律の所管省庁に

も確認をいたしましたが、即座に明確な回答は得られませんでした。 

 なお、附属機関につきましては、地方自治法第138条の４第３項におきまして、普通地方公

共団体は、法律または条例の定めるところにより、執行機関の附属機関として、調停、審査、

諮問または調査のための機関を置くことができることとされており、この規定に基づき、北九

州市においても各種の審査会、審議会等が設置されているところでございます。 

 この附属機関は、執行機関である長や委員会等が行政の執行権を有するのに対しまして、執

行機関の行政執行のため、または行政執行に伴い必要な調停、審査、審議または調査等を行う

ことを職務とする機関であり、執行権は有しないものであると考えております。 

 このように、附属機関は執行機関に附属するものであり、独自に執行権を有する機関ではご

ざいませんが、地方公共団体の機関に位置づけられていることから、請願法の解釈について、

この場で確定的に申し上げることはできませんが、この附属機関が請願法に定める官公署に相

当するものとして取り扱うことは許容されると認識しております。以上です。 

○議長（田仲常郎君）56番 村上議員。 

○56番（村上さとこ君）許容されるものと認識しているとお答えをいただきました。 

 念のため私も国会議員を通じて、内閣総務官室請願担当から以下の回答を得ています。総務

省によれば、地方公共団体の機関には、地方自治法に規定される附属機関が含まれると解釈さ

れており、請願法上における官公署には、地方自治法第138条の４第３項に規定のある附属機

関は含まれる、こう回答を得ていますので、この結果を踏まえ、市民の請願権及び請願法につ

いて確認をいたします。 

 ただいま局長より回答があったように、市民の請願権は憲法16条に規定された国民の権利、

基本的人権の一つです。地方自治法、また、本市の自治基本条例の本旨である住民自治、住民

参加の原則を実現する極めて大切な権利であります。 

 そこで、７月22日、文化財保護審議会議事録の公開を求めた市民の請願について質問いたし

ます。 

 私の手元に請願書がありますけれども、これは７月22日、文化財保護審議会に提出されたも
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のです。今９月です。文化財保護審議会に請願が出て審議されたという話は聞きません。 

 そこで、私は文化財保護事務を補助執行する都市ブランド創造局に対して、事務局として審

議委員への日程調整はいつするのか、いつ審議会を開催するのかと行政事務照会をしました。

すると、驚くべき回答が返ってきました。この請願は、諮問案件を審議する必要が生じた際

に、併せて開催日を調整の上、決定しますというのです。つまり、今後何か指定文化財に登録

するという諮問案件が出てこない限りは、請願は一切審議しないという回答でありました。 

 例えば、今後１年間諮問案件がなければ、１年間は請願の審議をしない、極端に言えば

10年、30年、50年、100年、諮問案件が出なければ、市民の請願が審議会で審査されません。

これまでも審議会は５年に１回とか、５年に２回ぐらいの開催頻度ですから、このまま請願が

放置されるのは確実です。 

 事実、請願は既に１か月以上、正確には58日、つまり８週間以上も放置され、たなざらしに

され、請願が出された事実すら審議委員たちに伝えられてもおりません。憲法で保障された市

民の請願権の侵害であり、誠実処理事務を怠った行政の怠慢であります。不合理に審議会開催

を回避している事実がここにあるのではないですか。審議会を開けば審議委員から遺構を保存

せよという声が公式に出てしまうからではないですか。事実、これまで審議委員自身からも、

審議会を開催せよと度々声が上がっていますよね。 

 議場の皆さん、傍聴席の皆さん、インターネットで視聴されている皆さん、マスコミの皆さ

ん、行政が憲法で保障された市民の権利を侵害しています。このことを許していいのでしょう

か。文化財保護審議会は教育委員会の附属機関です。教育委員会の代表者であり、最高責任者

である教育長、直ちに請願審査のため会議開催に向けた日程調整に入るように、文化財保護事

務の補助執行者である都市ブランド創造局長を通じて、文化財保護審議会の事務局である文化

企画課長に指示してください。最高責任者たる教育長御自身の答弁を求めます。 

○議長（田仲常郎君）都市ブランド創造局長。 

○都市ブランド創造局長（井上保之君）文化財保護審議会ですね、御案内のとおり今回の請願

に関してはお諮りをしていないというのは、この審議会は北九州市の文化財について、諮問に

応じて開催されるという性質のものでございますので、今回はその案件に該当しないというこ

と、そして、今回の請願に関しましては、いわゆる審議会の議事録を公開してくださいという

内容でした。この議事録の公開に関しては、付属機関及び市政運営上の会合の運営及び委員等

の選任等に関する要綱の第10条で、事務局の業務であるということでございましたので、先ほ

ど答弁があったように、市で受付ができるということを確認した上で、私どもでその事務を処

理させていただいて、請願いただいた方に御説明申し上げたというような経緯でございます。

以上です。 

○議長（田仲常郎君）56番 村上議員。 

○56番（村上さとこ君）議長、私は教育長にお尋ねしているので、教育長に回答を求めてくだ
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さい。請願権が侵害されていることで……。 

○議長（田仲常郎君）村上議員、私に権限がありますので、手を挙げられた方を私は指します

ので、よろしくお願いします。 

○56番（村上さとこ君）分かりました。市民の請願権が今侵害されていることに対して答弁を

求めたわけです。そして、教育長は文化財保護事務の最高責任者でありますから、このことを

しっかりと執行していただきたいと思っております。 

 教育長は教育委員会に請願が出たときに、直ちにきちんと誠実処理義務に従って教育委員会

を開かれたという経緯があります。今回も同じです。きちんとこの審議会を開いてください。 

 続いて、文化財保護審議会の現在の会長がどなたか、お聞きします。 

○議長（田仲常郎君）都市ブランド創造局長。 

○都市ブランド創造局長（井上保之君）現在まだ決定をしておりません。以上です。 

○議長（田仲常郎君）56番 村上議員。 

○56番（村上さとこ君）審議会の改選は昨年の11月です。もう１年近くたつのに、この文化財

保護審議会の会長すら決まっていないんです。文化財保護審議会規則を読みますと、審議会は

必要に応じて会長が招集するとなっております。請願があっても会長がなければ招集できませ

ん。審議会を招集できない仕組みにしたり、形骸化させ、審議会の開催を回避しているのでは

ないですか。その事実をしっかりとここで確認したいと思います。 

 さて、９月４日、本市に対し、ＩＣＯＭＯＳから国際ヘリテージ・アラートが発出されまし

た。世界の潮流に逆行して、スクラップ・アンド・ビルドを繰り返す日本に対する３年連続ア

ラートであり、自治体としては国内で北九州市が初めて、大変不名誉なアラートです。国際会

議の誘致に力を入れる本市のみならず、日本が国際的に大きく評価を下げる、国益に関わる問

題だと危惧しています。 

 しかし、市長は発出僅か５時間後に、今回のヘリテージ・アラートについては文化遺産の保

存と保護に関わるお立場からの大切な御意見と認識していますとのコメントを出しました。 

 そこで、同じく文化遺産の保存と保護に関わるお立場の最高責任者である教育長にお尋ねし

ます。 

 そのお立場から、ヘリテージ・アラートを受けて市長部局に何をどう働きかけましたか。お

答えください。 

○議長（田仲常郎君）都市ブランド創造局長。 

○都市ブランド創造局長（井上保之君）まず、ヘリテージ・アラート、我々文化財を保護する

担当として、国際的な組織、文化財を保護する国際的な組織というところからアラートが出た

というのは、我々しっかりと受け止めたいと思います。 

 このアラートにかかわらず、もう随分前にもいろいろ御説明しましたが、私たちは文化財を

守る担当として、いろいろな状況の中で丁寧に調査をして、丁寧に検討して、そして、こうい
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うことができないか、例えばこういうふうなことというのは工夫できないかということは開発

部門にもう何度も調整をしてきました。今回もそういった意味ではその延長線上として、そう

した意見交換あるいは調整をしているというようなことでございます。もちろん、市民の安

全・安心のために、市として決定されたということは承知の中でございます。そうした中でも

我々は、今できることを記録をしっかり取る、そういったことの作業に今は全力を尽くしてい

るという状況でございます。以上です。 

○議長（田仲常郎君）56番 村上議員。 

○56番（村上さとこ君）教育長、お尋ねします。 

 再度、ヘリテージ・アラートが出て、何をどう市長部局に働きかけたのか、お答えくださ

い。 

○議長（田仲常郎君）教育長。 

○教育長（田島裕美君）村上さとこ議員に私の立場を説明させていただきたいと思います。そ

れが答弁になるかどうか分かりませんが、私はこの場にいるのは実は２つの意味がございま

す。教育委員会事務局の長としての立場の教育長、それと、平成29年に地教行法が改正されま

して、もう一つ、教育委員会のメンバーでもございます。教育委員会というのは、分かりやす

く言うと教育委員会会議という合議体でございます。その教育委員会会議の会務を総理して、

代表するのが私の立場でもございます。 

 この２つの立場のうちの合議体である教育委員会会議、教育委員会ですね、それが文化財保

護の最終的な責任を負うというところで、教育委員会の公印でいろんな発出文書になっている

んですが、この場にいます私の立場は、文化財保護行政の補助執行権者である都市ブランド創

造局長と同じ立場で座っております。ですから、都市ブランド創造局長の回答は、文化財保護

の代表ということで説明しているところでございます。以上です。 

○議長（田仲常郎君）56番 村上議員。 

○56番（村上さとこ君）では、再度お尋ねいたします。 

 合議体である教育委員会会議において、このヘリテージ・アラートが出たことは審議がされ

ましたか。 

○議長（田仲常郎君）教育長。 

○教育長（田島裕美君）合議体である教育委員会会議というのは、議題が出て審議するもので

ございます。なので、その事務に関しましては、文化財保護行政の事務につきましては、専決

権で都市ブランド創造局長にございます。以上です。 

○議長（田仲常郎君）56番 村上議員。 

○56番（村上さとこ君）専決権のお話が出ましたけれども、文化財保護行政において重要な事

務は、補助執行させることができないとなっております。そのため、この国際ヘリテージ・ア

ラートというのは、大変に国際的な重要な事務であり、これはもう教育委員会のほうでしっか
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りと取り扱うものだと思っております。 

 なぜ開発を進める市長部局と切り離された教育委員会が、文化財保護事務の最終責任者であ

るのかということをしっかりと認識していただきたいと思います。とにかく今の答弁で分かっ

たことは、このヘリテージ・アラートが出てから、市は何もしていないというふうなことであ

りました。 

 次の質問に移ります。次に、職員の服務、内部統制を所管する総務市民局長に再度お尋ねし

ます。 

 市民の請願が放置されて、たなざらしにされ、今後いつ開催するか見通しも立たない、請願

権が侵害されている状況については、明らかに事務の遅滞と考えます。諮問案件が出ない以上

請願を審議しないとの方針は、請願法に照らし、違法または不適切であります。 

 事務の遅滞も含め、文化財保護審議会の事務局長である文化企画課に対して、調査ヒアリン

グの上、適正な事務処理をするよう要請すべきではないかと考えます。答弁を求めます。 

○議長（田仲常郎君）総務市民局長。 

○総務市民局長（三浦隆宏君）請願法についてなんですけど、請願法第５条におきまして、こ

の法律に適合する請願は官公署において、これを受理し、誠実に処理しなければならないと規

定するのみでございます。それ以上の詳細な手続を定めておりません。したがいまして、受け

付けた請願をどのように処理するかについては、それぞれの審議会に委ねられておりまして、

審議事項に応じて、これを事務局で処理したとしても、違法ではないと考えております。以上

です。 

○議長（田仲常郎君）56番 村上議員。 

○56番（村上さとこ君）局長の答弁では、もうたなざらしにされていても仕方がない、市民の

請願権、憲法で保障された基本的人権が毀損されていても仕方がないという答弁だと受け止め

ました。 

 今、この内部統制どうなっているのか、非常に疑問です。議会と市民に対する説明責任を果

たして、住民への信頼確保を目指すための制度が内部統制であります。その最高責任者は市長

です。市長はＸ会議のほか、週に１度の市長からの手紙などで職員への変革を働きかけておら

れます。その際に、まずはごく当たり前の職員の法令遵守、公務員としてのコンプライアンス

の徹底をしていただきたいと思います。 

 職員が服務の宣誓どおり日本国憲法を尊重し、全体の奉仕者として誠実かつ公正な倫理、誠

実さを持って職務が執行されているのか、改めて全職員に向け内部統制を徹底すべきと考えま

すが、最高責任者の市長の答弁を求めます。 

○議長（田仲常郎君）総務市民局長。 

○総務市民局長（三浦隆宏君）今、内部統制制度について御質問いただきましたが、内部統制

制度は、地方自治法の第150条に基づきまして、財務に関する事務の管理及び執行が法令に適
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合し、適正に行われることを確保するために、各所管課の業務に組み込まれて、組織内の全て

の者により遂行されるというふうにしております。この考え方は北九州市内部統制基本方針で

も示しているところです。そういうことになりますので、各所管のところで適宜適切に法令遵

守についてはやっていることと考えております。以上です。 

○議長（田仲常郎君）56番 村上議員。 

○56番（村上さとこ君）局長、財務しかないって本会議で言ったら、内部統制基本指針では、

私は財務以外の内部統制も含まれているというふうに読めました。毎年の内部統制評価報告書

を読めば、財務のことだけではないということが明らかですよ。これ国からの指針でもそうな

っているじゃないですか。そして、その最高責任者であるのが市長です。内部統制の実務責任

者は、総務省から来られた江口副市長であります。江口副市長、総務省御出身のお立場から、

内部統制の徹底をしっかりとお願いします。これは要望といたします。 

 私は、このような事務の遅滞や、市民の請願権を侵害するような方針決定は、住民への信頼

を裏切る大変問題な行為であり、地方公務員法に定める信用失墜行為に該当すると考えます。

これに関わった文化財保護審議会の事務局の長である文化企画課長、その管理監督責任者であ

る文化部長、都市ブランド創造局長に、何らかの人事上の処分さえも発生するような大きなこ

とであります。憲法上の問題です。 

 都市ブランド創造局においては、決裁文書の写しを照会したところ、９月６日に、起案者、

決裁者、決裁日、施行日が空白の写しを、これが決裁文書ですと私に出してきました。さら

に、局長決裁まで得た別の行政事務照会の回答を後に内容訂正もしてきました。あり得ませ

ん。この処置は、私だけではなく、議会を軽視した事務処理であります。都市戦略局の職員か

らパワハラを受けたこともあります。その際、都市戦略局長に対応し、改善を図ってもらった

こともあります。 

 一連の遺構問題に関しては、執行部による議会軽視や過度の圧力、誤った発言、誤った情報

提供が度々見られ、議員の判断を著しくゆがめております。片山副市長が門司の住民に対し、

村上さとこの言うことには耳を傾けるなと電話をしたことも、私の耳にしっかりと届いており

ます。この場で強く抗議するとともに、再発防止を含め、後日議会運営委員会でも、この件は

調査審議していただきたいと議長にお願いして、次に進みます。 

 続きまして、都市ブランド創造局、これまで県との協議はしているが、協議記録は作成も取

得も保有もしていないと回答してきました。事実、市への情報開示請求では不存在と出てきま

した。 

 しかし、今月９日、県から北九州市役所での文化企画課長と県教育委員会の協議をはじめ、

その他協議を明細に示した文書が出てまいりました。県が公文書として作成するような、これ

ほど重要な協議記録を、なぜ市は作成していないのでしょうか。お答えください。 

○議長（田仲常郎君）都市ブランド創造局長。 
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○都市ブランド創造局長（井上保之君）まず、今の御質問ですけれども、我々方針決定する際

などは、そういう意思決定の際には、決裁を取るなど事跡をきちっと残しております。それ以

外の例えば日々の協議の一つ一つに関して、組織共有の議事録を作成して、また、別に作成す

るということは行っていないということです。特に、１日に何度も協議を行う、門司港の案件

なんかもそうなんですけども、１日何度も協議をして、それぞれの担当はそれぞれで理解をし

ています。そういった意味では、組織の協議の中では情報が共有されているというものです。

その上、その状態の上に、その都度、改めて組織用の共有文書のようなものというのをまた別

に作るということは今行っていないということでございます。 

 それから、先ほど行政事務照会の話で、不適切なことをということで、間違いがあって不適

切な対応をしたということなんですけれども、これ少し説明させていただきたいと思いますが

……（村上さとこ議員「今その話聞いていない」と呼ぶ。）分かりました。以上です。 

○議長（田仲常郎君）56番 村上議員。 

○56番（村上さとこ君）もう協議の協議書すら残さない、議事録も残さない、関係者が一堂に

会して議論を行っているから、その都度意思統一しながら、もうアイコンタクトで進めている

ような、まるで私たち議会に検証させないようなこの事務処理は、大変不適切であります。 

 次に、公益通報の観点で質問いたします。 

 ＳＮＳでの内部告発について、裁判所は告発内容が真実であり、告発の目的に公益性があっ

たなどの場合も、告発者に対して不利益処分を行うことは許されないと判断をしています。考

古学の分野で、近現代の遺構の研究者はごく一部です。特に、基礎研究、基礎遺構の研究者は

全国に数人しかおりません。その一人が今回配置転換された芸術文化振興財団の学芸員です。 

 ＳＮＳで調査範囲の拡大を訴える文章を投稿した際に配置転換をされました。私はこれま

で、市と財団に何度もヒアリングしていますが、両者の説明にまるで整合性がない、後づけ理

由の苦しい言い訳も出てきています。非常に疑問です。誰かが事実をごまかしているのではな

いかという市民の疑惑もますます大きくなるばかりです。もし万々が一にもそういった懲罰人

事であれば、考古学の研究者に対して現場を奪うのは最もひどい仕打ちであります。 

 ６月７日に学芸員がＳＮＳ投稿を行いました。先日、都市ブランド局長は、学芸員の投稿を

知っていたと回答されました。大庭副市長、片山副市長、武内市長、このＳＮＳに投稿された

文章を読んだか否か、読んでいる場合は、その入手の経緯とその時期を順番にお示しくださ

い。大庭副市長からお願いします。 

○議長（田仲常郎君）都市ブランド創造局長。 

○都市ブランド創造局長（井上保之君）数か月前のことですので、細かいところというのはち

ょっと確認できませんが、市長、副市長に当たっては、投稿についてはスマートフォンを見せ

て、こうした投稿が行われていますということを報告したということでございます。以上で

す。 
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○議長（田仲常郎君）56番 村上議員。 

○56番（村上さとこ君）市長と副市長もその事実を知ったということでありました。 

 学芸員の担当換えについて、財団から北九州市に提出された報告書、てんまつ書、説明文、

謝罪文など一切の書類はないとの行政事務照会の回答を得ていますが、それは間違いないです

か。議場でお示しください。 

○議長（田仲常郎君）都市ブランド創造局長。 

○都市ブランド創造局長（井上保之君）これまでも何度もこの議場でお答えしておりますけれ

ども、当該学芸員は芸術文化振興財団の学芸員ですので、私のほうから何らこう動いてどうこ

うということはしておりません。以上です。 

○議長（田仲常郎君）56番 村上議員。 

○56番（村上さとこ君）私が質問したのは、財団からそういった文書が出ているかどうかで

す。お答えください。 

○議長（田仲常郎君）都市ブランド創造局長。 

○都市ブランド創造局長（井上保之君）私のほうでは確認できておりません。以上です。 

○議長（田仲常郎君）56番 村上議員。 

○56番（村上さとこ君）では、ほかの部署にはあるかもしれないということでしょうか。 

○議長（田仲常郎君）都市ブランド創造局長。 

○都市ブランド創造局長（井上保之君）ちょっと他の局のことについては私も分かりかねま

す。以上です。 

○議長（田仲常郎君）56番 村上議員。 

○56番（村上さとこ君）口頭での経緯説明はありましたか。 

○議長（田仲常郎君）都市ブランド創造局長。 

○都市ブランド創造局長（井上保之君）いわゆる投稿があったことについての口頭説明という

ことであれば、基本的にはそういった形で組織的な対応というのを取っておりませんので、そ

ういったものは組織的に公式にそういったものをいただいたということはありません。以上で

す。 

○議長（田仲常郎君）56番 村上議員。 

○56番（村上さとこ君）私が質問しているのは、口頭での説明があったかどうかです。とにか

く答えも曖昧で、何もはっきりしたことが分かりません。この初代門司駅鉄道遺構に関する一

連のプロセス、大変不適切だと思います。 

 本当に問題があふれています。教育委員会の不関与と、そして、都市ブランド創造局が開発

部局の下請機関になり下がっている、そういうふうに認識をしています。もう一度立ち止まる

べきであります。以上です。 

○議長（田仲常郎君）進行いたします。13番 日野議員。 
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○13番（日野雄二君）私は、自由民主党・無所属の会の日野雄二です。優しく行政には対応し

ていきたいという思いであります。私の母親が今もう御浄土に帰っていますけれども、常に私

に言っていたことは、自分を持して他を利するは慈悲の極みなり、受けた恩は心に刻め、かけ

た情けは水に流せ、これが私の教えでありますが、なかなかそれにできませんが、これから努

力していきたいという思いであります。 

 質問に入る前に、オリンピックがようやっと終わりました。オリンピック・パラリンピック

が終わりましたけれども、地元の選手で、九州国際大学付属高校のバドミントン部の松山奈未

選手が銅メダルを取りました。実は、九国大付属のバドミントン部は、私も北九州バドミント

ン協会を預かっている身として誇りに思っております。私学として本当に頑張っているなとい

う思いであります。そんな中、森かおり選手はアテネオリンピックに出て、その後、潮田玲子

選手、池田信太郎選手はロンドンと北京と両大会オリンピックに出ました。その後は栗原文音

選手がリオデジャネイロオリンピックに出て、東京オリンピックでは九国大付属の選手は出な

かったんですが、パリオリンピックには松山選手が物の見事にメダリストになったということ

で、本当にすばらしいことだなと思っております。 

 また、実は私は門司区でありますから、鎮西敬愛学園の女子柔道部が今年７月、金鷲旗杯で

優勝、そして、それと同時にインターハイが８月にありましたけれども、そのインターハイも

全国制覇をしまして、２冠を達成しました。非常にすばらしいことだなと思っております。 

 また、門司学園中学においては、中高一貫校ですが門司学園の、中等部が10月19日、宇都宮

で吹奏楽部の全国大会に出場します。本当に子供たちは頑張って北九州のイメージの新たな築

きと、そして、スポーツで、文化で元気を与える、そんなことをやっておられます。我々議会

も行政もしっかり北九州市民に元気を与えなければいけないな、そういう思いで質問いたしま

す。 

 まず、区域区分の見直しについて、この区域区分見直しに係る都市計画案について、これは

逆線引きのお話でございます。 

 市街化区域から市街化調整区域への編入、いわゆる逆線引きは、土地に制限がかかり、子や

孫に土地や建物を譲ることも難しくなります。税収減にもつながるメリットのない施策であり

ますけれども、北橋市政の際に大きな反発を受けたこの計画を、いまだに進めていこうとして

います。また、住み替えを希望する居住者に対しては、スムーズに住み替えができるよう移転

補助をするとのことですが、対象地域が広がれば、それだけで財政を圧迫します。それも覚悟

の上で、この都市計画を進めていくのか、市長の見解をお伺いします。 

 次に、市街化調整区域の指定については、この線引きというものがいつぐらいに行われたか

というと、昭和43年の国会衆議院の建設委員会において、不当な財産権の侵害ではとの委員か

らの質問に対して、建設省から永久に保全する区域ではなく、将来の公共投資の見通しが立つ

までは一定の期間開発行為を抑えておく制度であり、その土地の本来の効用を奪うものではな
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い。家を建てよう、何らかの営業をしようという人に対しては開発を認めるという答弁があっ

たわけであります。それから57年、平成12年に政令指定都市などの大都市以外は区域区分を定

めるか選択できるようになり、また、平成24年には区域区分の権限を政令指定都市に移譲した

にもかかわらず、無秩序な市街化をさせないため等の理由で線引きの制度を残し現在に至って

おります。 

 調整区域ではいまだ上下水道普及率も低く、他のインフラ整備も市街化区域に劣っておりま

す。同じ北九州市民であるのに不公平ではないですか。本市では市民にも行政にもメリットの

ない線引き自体の撤廃のお考えはないんでしょうか、市長の見解をお伺いします。 

 次に、港湾空港関係に対して質問いたします。私は市議会議員在籍20年のうち、多くの時間

を経済港湾委員会に関わり、様々な提案や助言をしてまいりました。それに対して行政も行動

力を持って取り組んでいただいたこと、深く感謝と尊敬の念を抱いております。 

 そのような中、港湾空港局におけるＸ方針の概要が示されました。それを拝見すると、一見

まとまってはいますが、内容の重要度や緊急性が伝わってまいりません。港湾関連において

は、Ｂ領域、これは課題の解決におおむね３年から５年の期間を要する分類ですが、６つの項

目が上げられています。その中で私が急を要すると思う項目は、港湾機能の維持、向上のため

の太刀浦泊地の埋立てです。2011年に日本海側拠点港に選定されたにもかかわらず、その特典

を一部でしか発揮することなく現在に至っております。できる改革から即実施も重要ですが、

長く議論されてきた課題や急を要する案件からすぐに着手すべきと考えますが、港湾空港局長

のお考えをお聞かせください。 

 次に、空港に関するＸ方針は、空港特別委員会での問題提起の内容とほぼ一致いたしており

ますけれども、数点反映されていない項目があります。まず、空港アクセスの強化に関して、

現在空港特別委員会ではアクセス鉄道の整備を検討しております。しかし、軌道系のアクセス

の整備が記載されていません。また、路線誘致について、現在の路線数では、空港としての機

能が十分だとは言い難く、国際定期路線の復活や国内線に関しても、神戸、名古屋、北陸、北

海道等、具体的な路線誘致戦略を記載すべきです。さらに、ターミナルビルのにぎわいづくり

のためにも、国土交通省との協議が必要ですが、現ターミナルビルを拡充し、規模拡大を進め

ることを記載すべきではないですか。これら重要な施策をなぜＸ方針に反映させなかったの

か、港湾空港局長の見解をお伺いします。 

 最後に、幼稚園の認定こども園化についてお尋ねします。 

 本市の未就園児の支援について、保育園においては市単独で第２子以降のゼロ歳から２歳の

保育料無償化を打ち出しています。一方、幼稚園における２歳児を対象とした預かり保育には

市の補助はありません。これについて３月の予算特別委員会市長質疑の中で私から、同じ北九

州市の子供でありながら、通う施設によって支援に違いがあるのはおかしいと申し上げた際、

市長からは令和８年度から本格始動するこども誰でも通園制度を使えば、保護者の負担軽減に
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つながるとの答弁をいただきました。 

 現在、試行事業が実施されていますが、同時に保護者のニーズに合わせた保育施設の形とし

て、幼稚園の認定こども園化を推進していくべきです。幼稚園が認定こども園に移行する際に

必要な施設整備費補助は、国の補助メニューとして就学前教育・保育施設整備交付金があり、

市の負担は４分の１となっていますが、市は第３次子どもプランにおいて、目標とする認定こ

ども園の施設数を40園程度と定めており、既に十分な施設数が確保できていると考え、令和３

年度以降は幼稚園の施設整備分を申請していません。 

 しかし、子どもプランの計画最終年度に当たる今年度において、認定こども園の数は本当に

今のままで十分でしょうか。また、令和３年以降、認定こども園に移行した施設数を見ると、

保育所型は21から43に倍増しています。一方、幼稚園型は１施設しかありません。施設の類型

によってこれほどの差があるのはなぜでしょうか。国の所管が異なり、補助の内容に不公平が

生じているのではないかという疑念を抱きます。 

 閉園に追い込まれる幼稚園もある中、こども誰でも通園制度の受皿となる充実した保育施設

を目指し、認定こども園化を望む幼稚園にも十分な支援が必要と考えますが、見解をお伺いし

ます。 

 以上で私の第１質問は終わります。ありがとうございました。 

○議長（田仲常郎君）市長。 

○市長（武内和久君）まず、幼稚園の認定こども園化につきまして、認定こども園化を望む幼

稚園にも施設整備費補助など十分な支援が必要とのお尋ねがございました。 

 認定こども園は、幼稚園と保育所両方の機能を併せ持つ施設で、平成27年度からスタートい

たしました子ども・子育て支援新制度におきまして、全国的に課題であった待機児童対策の一

つとして設置が推進されてきたものであります。 

 北九州市におきましても、当時、年度中途の待機児童が発生していたことから、認定こども

園の普及に努めてまいりました。その結果、令和６年４月現在、市内の認定こども園は、幼稚

園から移行した19園を含む65園となっております。 

 幼稚園が認定こども園に移行するに当たりましては、３歳未満の子供の保育や食事の提供が

求められるため、保育室や調理室の改修などが必要となります。このため、北九州市では平成

26年度から令和２年度までの７年間で延べ15園に対し、総額16億7,000万円の施設整備費補助

を行ってまいりました。 

 一方、保育所につきましては、これまでに43園が認定こども園に移行しておりますが、移行

する際の施設整備は不要なため、保育所に対しての補助は行われておりません。 

 現在、北九州市では、保育の受皿の拡充などにより、待機児童は年間を通してほぼ発生して

おりません。このため、認定こども園への移行に対し、施設整備補助を積極的に行う状況には

ないと考えておりますが、移行を希望する園に対しましては、手続等について個別に説明する
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など、きめ細かく対応させていただいております。 

 幼児期における教育は、生涯にわたる人格形成の基礎を培うものであり、幼稚園には大変重

要な役割を担っていただいております。幼稚園に対しましては、各園の安定的な運営に資する

よう各種の補助制度を設けており、今後もそれらを活用いただくとともに、引き続き丁寧に御

支援してまいりたいと考えております。以上です。 

 残りは関係局長からお答えいたします。 

○議長（田仲常郎君）都市戦略局長。 

○都市戦略局長（上村周二君）区域区分の見直しについて、住み替えの移転補助など、財政を

圧迫しても市街化調整区域への編入は続けるのか、それから、メリットのない線引き自体の撤

廃についての見解、この２つの御質問にまとめて御答弁申し上げます。 

 区域区分は、都市計画法に基づき計画的に市街化を図るべき市街化区域と、原則市街化を抑

制すべき市街化調整区域に区分するものでございます。 

 北九州市をはじめとする政令指定都市などは、平成12年の法改正で区域区分を定めるか選択

できるようになった後も、引き続き無秩序な市街地の拡大による環境の悪化の防止、計画的な

公共施設整備による良好な市街地の形成などを目的に、都市計画区域につきましては区域区分

を定めるものと規定されており、それに沿った対応が制度上求められているところでございま

す。 

 北九州市では、昭和45年に区域区分を定め、市街化区域におきましては市街地開発などによ

り、医療、商業や住宅などの都市機能の増進を図ってまいりました。 

 他方、市街化調整区域は、単に開発を抑制するだけではなく、日常生活に必要な施設などは

立地できることとし、その調和によって営農環境や自然環境の保全と集落の維持を図ってまい

りました。そのため、今後とも豊かな暮らし、産業、自然を育んでいくためには、計画的にま

ちづくりを行う制度である区域区分制度を適切に運用していく必要があると考えているところ

でございます。 

 次に、議員御指摘の市街化調整区域への見直しは、平成30年７月の西日本豪雨で発生した土

砂災害の多くが、市街化区域縁辺部の斜面地であったことをきっかけに、災害の危険性がある

斜面地におきまして新たな開発を抑制するものでございます。 

 さらに、土砂災害リスクが低い町なかに居住を移動し、安全・安心な市民生活を確保するた

め、市街化調整区域に見直した区域などを対象に、町なかに移転する場合の引っ越しや、元の

住宅の除去などに係る費用の一部を支援する、まちなか居住移転支援事業を令和６年度に着手

したところでございます。 

 このような制度を活用することによりまして、土砂災害のリスクを回避することができると

考えております。また、徒歩や公共交通で店舗や病院などの生活利便施設が利用しやすくなる

ため、安全で便利な暮らしにつながると考えております。さらに、町なかに人が集まり、にぎ
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わいが生まれることで、人々の交流や消費が増え、経済的な効果も期待できると考えておりま

す。 

 今後も市民生活の安全・安心のため、区域区分をはじめとする都市計画制度を適切に運用

し、基本構想で掲げます安らぐ町の実現に努めてまいりたいと考えております。以上でござい

ます。 

○議長（田仲常郎君）港湾空港局長。 

○港湾空港局長（佐溝圭太郎君）最後に、港湾空港局のＸ方針についての２つの質問、長く議

論されてきた課題や急を要する案件である太刀浦泊地の埋立てについて、すぐに着手すべきと

考えるが見解を伺う、そして、軌道系のアクセス整備、具体的な路線誘致戦略、ターミナルビ

ルの規模拡大といった空港関連の重要な施策をなぜ反映しないのかについて、まとめてお答え

いたします。 

 局区Ｘ方針とは、局区長等を中心に経営的課題を自己点検し、計画、プラン等の軌道修正が

必要なもの、既存の計画やプラン等では目標が具体化されていないものなどの、特に変革が必

要な課題を洗い出し、その課題解決に取り組んでいくことを意思表明したものでございます。 

 また、洗い出した課題を困難度や解決に要する時間等に基づき、Ａ、Ｂ、Ｃのレベルに分類

しており、Ａレベルはおおむね年度内に完了できるもの、Ｂレベルはおおむね３年から５年の

期間を要するもの、Ｃレベルはおおむね５年から10年以上の期間を要するものとなっておりま

す。 

 議員御指摘の太刀浦泊地の埋立てについては、稼げる港を実現するために大変重要な施策で

あると認識しております。このため、昨年12月の港湾計画改定において埋立計画を位置づけた

ところであり、今回目標時期を明確にし、スピード感を持って取り組む必要があるため、Ｘ方

針に記載いたしました。 

 一方、太刀浦泊地の埋立てを行うためには、公有水面埋立法に基づく埋立免許を取得する必

要があり、土地利用計画の検討や護岸の設計、環境影響評価などの手続に３年程度の期間を要

することから、Ｂレベルに位置づけたところでございます。現在、早期の埋立免許取得に向け

て、今年度中の土地利用計画の策定を目指し、港運事業者と共に鋭意検討を進めております。 

 次に、議員御指摘の空港関連の施策については、Ｘ方針に個別の課題として記載しておりま

せんが、いずれも重要な施策であると認識しております。 

 これらの施策の現在の方針については、これまでも議会で答弁してきたとおり、１つ目、軌

道系のアクセスの整備については、平成22年度までの検討結果を踏まえ、一旦検討を休止して

おり、旅客数が200万人を超えた際に検討を再開する、２つ目として、路線誘致戦略について

は、国際線はコロナ禍で運休している路線を再開し、韓国、中国、台湾や東南アジア等の未就

航都市への路線を誘致する、国内線は航空利用が期待される北海道、成田等の路線を誘致す

る、３つ目として、ターミナルビルの拡充については、現在200万人対応の施設規模であり、
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旅客需要の動向を踏まえて増築を検討するとなっております。 

 このように、議員御指摘の空港関連の施策については既に方針が決まっており、軌道修正が

必要なものではないと捉えていることから、今回のＸ方針には記載していないところでござい

ます。 

 いずれにしましても、稼げる町の実現に向けて、北九州港と北九州空港は重要なインフラで

あり、これらを最大限に活用するため、引き続き各種の重要な施策を展開してまいります。答

弁は以上でございます。 

○議長（田仲常郎君）13番 日野議員。 

○13番（日野雄二君）御答弁ありがとうございます。 

 それでは、第２質問、まず、要望から、幼稚園の認定こども園化についてですが、御答弁あ

りがとうございます。市長が自らお話しいただきました。 

 私立幼稚園連盟は、小さな施設が89園が集まって組織されています。それぞれの園が独自の

特徴を持って経営しており、今年度も多くの要望を我々議会は、自由民主党もいただいており

ます。 

 本市は教育委員会、それから、子ども家庭局と２つの組織から幼児教育、保育の質の向上に

向けて支援を行っていますが、保育ニーズも多様化しており、特に２歳児預かり保育は、利用

園児数は延べ1,351名で、前年を上回って、従事する保育者数も288名と増えています。ニーズ

が高まる２歳児保育に対する助成が必要であり、今後の力強い支援を要望しますと同時に、認

定こども園化を望む幼稚園があるにもかかわらず、十分な支援がないというのは、あってはな

らないことであろうと思いますので、手を挙げている幼稚園があれば、丁寧に説明をしていた

だければと思います。これは要望とします。 

 もう一点要望としますのが、区域区分の見直しの中の逆線引きについて、都市計画について

答弁ありがとうございました。過去の議会において私は、古民家再生と逆線引きの矛盾につい

てお伺いしました。古民家空き家の利用希望者へ情報を提供する空き家バンクや、空き家を

様々な用途で活用するマッチング事業等、市は斜面地や急傾斜地も活用して地域の活性化を図

ろうとしていますが、それと逆線引きは大きく矛盾していると思いませんか。 

 なおかつ国道３号は斜面地にあり、門司区における主な市の施設は斜面地にあります。市営

住宅もそうであります。等々考えると、そこを全部市街化調整区域にしたら、何の価値が生ま

れるんでしょうか。住み慣れた場所に住み続けたい、それを子や孫に継承していきたいと願う

人たちに対して、逆線引きをすること自体、憲法22条で認める居住移転の自由の侵害、さらに

は財産権の侵害にもなり得ることを真摯に受け止めるべきだと思います。 

 そもそも、山沿いの急傾斜地で住宅のない場所を、再度、今後再開発をさせないために、事

前に市街化調整区域に編入してもよいというのが国の逆線引きの方針です。既に住み慣れた家

がある土地に、自分たちが望むまで住み続けられるように規制をかけてはならないと私は考え
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ています。これは強く要望しておきます。 

 それでは、質問します。 

 無秩序な市街化をさせないために市街化調整区域を多くの市民、それから、農民を50年以上

泣かせてきたという事実は疑うことはありません。財産権まで網をかけ今日に至っておりま

す。区域区分に関する都市計画は、都道府県と市町村とで定められます。そのような中、本市

でも市街化調整区域から市街化区域へ編入、変更を行っては、過去においてやってきていま

す。 

 昭和53年３月に第１回定期見直しとして、松ヶ江地区7.9ヘクタールと、吉志、恒見1.5ヘク

タール、第２回目は昭和60年、吉志、大字畑13.6ヘクタールを門司区において市街化区域に変

更していますが、その後、平成13年に第４回見直しで35ヘクタールという大規模な変更を行っ

ていますが、これは大手マリコン企業の企画に乗ってシンプルライフ吉志という団地を造っ

た、この建設を実行しています。市街化調整区域は、市街化を抑制すべき区域とされているの

に、定義に反していませんか。 

 現在の都市計画案も、開発の計画があれば市街化区域へ編入するということ、開発する計画

があったら編入すると言っていて、開発を抑制するというのが市街化調整区域の本来の在り方

である、それなのに、大手だとかいろんなところが言ってきたら開発はどんどんやっているん

です。 

 今やってきているわけだから、私は全ての市街化調整区域、フラットで安全なところは市街

化に戻しなさいよと言っている、先祖代々からもらった土地の価値を元に戻してくださいとい

うのが新門司の方の意見ですよ。この意見を武内市長はまだ市長選挙の間で、新門司地区、特

に松ヶ江南校区の自治協会関係者に、私が市長になったら皆さんを苦しめた区域区分の見直

し、やりますとは言わなかったのかもしれませんが、意見をしっかり聞いているはずです。聞

いたということは実行できる市長ですからと。私が市長になれば実行できるんです、言ってい

るあなたの任期はあと２年強、いつ実行するつもりですか、聞かせてください。 

○議長（田仲常郎君）都市戦略局長。 

○都市戦略局長（上村周二君）松ヶ江南校区の住民の皆様方からですけども、以前から、やは

り地域の活性化のために市街化区域の見直し、これ要望しているという形は認識をしておりま

すし、これしっかり私どもとしても受け止めているところでございます。行政といたしまして

も、やっぱりこういった熱心な声、これにしっかり応えていけることができないかということ

で、過去からいろいろと議論をしているところでございます。 

 それで、一方、やっぱりまだ農業を続けたいという方々も中に入ったらおられるというよう

な現状もあります。そういったところからいきますと、やっぱり急激に環境が変わらないよう

に、そういった配慮も行いながら、地域の声にも応えるような形、これを考えていかないとい

けないと私どもとしても思っているところでございます。 
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 それで、今地域の方々と具体的にお話をさせていただいているのが営農支援、それから、定

住人口の増加につながる開発許可制度ということで、法に基づく、指定集落住宅許可制度とい

うのがございます。農業も続けながら、一部そういった住宅の活用というのも一緒にできるよ

うな形の制度でございますので、まずはこういった制度がこの地域で活用できないかというこ

とで、今地域の方々と一生懸命協議をさせていただいているところでございます。それを踏ま

えて、しっかり支援していきたいと思います。以上でございます。 

○議長（田仲常郎君）13番 日野議員。時間がありません。 

○13番（日野雄二君）時間があと２秒、農地は農地で守っていく、市街化調整区域を取りなさ

い。 

○議長（田仲常郎君）進行いたします。44番 永井議員。 

○44番（永井佑君）日本共産党の永井佑です。会派を代表して一般質問を行います。 

 初めに、難聴高齢者への補聴器購入助成について質問します。 

 セルフレジで買物をした際、バーコードのピッというスキャン音が聞き取れず、何度も同じ

商品をスキャンした、声が聞き取れないことで、夫婦間のコミュニケーションが悪化し、けん

かが増えて困っている、補聴器を手軽に買え、アフターケアもできる仕組みをつくってほし

い、これらは難聴に悩む市民から寄せられた声です。本市は、さきの議会で我が党の提案に対

し、引き続き国の動向を注視し、ほかの自治体の状況等、情報収集していくと答弁しました。 

 厚生労働省は2023年度に難聴高齢者の早期発見、早期介入等に向けた関係者の連携に関する

調査研究事業を行い、報告書が本市にも共有されています。その中には、自治体が主体とな

り、地域の高齢者に関連する関係者が連携して、難聴対策への普及啓発や簡易スクリーニン

グ、受診勧奨を実施し、医療機関が診察する等の早期介入の取組が紹介されています。難聴高

齢者の早期発見のためのモデル事業を通して、具体的な予防策や聞こえにくいときの工夫につ

いてなど、聞こえの知識が増えたことも報告されています。 

 一方で、本市の加齢性難聴啓発チラシには、大切なのはできるだけ早期から補聴器などを使

って聞こえを改善し、言葉を聞き分ける能力を最大限発揮することとあり、加齢性難聴者への

補聴器の必要性を示しながらも、補聴器購入助成には後ろ向きの姿勢を取ってきました。 

 市内では、補聴器購入助成を望む市民や耳鼻咽喉科の医師ら、補聴器販売店が署名に取り組

み、１万筆近い署名が集まっているそうです。全国でも助成制度の実施自治体数はこの３年間

で８倍となり、286自治体に広がっています。全国の自治体に学び、難聴高齢者の早期発見の

取組を行うとともに、補聴器相談医や認定補聴器技能者と連携して、補聴器の購入助成、相談

からアフターケアまでを支援する制度をつくるべきです。答弁を求めます。 

 次に、熱中症対策について質問します。 

 記録的な暑さとなった今年７月の平均気温は昨年を超え、平年より2.2度高く、熱中症で救

急搬送される人が増えています。本市では今年４月29日から９月８日現在での熱中症による救
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急搬送は738人に上り、昨年の調査終了時の558人を上回る状況となっています。７月、８月の

最も暑い期間、約６割が屋内にいながら熱中症で救急搬送されています。急激な気温上昇は、

熱中症による死亡リスクなどを増加させます。昨年夏の東京23区の屋内の熱中症死亡者のうち

９割がエアコン不使用、または未設置だったという東京都による調査結果が示すように、エア

コン使用が命綱であることが浮き彫りとなっています。 

 背景にあるのは、急激な物価高騰などによる生活費の節約です。大手空調機メーカーが昨年

６月に実施したアンケート調査では、電気代高騰によりエアコンの使用自体を控えようと思う

と答えた人は７割を超えています。熱効率の低いエアコンから高効率な省エネエアコンへの交

換は、ＣＯ２排出量の15％を超える家庭のエネルギー消費削減にとても重要ですが、古いエア

コンの買換えや購入をためらう世帯も少なくありません。熱中症、気候変動対策として関係局

が連携し、推進していくことが緊急に求められます。 

 そこで、３点提案し答弁を求めます。 

 １、全市民、特に生活保護世帯や低所得世帯が省エネエアコンを購入しやすくなるよう、購

入助成や電気代への経済的支援を行うこと。 

 ２、生活保護世帯の夏季加算の創設を国に求め、実行されるまでは本市独自制度を創設する

こと。 

 ３、クーリングシェルターを市施設に加え、民間施設も含めて増設し、市民への広報を強化

すること。 

 次に、市立体育館の利用について質問します。 

 スポーツは私たちの生活に欠かせないものです。スポーツ基本法はスポーツを通じて幸福で

豊かな生活を営むことは、全ての人々の権利と明記しています。スポーツの多面的な発展と誰

もがスポーツに親しめる社会の実現が求められます。市民から、市立体育館でバスケットボー

ルをしようと幾つかの体育館に連絡した。しかし、使える日は限定されていたし、体育館まで

出向いて予約しないといけなかったと相談がありました。 

 現在、指定管理者が管理する市立体育館は、インターネット予約ができません。本市は５月

１日から７月31日まで市立体育館の利用に関し、市民がスマートフォンなどで気軽に予約可能

なオンライン予約システムの実証実験を行い、利用状況の調査を行っています。福岡市では、

2004年からインターネット予約ができ、市立体育館の半面を専用利用できる体制を取っていま

す。インターネットが苦手な市民に対しては、紙申請も可能とし、市民が気軽にスポーツに親

しめるよう工夫しています。今後、市立体育館の予約については市公式ＬＩＮＥも活用し、利

用を希望する市民が空き状況を一目で分かるよう工夫し、インターネットで簡単に予約できる

ようにすべきです。答弁を求めます。 

 次に、学校体育館の教育機能、一時的な防災機能を充実させるためのエアコン設置について

質問します。 
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 ８月８日、日向灘を震源とする最大震度６弱の地震があり、気象庁は南海トラフ地震臨時情

報の巨大地震注意を発表しました。本市で南海トラフ地震が起きた場合、最大で震度５弱から

５強の揺れと、津波の高さが最大3.5メートルと想定されています。 

 そこで、地震などの大規模な災害が起こった際、地域住民にとって避難所となる学校施設の

空調設置を提案します。文部科学省によると、公立の小・中学校等の体育館等に対する空調設

備設置状況は15.3％です。本市では何と全て未設置でゼロ％です。今年の夏は、中学校の部活

動も猛暑の影響を受け、屋外での活動は中止、屋内でも空調設備のある施設でのみ活動を可と

する学校もありました。たとえ体育館であっても活動できないレベルの暑さとなっており、体

育や部活動を安全に行うためにも、空調設備の設置は待ったなしです。 

 宗像市では、中学校１校に設置済み、今年度は全小・中学校の体育館に空調を設置します。

北九州市立総合体育館に設置している設備を参考にしているとのことです。宗像市のような取

組は、教育活動、避難所機能の充実に加え、設置やメンテナンスは地元業者に公共工事として

発注できるため経済効果もあり、市民に利益が多い事業です。国の補助金を活用して、速やか

に公立小・中学校等の体育館に空調を設置すべきです。答弁を求めます。 

 最後に、学校給食について質問します。 

 我が党は、遊休農地の活用や有機農産物を作る農家のつながりを市が仲介することで、有機

農業をする農家を増やし、有機農産物を学校給食へ活用することについて繰り返し提案を行っ

ています。しかし、本市は有機農業にはまだまだ課題がある、有機農産物の学校給食への活用

について、教育委員会と連携して研究を進めるとの答弁にとどまっています。 

 本市における2023年度の有機農業実証試験実施件数は、2026年度までの目標５件に対し、一

昨年時ではゼロ件、昨年度が２件です。市としては、進捗状況は順調とのことですが、国の掲

げるみどりの食料システム戦略の目標に照らして不十分であり、さらに高い目標へ設定し直す

ことが必要と考えます。 

 学校給食法に定められた目標の一つには、日常生活における食事について正しい理解を深

め、健全な食生活を営むことができる判断力を培い、及び望ましい食習慣を養うこととありま

す。愛媛県今治市では、子供たちが大人になったとき、地域の農林水産業を支え、応援する食

育が必要だと考え、地域食材や有機農産物を食育の教材とする授業を行っています。食事と排

せつ物の関係を学び、食品にはどのような栄養素や調味料が含まれ、生活習慣病にならないた

めにはどんな食事が望ましいかを実際に献立を作って学んでいます。 

 授業の効果として、体の健康を考えたものを食べたいという意識、買物の技、野菜を食べる

技、排便を観察するという技といった手法を獲得し、健康を自己管理でき、家族にも広がって

います。今治市のような取組は、学校給食法に掲げられた目標の達成に寄与しており、参考に

すべきと考えます。 

 給食は直売とは異なるもう一つの販路となっています。給食納入を通じて農家の所得や意欲
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が向上すれば、農地や地域農業を守ることにもつながり、地域の食料安全保障にもつながりま

す。地産地消や有機農業の推進に取り組む自治体は、学校給食を子供たちの食育や産業政策の

中心に位置づけ取組んでいます。本市も実証試験実施件数などの有機農業についての目標を見

直し、有機栽培農家を増やし、有機農産物を給食に活用する道を切り開いていくべきです。答

弁を求めます。 

 学校給食の無償化について、教育委員会は学校給食無償化は約32億円必要、独自予算で実現

することは困難という答弁に終始しています。しかし、本市の一般会計予算の僅か0.5％分で

あり、優先順位を変えるだけで実行できます。さらに、無償化することで浮いたお金は、子育

て世帯にとって可処分所得の増額となり、消費につながる効果を生み出すものです。 

 山梨県富士吉田市では、子育て世帯を支援するため、2019年10月から市立小・中学校の給食

の無償化を実現しています。子育て支援政策の効果や課題を把握するためアンケートを実施

し、経済的負担は軽減されたかという質問に2021年度以降、毎年95％以上、昨年は96.2％の保

護者が負担軽減されたと回答しています。給食費が無償化されたことで、給食費に充てていた

費用はどのようなものに活用できるようになったかという問いには、全回答のうち約４割が食

費等生活費であり、続いて学習塾や習い事、部活動等、学用品等子供の物の購入費が回答のほ

とんどを占めています。 

 そこで、伺います。 

 学校給食の無償化によって給食費に充てていた費用は、子育て世帯の可処分所得を増やすこ

とになり、子供のために有効に使われ、地域経済の発展につながると考えますが、答弁を求め

ます。 

 以上で第１質問を終わります。ありがとうございました。 

○議長（田仲常郎君）市長。 

○市長（武内和久君）まず、熱中症対策、クーリングシェルターを市の施設に加えて民間施設

も含めて増設をすること、市民への広報の強化ということの御質問がございました。 

 本年４月に改正気候変動適応法が施行されまして、環境省が熱中症特別警戒アラートを発表

した際に、市民の皆様が暑さから避難する施設であるクーリングシェルターを自治体が指定

し、市民に開放する制度が開始をされました。 

 北九州市では、アクセス面、受入れスペース等を総合的に勘案しまして、公共施設である市

民センター、市立図書館、生涯学習センターの計161施設を指定しております。加えまして、

身近な場所で、より多くの方にクーリングシェルターを御利用いただけますよう、民間企業に

も御協力をいただきながら拡大を図っており、イオンモールや薬局等を順次指定をいたしまし

て、８月末時点で57の民間施設を指定させていただいております。指定状況につきましては、

市ホームページや市政だより、熱中症予防チラシ、報道機関への情報提供などを通じて、広く

市民周知を図っております。 
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 また、クーリングシェルターには、指定施設であることを知らせるステッカーを入り口など

に掲示して、市民の皆様への浸透を図っております。そのステッカーには、熱中症特別警戒ア

ラートが発表された場合に限らず、日頃から危険な暑さを感じる場合等には、熱中症予防とし

て、クーリングシェルターを気軽に御利用いただくよう案内を入れております。 

 加えまして、熱中症弱者である高齢者の方々に対しましては、福祉関係団体等に御協力をい

ただき、日々の活動の中で熱中症予防チラシの配布や声かけを行うとともに、熱中症特別警戒

アラートが発表された場合の予防行動をあらかじめ御検討いただくよう呼びかけを行っており

ます。今後も熱中症予防の観点から、クーリングシェルターの指定の拡大、そして、きめ細や

かな周知に努めてまいりたいと考えております。 

 続きまして、市立体育館につきまして、市立体育館の予約について、インターネットで予約

できるようにすべきとのお尋ねがございました。 

 現在、北九州市のスポーツ施設や芸術文化施設などの公共施設では、パソコンやスマートフ

ォンなどからインターネットで空き状況の確認と利用予約ができる北九州市施設予約システム

を導入しております。スポーツ施設のうち、野球場、運動場、球技場、庭球場の28施設におき

ましては、このシステムを利用して空き状況の確認と利用予約を行うことができることとなっ

ております。 

 一方、体育館につきましては、同時に複数の利用者が異なる競技で利用することが多く、種

目や面割りなどの細かな調整が必要でありますが、現システムではこうした機能が付加されて

おらず、一部の体育館で空き状況の確認はできるものの、利用予約までは対応できていない状

況にございます。このような中、体育館御利用者の方々からは、インターネットで予約できる

ようにしてほしいとの声が高まっており、市としても新たな予約システムが必要であると考え

ております。 

 そこで、まず、種目や面割りなど詳細な設定が可能で、かつ汎用性が高い予約システムの導

入可能性につきまして検討するため、今年５月から７月までの３か月間、６か所の体育館を対

象に実証実験を行いました。その結果、おおむね支障なく運用でき、利用者の方々からも時間

を気にせずいつでも予約できる、現地に行かずに予約できるなど、多くの好意的な御意見が得

られ、ニーズが高いことも確認できました。 

 一方で、今後全ての体育館を対象に新たなシステムを導入するためには、キャンセル時の仕

組みや体育館ごとに各管理者による細かな設定が必要であることなど、本格的な運用に関する

課題も確認できたところでございます。 

 今後は、この実証実験の結果を踏まえまして、様々な課題の解決を図りながら、市公式ＬＩ

ＮＥの活用も踏まえ、体育館への使いやすい予約システムの導入に向けまして引き続き検討し

てまいります。以上です。 

 残りは関係局長等からお答えいたします。 
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○議長（田仲常郎君）保健福祉局長。 

○保健福祉局長（武藤朋美君）補聴器助成と熱中症対策、２点に順次お答えいたします。 

 まず、補聴器購入助成につきまして、難聴高齢者の早期発見の取組を行うとともに、補聴器

相談員や認定補聴器技能者と連携して、補聴器の購入助成、相談からアフターケアまでを支援

する制度をつくるべきとの御質問でございます。 

 高齢者の難聴につきましては、聞こえづらさから人とのコミュニケーションが難しくなり、

社会的孤立や認知機能低下の要因になると認識をしております。本年３月、国は難聴の高齢者

の早期発見、介入に向けた関係者との連携についての研究報告書をまとめ、６月に自治体向け

の手引を示しました。 

 北九州市では、高齢者が難聴に関心を持っていただけるよう、この手引を参考に、聞こえに

ついてのセルフチェックや医療機関への早期受診などを掲載したチラシを作成したところでご

ざいます。このチラシを介護予防教室の参加者や健康づくり推進員、医療機関などへ配布し、

幅広く周知啓発を行っております。 

 また、今後は高齢者サロン等におきましてもこのチラシを活用し、地域のリハビリテーショ

ン専門職と連携しながら、難聴が疑われる方の早期発見、早期受診につなげる取組を充実させ

ていきたいと考えております。補聴器購入の助成につきましては、加齢による身体の衰えが多

岐にわたるため、公的支援の在り方には慎重な検討が必要と考えております。 

 また、難聴と認知機能の因果関係につきましては、国の研究が平成30年度から継続されてい

る状況にあります。そのため、国に対して研究結果を早期に取りまとめ、認知症予防の効果が

認められる場合には、全国一律の公的補助制度を創設することを全国市長会等において要望し

ているところでございます。こうしたことから、市独自の補聴器助成制度は考えていないとこ

ろであります。 

 また、議員御提案の関係者と連携した相談からアフターケアまでの支援につきましては、今

後国の手引の内容の精査などを通じて研究していきたいと考えております。引き続き、国の動

きを注視するとともに、様々な関係機関、団体と連携しながら難聴高齢者の支援に努めてまい

りたいと考えております。 

 次に、熱中症対策につきまして、残りの２点、全市民、特に生活保護世帯や低所得世帯が省

エネエアコンを購入しやすくなるよう、購入助成や電気代への支援を行うべきと、もう一つ、

生活保護世帯の夏季加算の創設を国に求め、実行されるまでは北九州市独自制度を創設すべき

との御質問にまとめてお答えいたします。 

 地球温暖化の進行により気温の上昇が続いていることに加えまして、北九州市は熱中症のリ

スクが高いとされる高齢者の割合が他都市と比較して高いことなどから、熱中症対策は重要で

あると認識しております。そのため、北九州市では市政だよりやＳＮＳを活用した普及啓発の

ほか、地域で活動する福祉関係団体等の方々に御協力いただき、適切なエアコンの利用や、小
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まめな水分補給等について声かけを行っております。また、国においても適切な室温設定や小

まめなフィルターの手入れなど、節電に配慮したエアコンの使用を呼びかけているところでご

ざいます。 

 生活保護制度についてでございますが、まず、生活保護世帯のエアコン購入につきまして

は、保護費のやりくりにより計画的に購入するものとされておりまして、購入が困難な場合

は、国の事務連絡に基づき、貸付制度の利用をお勧めしております。また、日常生活に係る光

熱水費につきましては、通常支給されている保護費で賄うこととされており、夏季加算といっ

た保護費に上乗せする仕組みはないという状況です。 

 しかしながら、熱中症のリスクが高まっていることから、北九州市としては、全国市長会等

を通じて、エアコン購入や光熱水費の夏季加算について、国に制度の充実を要望しているとこ

ろでございます。なお、生活保護制度の趣旨に鑑みれば、保護世帯に対する熱中症予防に必要

な施策については、国において実施することが基本となるため、市独自のエアコン購入や電気

代助成の制度創設は困難であると考えております。 

 次に、市民全体への助成等についてですが、熱中症予防対策や気候変動対策といった広く国

民生活全体に関わる問題につきましては、国による取組が必要であると考えており、全市民を

対象とした北九州市単独でのエアコンの購入、買換え費用の助成や電気代助成といった制度創

設を行うのは困難でございます。 

 なお、北九州市では、これまで電気代などの物価高騰の影響が特に大きな住民税非課税世帯

に対し、重点支援給付金を支給してきました。また、低所得世帯等から生活困窮に関する相談

があった場合は、区役所いのちをつなぐネットワークコーナーを相談窓口としまして、家計や

就労などに関する包括的な支援を行いますとともに、社会福祉協議会の生活福祉資金貸付制度

を御案内しているところでございます。 

 生活保護世帯の熱中症対策の充実につきましては、今後とも他の政令市等と連携しながら、

引き続き国に要望していきたいと考えております。また、低所得世帯への支援につきまして

は、国の動向を注視しつつ、引き続き区役所での相談など、お一人お一人の状況に応じた支援

をしっかり行ってまいりたいと考えております。以上です。 

○議長（田仲常郎君）教育長。 

○教育長（田島裕美君）教育の分野で２点お尋ねいただきました。 

 まず、学校体育館の教育機能、一時的な防災機能の充実のために、公立小・中学校等の体育

館に空調を設置すべきであるとのお尋ねでございます。 

 北九州市では、安全で快適な学校環境の整備は大変重要であると考えており、普通教室、管

理諸室、給食室のほか、特別教室にも順次エアコンの設置を進めてまいりました。現在は、管

理諸室のエアコンの多くが設置後20年を経過して、計画的な更新が急務となっていることか

ら、管理諸室のエアコン更新を進めているところです。 
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 また、今年度は、小学校において使用頻度の高い理科室へのエアコン設置を行っているとこ

ろでございます。設置に当たりましては、環境省の交付金を活用して進めておりまして、でき

るだけ多くの小学校に設置したいと考えております。 

 お尋ねの体育館へのエアコン設置でございますが、教育環境の改善に効果があるとは考えて

おりますが、設置工事と断熱工事を合わせまして、１校当たり約１億2,000万円、小・中学校

全体で約216億円の予算が必要となります。また、エアコン使用に伴います電気代が毎年約１

億円と多額の費用を要すると試算しております。 

 一方で、学校を避難所として活用する場合には、必要に応じて、現在エアコン設置を進めて

おります特別教室を案内するなどの対応も可能であります。学校環境の整備に関しましては、

子供の安心・安全確保のための老朽化対策、特別教室へのエアコン設置、トイレの洋式化やバ

リアフリー化など、様々な課題に対して優先順位をつけて取り組んでおりまして、現在のとこ

ろ学校体育館にエアコンを設置する予定はございません。 

 ２点目に、学校給食について、給食費の無償化により子育て世帯の可処分所得が増え、地域

経済の発展にもつながるのではないかというお尋ねでございます。 

 学校給食に要します経費は、学校給食法第11条において、学校の設置者と給食の提供を受け

る児童生徒の保護者がそれぞれ負担するように定められておりまして、食材等に係る費用につ

いては保護者負担とされております。北九州市立学校の給食費につきましては、物価高騰の影

響を緩和するために、令和４年度から国の臨時交付金を活用して、今年度は５億5,000万円を

予算化して、物価高騰分について子育て世帯の負担軽減を図っているところです。 

 議員お尋ねの全ての児童生徒の学校給食費を無償化した場合には、小学校で月額4,300円、

中学校で月額5,400円が可処分所得として増加をして、子育て世帯の生活費や教育費等の負担

軽減にはつながるとは考えております。 

 一方で、新たな財源として毎年約32億円以上が必要となるため、限られた財源の中では北九

州市独自で無償化を直ちに実現することは困難と考えております。そのため、北九州市では、

昨年度から文部科学省に対して学校給食費の保護者負担軽減に係る制度の創設及び財源措置を

要望して、同じく指定都市教育委員会協議会といたしましても、文部科学省に対して重ねて要

望したところであります。 

 国におきましては、昨年６月に閣議決定されましたこども未来戦略方針の中で、小・中学校

の給食実施状況の違いや法制面等も含め、課題の整理を丁寧に行い、具体的方策を検討すると

示されております。 

 また、今年６月に閣議決定されました経済財政運営と改革の基本方針2024、いわゆる骨太の

方針でございますが、そこにおきましても、学校給食無償化の課題整理等を行うと示されてお

ります。今後も国の学校給食費に関する動向を注視しつつ、引き続き国への要望も行ってまい

りたいと考えております。以上でございます。 
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○議長（田仲常郎君）産業経済局長。 

○産業経済局長（柴田泰平君）最後に、学校給食についてのうち、有機農業についての目標を

見直し、有機栽培農家を増やし、有機農産物を給食に活用する道を切り開いていくべきである

との御質問にお答えいたします。 

 有機農業は環境に与える影響が少なく、持続可能な生産方法であります。そのため、北九州

市では、環境負荷軽減の施策の一つとして有機農業を推進しております。推進に当たりまして

は、取組を行っていない農家に対しまして、総合農事センターでの試験結果などの情報を提供

し、有機農家数を増やす働きかけを行っております。また、有機農家に対しては、今年７月に

勉強会を開催し、各農家の技術向上や情報交換に取り組んでいるところでございます。 

 しかしながら、有機農業には、通常の生産と比べて収穫量や品質が不安定となるほか、周囲

の農家の理解が必要であるといった課題があり、有機農家数はあまり増えていないのが現状で

ございます。さらに、勉強会の場で有機農家からは、手間に見合った価格で販売することが難

しい。販売ルートの開拓等に手間がかかる等の声も聞いてございます。 

 そのため、今後は農家の関心を高める新たな試験栽培の実施や先進事例の紹介、有機農家の

勉強会を継続し、栽培技術のレベルアップや共通の課題解決の検討等を行っていくこととして

おります。これらの取組と並行しまして、教育委員会とは、有機農産物の学校給食への活用に

ついて研究を続けており、仕入価格や調達ルートなど、様々な課題を共有しているところでご

ざいます。 

 なお、議員御指摘の農林水産業振興計画に掲げた有機農業の試験実施件数の目標見直しにつ

きましては、来年度の中間見直しの中で検証する予定であります。北九州市としましては、引

き続き有機農家の増加等に向けた取組を粘り強く行うとともに、教育委員会とも連携して研究

を続けてまいります。答弁は以上でございます。 

○議長（田仲常郎君）44番 永井議員。 

○44番（永井佑君）答弁ありがとうございました。 

 まず、学校給食の問題についてです。 

 今、教育長の答弁の中で、学校給食法記載の保護者負担が語られました。それでは、現在４

割まで広がった無償化自治体は法令違反とか、そういうことではもうない、そういう状態でな

いと思います。そもそも、コロナ禍で物価高で生活が大変な中、国が無償化しないから、何と

か自治体として支援しないといけないという、そういう動きがあるわけです。国会で岸田首相

が自治体による無償化を妨げないと言ったから、全国で一気に広がっているわけです。全国で

広がるそうした流れに逆行して、保護者負担、もう今ずっと言われていると思います。その答

弁というのは極めて不誠実だと思います。 

 給食費は全国で４割が無償化の道を歩んでいます。全国各地で議会ごとに無償化を決める自

治体が生まれています。最近では、岡垣、中学生は半額です。芦屋で無償化が決まっていま
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す。そうした全国の実態が、全国の流れが見えていない。市民感情からもかけ離れた答弁だと

強く指摘しておきます。 

 北九州市では、学校給食の無償化を求める団体も結成され、現在１万8,000筆を超える署名

が集まっているそうです。どこでもほかの自治体でもやっているのに、なぜ北九州市はできな

いのか、子育てナンバーワンなんだからやってほしい。物価高で生活が大変だから助けてほし

いと、どんどん署名も集まっていると聞きます。 

 この間の議会質問では、ほかの会派の議員の皆さんも取り上げられています。今日以降も取

り上げる方もいらっしゃると思います。私たちは、学校給食は食育であり、教育なのだから、

義務教育は無償という憲法どおりに無償化すべきと考えます。予算は優先的に措置されるべき

だと考えます。一部補助や学年で補助額を変えるなどという考えとは違う部分もありますが、

皆さんと共有しているのは、そもそも国が早期にやるべきこと、そして、何とか保護者負担軽

減をできないかということだと考えます。その上で、この問題、お金がないからできないを繰

り返し答弁されているわけですが、そこの発想を転換する質問を今日改めて伺いたいと思いま

す。 

 公益社団法人福岡県自治体問題研究所の試算によると、30億円の給食費を無償化した場合、

生産波及効果があり、ＧＤＰにして20億円増加するとしています。経済効果としてよく言われ

るのは、給付金や減税分が将来不安などを背景に貯蓄に回ってしまうのではないかということ

です。しかし、コロナ禍から長引く物価高、最近は米の価格高騰など起こっています。物価高

はすぐには収まらないことが想定されており、給食費の無償化は、その結構な割合が貯蓄では

なく、食材や日用品などの生活費や子供の関係の費用に回る可能性が高いと第１質問でも紹介

しました。教育長もその内容を答弁されたと思います。 

 実際、市民から話を聞くと、無償化されたら結構我慢している部分があるから、その分を食

費に充てるとか、年間５万円程度浮くから、子供の新しい習い事の費用にしたいという声が寄

せられています。給食費の無償化をただの費用として捉えるのではなく、無償化する分以上に

経済を回すことにつながる点に注目すべきです。 

 また、無償化によって給食費の徴収の事務作業に関わる費用がかからなくなるなど、先に予

算立てされることにより、調理業者や仕入れ業者への安定した支払いができるようになって、

ほかの自治体ではそのような効果も生まれています。全国の４割の自治体で、何とか市民生活

を支えよう、給食は食育であり教育の一環であるから無償化をしようと決断が広がっているわ

けです。もちろん、国が早急に無償化を決断するよう引き続き促していくことが前提ですが、

国が無償化するまでは、本市でも学校給食の無償化を決断すべきと考えますが、答弁をお願い

します。 

○議長（田仲常郎君）教育長。 

○教育長（田島裕美君）質問の中で、永井議員が世帯の可処分所得を増やすことになるという
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御指摘がございました。私も確かにその分が節約になって、家計で言うと、何かそういうふう

な教育に回るかもしれないということは理解はしております。 

 その可処分所得というところの考え方は、基本的にはいわゆる私ども行政のやはり財政運営

も同じような部分がございまして、具体的に先ほどの質問の中で、予算の僅か0.5％、32億円

は予算の僅か0.5％という指摘がございました。令和６年度の予算で申し上げますと、教職員

の人件費を除きますと、教育委員会の事業費は239億円でございます。0.5％ではなくて、先ほ

どの32億円は、１割を超して13％か14％ぐらいに匹敵する額になります。この239億円の中

で、子供たちの安心・安全、先ほどのエアコンの話もございましたけれども、老朽化対策だと

かハードの整備、それから、本当に教材教具等の学校の運営費、そういうものを全て賄ってお

りますので、やはり優先順位を考えますと、私どもとすればなかなか厳しいという判断に立た

ざるを得ません。以上でございます。 

○議長（田仲常郎君）44番 永井議員。 

○44番（永井佑君）13％と言われましたけど、それだけ教育予算が少ないということなんです

よ。そこを問題意識として持っていただきたいと思います、全体的に。 

 この経済効果については、私が調べた無償化自治体の中では、保護者アンケートを実施し、

無償化は家計を助け、浮いたお金は食費や子供の教育費に使っていると出ている自治体が幾つ

かありますし、無償化を予定している自治体でも、事前アンケートを行い、家計の負担軽減に

つながり、子供のために使いたいという結果が報告されています。私たちは今すぐにでも無償

化して生活を支えて、保護者負担を軽減すべきと考えますが、この点、無償化した際にどうな

るのか。市長は北九州市基本計画の中で、2033年度にはＧＤＰを４兆円と成果目標を掲げてい

ます。ＧＤＰの５割強が個人消費と言われます。無償化によって子育て世帯の個人消費を増や

すことにもつながると考えます。経済波及効果等について専門家を交えて研究が必要じゃない

ですか。それくらいできると思いますけど、どうですか。 

○議長（田仲常郎君）産業経済局長。 

○産業経済局長（柴田泰平君）給食の無償化でその浮いたお金の経済効果ということでござい

ますけれど、その検証をちょっと今私どもで実施しようという考えは特に持っていないわけで

すけれど、ただ、一人一人の所得を増やして可処分所得を上げていくという考え方は、私ども

としてもしっかりやっていきたいと思っていますけど、給食の原資を使ってどうこうというこ

とは、今はちょっと考えてございません。以上です。 

○議長（田仲常郎君）44番 永井議員。 

○44番（永井佑君）一応、教育委員会としては経済効果があるかもしれないという答弁をされ

ているわけですね。先ほどの産経局長の答弁というのは、合理的答弁では僕はないと思います

し、その具体的な考えがあるんだったら答弁してくれませんか。 

○議長（田仲常郎君）産業経済局長。 
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○産業経済局長（柴田泰平君）その32億円でどれぐらいの効果があるかということかなと思い

ますけれど、そこにつきましては、今私どもがそれでどのぐらいの効果があるかということを

計算するというか、試算をして検証するという考えは、先ほど申し上げたとおり、今の段階で

は持っておりません。その30億円でどの程度の効果があるかということについては、先ほど議

員もおっしゃったとおり、20億円か幾らかと、その試算自体がどの程度確からしいかという判

断基準を私は持ち合わせておりませんけど、一定程度効果があるということは間違いないかな

と思っております。以上です。 

○議長（田仲常郎君）44番 永井議員。 

○44番（永井佑君）ぜひ研究をしていただきたいと思います。これ以外にも子育て支援の一環

で保育料の第２子以降の無償化とか、それは子育て世帯の負担軽減ということでいいと思いま

すけど、その効果というのも今後検証していく必要があると思います。答弁の中で、保護者負

担という話もありましたが、持つべき視点はそこではなく、いかに本市の実情を考慮し、制度

をつくるかです。 

 大阪市では令和２年度から無償化を実施しています。必要な財源は77億円、一般会計で見る

と約0.4％分で、本市と割合的には変わりません。当初、国からのコロナ交付金を使っていま

したが、今は市の単独予算で実施しています。大阪市の担当者は、子育て負担の軽減、物価高

対策としても有効だとしていますが、一番大事なところは義務教育である学校給食は食育であ

り、無償化であるべきという考えの下、実施していると話されていました。 

 私は、実施自治体の調査を行ってきましたが、どこの自治体も大変だけど必要な取組とし

て、予算の使い道の優先順位を上げているのが特徴だと実感しています。経済波及効果につい

て研究しながら、無償化自治体の実態も聞き、必要な施策として本市でも優先順位を上げて取

り組むべきです。この点について市長から答弁いただきたいと思います。 

○議長（田仲常郎君）産業経済局長。 

○産業経済局長（柴田泰平君）すみません。繰り返しで恐縮ですけど、効果があることは今お

っしゃったとおりだと思います。ただ、そのお金のボリューム的に言うと、その30億円の効果

としてもあるわけでありますけれど、そのこと自体は認識していますけど、それについて、検

証という、ステージというか、そういうことをする必然性というのが、まだちょっと私どもと

しても理解できていないので、今の時点ではそこをするという考え方はないです。ただ、そう

やって可処分所得を増やして、しっかりと経済を盛り上げていくということについては、もう

まさにおっしゃるとおりだと考えております。以上です。 

○議長（田仲常郎君）44番 永井議員。 

○44番（永井佑君）ぜひ研究を、検討も、効果について検証していただきたいと思います。 

 次に、体育館のエアコン設置についてです。 

 部活動とか教育活動に影響していると。でも、要するに金がないということでした。質問し



－262－ 

た中で、中学校の部活動の話をしました。熱中症警戒アラートが出され、屋外ではもちろんの

こと、体育館での部活動ですら、この猛暑の中でできなかったといいました。来年以降も長期

的に暑くなっていくことは容易に想像できることであり、何か対策を打たなければ、夏休みの

期間は部活動ができないなどの事態が生まれるかもしれません。市としてこの問題については

どのように考えていますか。 

○議長（田仲常郎君）教育長。 

○教育長（田島裕美君）いわゆる教育だとか部活だとかのやり方を工夫する中で、例えば体育

館を使わずに、授業の場合ですけれども、教室で何かできるとか、あるいは体育館を使わずに

エアコンの効いている特別教室あるいは普通教室で基礎的な何かをするだとかというようなこ

とはいろいろと工夫はしております。以上です。 

○議長（田仲常郎君）44番 永井議員。 

○44番（永井佑君）第１質問でも紹介しましたが、宗像市は、従来のエアコンのみの対流式で

は温度むらができてしまうため、ふく射式空調システムを採用して、パネルからふく射効果に

よりむらのない室内温度を実現しています。イメージ的にはコンビニとかスーパーの冷凍庫と

か、体を直接冷やすというものです。ふく射式空調システムは、空気を循環させず、天井や床

から冷たい空気や熱を放射させ、体育館で活動する人へ直接伝わり、競技にも影響を与えませ

ん。立ち上がりが早く、エネルギーコストも少なく、学校体育館のように頻繁に入り切りが必

要な場所に適しています。子供たちも快適に活動ができているそうです。北九州市をモデルに

しています。本市は総合体育館の設備、研究されたことあるんでしょうか。 

○議長（田仲常郎君）教育長。 

○教育長（田島裕美君）これ総合体育館の第２競技場というんでしょうか、そちらでエコウィ

ンハイブリッド方式という形で取り入れられたということは、私どもも把握はしております。

なので、研究したかといいますと、そういうふうな情報は収集はしております。以上です。 

○議長（田仲常郎君）44番 永井議員。 

○44番（永井佑君）研究していないということですね。この空調設備は、ばく大なお金を費や

してやれと言っているわけではないんですね。国の補助金があるから活用したらどうかと言っ

ています。しかも、この空調設備は北九州市の総合体育館ですね、いろんな自治体が視察にも

来ているそうです。無駄もなく電気代も安い。私も先日総合体育館に行って聞いて見てきまし

た。あの広い空間でありながら、30分もあれば空調の効果が出るという説明を受けました。そ

うした空調を設備設置していくことにより、部活動が保障できる、そして、避難所としての機

能も向上させることができるわけですね。何よりも市民の生命を守るため、この子供たちのス

ポーツ活動の保障のためにも、本市を見習った宗像市を今度は逆に見習って、体育館への空調

設備、検討したらどうですか。せめて研究というか調査するだけでもいいんじゃないですか。 

○議長（田仲常郎君）教育長。 
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○教育長（田島裕美君）ちょっと私の説明がまずかったかもしれません。宗像市は、緊急防

災・減災事業債という総務省のいわゆる防災の事業に充てる起債を使っております。７割が交

付税措置として後ほど戻ってくるということで、自治体負担は３割。自治体負担が３割という

ことは、やはり私どもの予算の枠内で考えますと、ちょっと非常に厳しいかなというところ

で、いろんな研究は、ほかの何か制度はないかということは、学校の安全・安心の関係だとか

で、ハードの関係はずっと研究しているところでございます。以上でございます。 

○議長（田仲常郎君）44番 永井議員。 

○44番（永井佑君）給食の問題も、子供たちが毎日暮らす環境とか、いかに教育予算が低い

か、これは北九州市だけの問題ではないと思います。日本全体の教育予算がいかに低いかとい

う問題が、自治体にしわ寄せを食らっているということを改めて実感をしました。 

 全市民へのエアコンの購入助成ですね、局長から答弁がありました。次に、質問を変えま

す。 

 本市では、６月に生活保護利用者及び低所得者へのエアコン設置・修理費、電気代助成等を

求める陳情が出され、まずは保護世帯において、生活保護世帯においてエアコン未設置の数を

調査すべきとのやり取りがされています。その後、生活保護受給世帯でエアコンが設置されて

いない、故障して使用できていないなどの世帯は幾らあるか調査されましたか。 

○議長（田仲常郎君）保健福祉局長。 

○保健福祉局長（武藤朋美君）本市の生活保護世帯のエアコンの保有状況、また、保有してい

ない世帯がどのような対応をしているかというところでございます。生活保護世帯のうち、長

期入院されている方とか施設に入っている方を除く在宅生活の世帯がおよそ１万5,500世帯あ

るんですが、そのうちエアコンを保有していないことが確認できた世帯はおよそ950世帯であ

りまして、率にして６％ほどということでありました。以上でございます。 

○議長（田仲常郎君）44番 永井議員。 

○44番（永井佑君）950世帯ということです。にもかかわらず、第１答弁では、貸付けや家計

のやりくりをしてもらうという答弁をされました。 

 近年の記録的猛暑の状況下において、エアコンは生活必需品となっています。しかし、生活

保護世帯のエアコン設置については、生活保護開始時などにおいて、特に熱中症予防の必要性

がある世帯、高齢者や障害者などに限られています。要件に該当しない生活保護世帯は、毎月

の保護費をやりくりしたり、社会福祉協議会が実施する生活福祉資金の貸付制度を利用するし

かない状況です。実際には、物価高の中でエアコンなんて購入できるまでためられないと。何

年かかるのかという声もあります。保護費の中からやりくりをしていくことは困難で、購入を

ちゅうちょするケースが多く見受けられます。 

 先ほど局長は国においてやっていくのが基本という答弁をされましたが、奈良県生駒市で

は、エアコンを未設置もしくは故障して一台も使用できるエアコンがない世帯を対象に給付事
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業をつくって、担当ケースワーカーの伴走支援により、設置を進める制度を開始しています。

生駒市において、生活保護を受給中の世帯で、住宅内にエアコンが未設置または使用できるエ

アコンがない世帯が対象であり、給付額は上限10万円、うちエアコン購入費６万7,000円、設

置工事費３万3,000円とのことです。設置対象は生駒市内の家電販売店または電気工事業者等

から購入、設置するものとして、地元業者の仕事をつくって地元経済を回していこうという視

点も持ち合わせています。生駒市の担当部長は、エアコン設置は最低限度のものだから収入認

定しないとも言われています。 

 本市では950もの世帯がエアコン未接置という状況です。第１質問でも触れましたが、夏の

暑さは毎年記録更新して、約６割が屋内にいながら熱中症で救急搬送され、昨年に比べて40％

増加しています。危険な状態にあった重症者も10人と報告されています。このような状況で、

貸付けや家計のやりくりでエアコン購入や修理をさせ続ける状況でいいと思っているんでしょ

うか。他都市を見習って制度をつくるべきじゃないですか。 

○議長（田仲常郎君）保健福祉局長。 

○保健福祉局長（武藤朋美君）幾つかの都市でそういった個別の支給制度を今設置していると

いうところはあるかと思いますが、先ほども申し上げましたように、本来は生活保護の保護費

のやりくりによって計画的に購入していただくものとされておりますし、また、購入が困難な

場合は貸付制度の御利用をお勧めしているというところでございます。 

 今回、この夏、やはり暑さがかなり厳しい、長く続いているというところがありますので、

熱中症に特に注意しなければならない方、生活保護受給者の方では多くいらっしゃいますの

で、そういった方にはきちんと支援をさせていただいている、熱中症予防対策の取組という形

でいろいろな声かけをさせていただいている等ございます。 

 また、生活保護制度は法定受託事務で、国の定める通知等に基づき運用することとされてお

ります。生活保護の基準額についても厚生労働大臣が定めることとされております。例外的

に、新規ですね、新たに保護を開始する際ですとか、災害等で一定の要件を満たす場合に、臨

時の経費として保護費を支給すること等を、一定程度エアコンの整備に関しても考慮をされて

いるところでございます。私どもとしましては、引き続き国に対して実施することは基本とい

うことがありますので、政令市等と連携をして国に対して要望していきたいと思っておりま

す。以上でございます。 

○議長（田仲常郎君）44番 永井議員。 

○44番（永井佑君）声かけと言われましたが、いつまでやるんですかね、そういうの。やりく

りする余裕がない。エアコンがない中で生活する市民に、局長はそのままその答弁言えますか

ね。屋内にいながら熱中症になる人が９割という結果も示しました。 

 消防局に伺いますが、今年の救急搬送者の急増で、エアコンを部屋に設置するということは

急務という認識じゃないんですかね。 
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○議長（田仲常郎君）消防局長。 

○消防局長（岸本孝司君）熱中症の予防対策としては、エアコンを設置するということは有効

だと考えますが、消防局のほうから、それがどの程度かということは、ちょっとこの場でお話

しするような感じではないと考えております。以上です。 

○議長（田仲常郎君）44番 永井議員。 

○44番（永井佑君）ちょっとよく分かりませんでしたけど、要するに、西日本新聞でも、暑さ

を避けて室内で過ごす際も、エアコンを適切に使ってほしいと消防局からコメント出していま

すよね。ということは、消防局の認識は記事のとおりだと思いますけど、これまでの本市執行

部の答弁では、エアコン設置に助成しないと。貸付け、家計のやりくりだけでこのまま放置を

すると。国には求めますけど、放置をするということなんですね。貸付けについて案内してい

るとおっしゃっていましたね。ただ、ちゃんと必要な提出物が何なのか、手順など記載したチ

ラシなどを作って、950世帯全員に手渡しして、制度の案内とかしているんですかね。 

○議長（田仲常郎君）保健福祉局長。 

○保健福祉局長（武藤朋美君）貸付制度の御案内をしているというところであります。具体的

に必要な貸付制度を検討したいということであれば、詳しいことを御紹介する形になっている

と思います。以上でございます。 

○議長（田仲常郎君）44番 永井議員。 

○44番（永井佑君）申出があればということだと思いますけど、制度も十分に案内をしていな

いと思いますね。当事者から声が上がるまで待ち続ける姿勢を取っているのが明らかになった

と思います。かつての水際作戦を行っていた生活保護行政から本市は何を学んでいるのか。助

成制度をつくるのが一番ですが、貸付けを案内して、エアコンの修理とか購入ができるまでの

伴走支援ぐらいやるべきだと思います。それぐらいやる方針出していただけませんか。 

○議長（田仲常郎君）保健福祉局長。 

○保健福祉局長（武藤朋美君）先ほど貸付制度の詳細についての御案内というところは、御相

談があれば詳しいところを御紹介するとお答えしたんですが、エアコンを保有していない世帯

には、購入が日常の生活費から賄うことが難しいということであれば、貸付制度があるので、

その制度を御案内するという形にしていると思います。伴走支援という形で言いますと、ケー

スワーカーは日頃から日常生活のやりくりに関しても、その世帯の状況を確認した上で適切な

指導、支援をしていると思っております。以上でございます。 

○議長（田仲常郎君）44番 永井議員。 

○44番（永井佑君）知らない世帯がないように、広報、周知徹底をぜひやっていただきたいと

思います。 

 最後に、補聴器購入助成についてです。 

 この間、補聴器助成をしている自治体は286自治体あると言いましたが、岡山市では８月か
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ら始まっています。160件分の想定で予算を割いていますが、市政だよりで１度広報しただけ

で、たった１か月で70件の申請があったそうです。議会には、地元の市民、耳鼻咽喉科のドク

ターなどから要請が多数あって、海外のデータまで示されて、難聴の早期発見が大事だとして

市が判断をしました。独自にこれから啓発活動もいろいろやっていくそうなんですが、再度別

の角度で聞きますが、国の調査結果が出ています。それを受けて、市としての見解、具体化を

ぜひやっていただきたいと思います。 

○議長（田仲常郎君）保健福祉局長。 

○保健福祉局長（武藤朋美君）国の調査結果、研究はまだ継続しているということと、国での

全国統一の制度創設というところを市としては求めていきたいと考えております。以上でござ

います。 

○議長（田仲常郎君）44番 永井議員。 

○44番（永井佑君）もう国の結果は出ていますし、やっているところは、国のデータは国のデ

ータですと。そうじゃなくて、地元の問題をどうやって解決するのが地方自治体の役割です。

ぜひやってください。以上です。 

○議長（田仲常郎君）ここで15分間休憩いたします。 

午後３時30分休憩 

午後３時45分再開 

○副議長（本田忠弘君）休憩前に引き続き、会議を開きます。 

 一般質問を続行いたします。17番 松岡議員。 

○17番（松岡裕一郎君）皆様こんにちは。公明党の松岡裕一郎でございます。公明党会派を代

表して一般質問させていただきます。 

 残念ながら、いろいろ登壇の前にあるんですけども、質問が多岐にわたるため、早速ですが

質問を始めさせていただきます。よろしくお願いします。 

 初めに、今後の自治会、町内会の在り方についてお伺いいたします。 

 本市の自治会加入率は、令和５年度60.0％と毎年１ポイント程度減っており、今後50％台に

なる可能性があります。私も８年前から校区相談役をお受けし、また、昨年から町内会長もお

受けし、自治会、町内会のお手伝いをさせていただいております。私の実感においても、町内

の高齢の方が長期入院したり、お亡くなりになったり、介護施設に入所するなどして、自治

会、町内会への加入ができなくなってしまう事例があります。 

 しかしながら、高齢者の見守りや地域コミュニティーの活性化、地域防災などを考えると、

自治会、町内会の活動は当然ながら依然重要です。数年後には加入率が50％台に陥ると予測さ

れる中、今後の自治会、町内会の在り方について、新たな施策を打つべく検討する時期なので

はないかと考えています。 

 今後の自治会、町内会についての課題は様々です。例えば、小倉北区や小倉南区にまたがる
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地域や、町内の区分けと小学校の区分けが違う地域など、自治会長などから昔から踏襲した町

内や校区の分け方がおかしいのではないか、もっと実情に合わせた在り方を検討すべきなどの

意見があります。 

 そこで、お伺いします。 

 自治会、町内会について、従来からの区分けをそのまま踏襲するのではなく、現在の小学校

区や地域住民のコミュニティー単位に合わせて再編することで、皆さんがより自治会、町内会

に参加しやすくなるのではないかと考えます。 

 そこで、ぜひ行政が中心となって校区や自治会、町内会の間に入り、今後の自治会、町内会

の区域の在り方などについて議論を行うべきと考えますが、見解をお伺いします。 

 あわせて、市長にもぜひ一つ一つの個別の校区の中に入っていただき、地域課題について懇

談していただきたいと考えますが、見解をお伺いします。 

 次に、市民センターの効率化、ＤＸの推進についてお伺いします。 

 市内の各地域にある市民センターについては、利用率が高いところもある一方、利用率が低

いところも多いと伺っており、利用率の向上のために市民センターの在り方や利用基準の見直

しなどについて議論すべき時期に来ているのではないか、またあわせて、市民センターの業務

の効率化やＤＸについて、もっと推進すべきではないかと考えています。ＤＸについては、例

えば、会場申込みについては、多くの書類、紙などが存在していますが、ｋｉｎｔｏｎｅなど

のローコードツールを使って電子申請システムをつくることにより紙を減らすことができ、経

費削減につなげるなどができるのではないかと考えています。 

 そこで、お伺いします。 

 市民センターの業務の効率化やＤＸの推進、利用基準の見直しなど、今後の市民センターの

在り方について議論を行い、改善を図っていくべきではないかと考えますが、本市の見解をお

伺いいたします。 

 次に、単身高齢者、障害者、大家にとっても安心な住まいの相談窓口の充実についてお伺い

します。 

 2024年４月に国立社会保障・人口問題研究所が発表した日本の世帯数の将来推計・全国推計

によると、単身世帯の高齢者が2050年には1,084万人まで増加する見通しであり、前回の推計

を150万人上回り、予想を超えるペースで単身高齢者が急増しています。また、９年後の

2033年には、日本の１世帯当たりの人数は平均1.99人となり、初めて２人を下回り、2050年に

は独り暮らしの高齢者男性の６割近くが未婚になるという推計もあり、専門家も驚きを持って

受け止めています。 

 本市における単身高齢者世帯は、平成12年の３万9,122世帯から令和２年は６万5,358世帯に

増加しており、この20年間で約1.7倍に推移、令和６年の推計も約６万9,000世帯にまで増えて

おり、今後もこの傾向が続くと予想されています。それに伴い、単身高齢者が転居時などに入
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居を断られる入居困難事例の相談や、単身高齢者の方が亡くなり、保証人がいないために残っ

た家財道具の処分に困る大家さんなどの相談が増えています。 

 そのような中、公明党の推進で、単身高齢者や障害者など住まいの確保が困難な方への支援

を強化するとの立法趣旨の下、改正生活困窮者自立支援法が成立しました。この改正法では、

自治体が住まいに関する相談支援を行うことを明確化、物件探しや契約、居住中の見守り、退

去時における支援事業を法制化し、家賃の安い住宅への転居費を補助する仕組みを創設しまし

た。 

 そこで、この法律が一部を除き2025年４月１日に施行されることを見据え、２点お伺いいた

します。 

 １点目に、単身高齢者や障害者などが転居などをする際、保証人がおらず入居困難な場合の

相談窓口として、各区役所などに相談窓口を整備して、身近で寄り添った対応をするととも

に、必要に応じて専門家や民間団体へつなぐなど、安心な住まい確保のための入居相談窓口の

充実を図るべきと考えますが、本市の見解をお伺いいたします。 

 ２点目に、賃貸住宅で単身高齢者などが亡くなった場合に、残った家財道具、いわゆる残置

物の処分に困った大家さんからの相談が多く寄せられています。入居者が大家と国土交通省の

残置物の処理などに関するモデル契約条項などを参考に契約を結んでいればよいのですが、そ

うでない場合、大家が裁判所に申立てを行い、管財人の選定や多額の申立て金が必要になるた

め、解決に困っている現状があります。 

 そこで、先ほど述べた各区役所などの相談窓口で賃貸住宅の大家さんなども気軽に相談でき

るようにし、不動産団体や弁護士などの専門家とも連携して相談窓口の充実を図るとともに、

大家さんやオーナーさんに窓口や制度の周知を図っていただきたいと考えますが、本市の見解

をお伺いします。 

 次に、不登校支援の教員配置についてお伺いします。 

 文部科学省は、不登校やいじめの対応に専任で当たる生徒指導担当教師を、約9,000ある公

立の全中学校に配置する方針を決め、2025年度から４年かけて進める計画で、来年度予算の概

算要求に、まず、1,380人を配置するための関連経費を盛り込むとの報道発表がなされまし

た。 

 そこで、本市においても、教員の負担軽減はもとより、不登校生徒や保護者の支援のため

に、国の動向を注視しつつ、来年度早々に生徒指導担当教師を配置できるように検討、準備を

すべきと考えますが、本市の見解をお伺いいたします。 

 最後に、子供の権利を守る第三者機関の設置についてお伺いします。 

 本年８月６日に、23団体に及ぶ福祉団体、経済団体の方々との意見交換の場として、公明党

北九州総支部主催の政策要望懇談会を開催いたしました。その中の一つの団体のＮＰＯ法人子

どもウエルビーイング研究会の方から、子供の権利を守る第三者委員会の設置について強く要
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望を受けました。団体からは、子供の権利を守る観点から、独立性のある機関の設置を要望さ

れています。 

 子供基本条例を設置し、第三者機関を制度化している他都市の例としては、政令市では川崎

市の川崎市人権オンブズパーソン条例、名古屋市の名古屋市子どもの権利擁護委員条例、札幌

市の子どもの権利救済機関などがあり、その他の地方自治体でも第三者委員会を設置し、子供

の権利救済、相談に関する規定を置いている自治体が増えています。 

 そこで、お伺いいたします。 

 本市においても、子供の権利について本市の市長部局や教育委員会などと公平、公正かつ対

等に話合いができ、是正勧告などができる第三者機関の設置を検討すべきと考えますが、本市

の見解をお伺いいたします。 

 以上で私の第１質問を終わらさせていただきます。 

○副議長（本田忠弘君）市長。 

○市長（武内和久君）市民センターの効率化、ＤＸ化の推進について、業務効率化、ＤＸ、利

用基準の見直しなど、市民センターの在り方の改善を図っていくべきとのお尋ねがございまし

た。 

 地域活動の拠点である市民センターを多くの方に御利用いただくために、利用基準の見直し

や業務の効率化、ＤＸなど、今後の在り方を議論し、改善を図っていくことは重要なことと認

識をしております。 

 現在の市民センターの利用状況は、令和５年度で有償貸付部分については稼働率が15.9％と

低く、現場からは若者や子育て、現役世代の利用が少ない、ＮＰＯ法人等から受講料がかかる

有料イベント等を行いたいなどの声をいただいているところであります。 

 これらを踏まえまして、利用基準の見直しにつきましては、１つは、新たに追加する活動内

容などの基準を明確化するとともに、２つ目には、地域活動が維持されるように、通常利用と

新たに追加される活動内容とで予約の開始時期や使用料に差を設けることなど、来年度の実施

に向けて検討を進めております。 

 また、業務の効率化、ＤＸにつきましては、現在の利用申請の手続では、１つは、空き状況

を電話または来館して確認し、そして２つ目に、紙の申請書を手書きで記入して提出する必要

があるなど、デジタル化の取組が遅れていることから、オンライン予約システムの導入に向け

た検討を行ってまいりました。 

 このシステムの導入によりまして、利用者はウェブ上で空き状況の検索や予約が可能、市民

センター側も予約の問合せや受付業務、集計作業の省力化が図られるなどの効果が期待でき、

来年度中の実施に向けて調整を進めているところでございます。 

 今後とも、利用者の皆様などの御意見も聴取をしながら、分かりやすいルールづくりやＤＸ

による利便性の向上に努め、若者や子育て現役世代の利用が増加し、地域活動へとつながって
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いく好循環の創出を目指してまいります。以上でございます。 

 残りは担当局長等からお答えいたします。 

○副議長（本田忠弘君）総務市民局長。 

○総務市民局長（三浦隆宏君）今後の自治会、町内会の在り方についての御質問のうち、校区

や自治会の区分けが異なる地域について行政が間に入り、今後の区域の再編を議論すべき、市

長も個別の校区に入り、地域課題について懇談していただきたいがという２つの質問にまとめ

てお答えいたします。 

 自治会、町内会は、住民自らが結成し自主的な運営を行う団体であり、地域の安全・安心、

防災、まち美化など暮らしの根底を支える地域コミュニティーの中心的な役割を担っていただ

いております。 

 御指摘の行政区や小学校区の区域につきましては、人口規模や道路、河川等の地理的状況等

を踏まえまして北九州市が決定しております。一方、自治会の区域につきましては、住民の自

主的な意思によりまして、歴史的な背景や設置目的等、地域の実情に即した区域をもって編成

されておりまして、行政区や校区と合致していないケースがあることは承知しています。 

 自治会の区域を再編することにつきましては、これまで各地域で行われていた様々な活動の

統合、分割となることや、住民の合意を得ることなど慎重な対応が必要となります。このよう

なことから、関係する団体におきまして十分な話合いの下で解決していただく必要があると考

えておりますが、地元からの御要望がありましたら、検討の場の設定等、北九州市としてでき

る協力は行っていきたいと考えております。 

 次に、個別の校区における地域課題の懇談につきましては、これまでも地域の抱える課題を

把握するため、担当部局が自治会やまちづくり協議会の役員を訪問し、活動に関する現状や課

題についてヒアリングを行っております。このヒアリングの中で、それぞれの自治会等の課題

を把握し、支援メニューの紹介や活動への助言等、地域の実情を踏まえた対応を行っていると

ころです。 

 地域課題の把握につきましては、これまでと同様に、それぞれの自治会に関する課題や要望

等に迅速に対応し、支援策を着実に実施するために、まずは担当部局が対応することが基本と

考えております。一方で、市政運営におきまして市民参画を重視する観点から、状況に応じた

様々な手法で、市長自ら多くの市民や関係団体との意見交換や意見聴取を実施してまいりまし

た。 

 今年度から、市政に関する市長との対話、懇談の場といたしまして、各区の自治総連合会の

役員や婦人団体代表者等との意見交換を行っております。この意見交換会では、参加された方

から、各区の将来像やまちづくりの方向性等につきまして貴重な御意見をいただいているとこ

ろです。 

 また、各校区や自治会の行事、イベント等に伺った際にも、地元の方々から地域の状況など
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を直接伺っているところです。今後も、市長をはじめとして、組織全体で市民参画のための

様々なチャンネルを大切にしながら、地域が抱える課題を把握していきたいと考えておりま

す。以上です。 

○副議長（本田忠弘君）保健福祉局長。 

○保健福祉局長（武藤朋美君）次に、単身高齢者、障害者、大家さんにとっても安心な住まい

の相談窓口の充実について、区役所等に相談窓口の充実を図るべきというお尋ねと、専門家と

連携した相談窓口の充実や大家さんへの窓口制度の周知を図ることについての２点にまとめて

お答えいたします。 

 住まいは生活の基盤であり、単身高齢者や障害者等の居住の安定確保を図ることは重要と考

えております。単身高齢者の増加や持家率が低下する中で、住まい確保支援のニーズは今後ま

すます高まるものと思われます。 

 また、孤独死や周辺とのトラブルのおそれから、単身高齢者等の入居にちゅうちょする家主

の方も多く、住宅確保要配慮者が賃貸住宅に円滑に入居し、住み続けられるよう、家主等への

支援も必要となってきております。 

 こうした状況から、今年４月に生活困窮者自立支援法の一部が改正され、自立相談支援機関

等に住まいの相談対応や支援へのつなぎ、また、家主、不動産業者等からの相談対応、それか

ら、各種福祉窓口からの相談対応、また、物件の情報収集、支援ニーズの把握など、主に４つ

の機能を有する総合相談窓口を設置する強化策が示されたところでございます。 

 北九州市では、これまでも法に基づき、高齢者等の円滑な住宅確保のための幅広い相談や支

援に対応してまいりました。具体的には、ホームレス自立支援センター内に住まい支援センタ

ーを設置し、区のいのちをつなぐネットワークコーナーや地域包括支援センター等を通じまし

て、市民からの相談を受け付け、課題把握や分析、入居マッチング等を実施しております。 

 加えて、家主の方や不動産業者等からの相談対応、物件や支援等の情報収集など、改正法で

示された４つの機能と同様の支援を実施しているところでございます。 

 また、入居時の相談や家賃債務保証、見守り、残置物処理などの支援を行う居住支援法人が

市内で14団体活動しておりまして、単身高齢者等の円滑な入居や、家主等の不安の軽減につな

げております。 

 さらに、平成24年度から不動産関係団体等と共に居住支援協議会を設置し、住居確保の支援

に関する情報交換など、関係者同士の連携を図るとともに、各区役所の窓口におきまして、高

齢者等の住まい探しに関する情報提供なども行っております。 

 このように、北九州市では単身高齢者等の住宅確保要配慮者や、家主からの相談を受け付け

る体制を既に整備していますことから、議員お尋ねの住まいの相談窓口の充実につきまして

は、既存の窓口を有効活用して取り組んでいきたいと考えております。 

 また、家主の方の不安や負担を軽減できるよう、不動産団体や弁護士等の専門家と連携しま
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した相談窓口の充実や制度の周知につきましては、住宅部局と連携して対応していくこととし

たいと考えております。今後も単身高齢者等が住み慣れた地域で安心して生活できるよう、住

まい確保の支援に努めてまいります。以上です。 

○副議長（本田忠弘君）教育長。 

○教育長（田島裕美君）国が概算要求で示した不登校対策の生徒指導担当教員の配置につい

て、早々に配置できるように検討、準備をすべきだということに対しての答弁を差し上げま

す。 

 国及び北九州市の不登校の児童生徒数は年々増加をしております。対策の強化が喫緊の課題

となっております。不登校やいじめの解決に当たりましては、学校を中心にスクールカウンセ

ラー等の専門家や関係機関と連携した組織的で粘り強い対応が必要となります。そのため、北

九州市では、一部の学校に不登校やいじめ等に専任で当たる専任生徒指導主事を配置するほ

か、不登校生徒等の支援に従事いたします学校支援講師を配置するなど、きめ細やかな対応を

行ってまいりました。 

 一方で、専任生徒指導主事等が配置されていない学校では、教員が授業等と並行して事案の

調査や保護者との面談、関係機関との連絡調整などを担うこととなりまして、負担の増加や機

動的な対応の面で課題となっております。このため、今年７月に北九州市として文部科学省に

対し、不登校児童生徒に対応する教職員配置の拡充を含む、いじめ・不登校対策への支援強化

について強く要請したところであります。 

 そうした中で、議員御指摘のとおり、文部科学省が令和７年度概算要求で示しました、生徒

指導担当教師の配置は不登校、いじめ対策の強化に加えて、他の教員の負担軽減につながるも

ので、教育委員会としても大変重要と考えております。今後も国の動向を注視しつつ、生徒指

導担当教師の効果的な配置について鋭意研究してまいります。以上でございます。 

○副議長（本田忠弘君）子ども家庭局長。 

○子ども家庭局長（小笠原圭子君）最後に、子供の権利を守る第三者機関の設置について、市

長部局や教育委員会などと公平、公正、かつ対等な話合いや是正勧告等ができる第三者機関の

設置を検討すべきとの御質問にお答えいたします。 

 子供の権利につきましては、1989年に国連総会で採択されました子どもの権利条約で、生き

る権利、育つ権利、守られる権利、参加する権利の大きく４つに分けて示されております。ま

た、昨年４月に施行されましたこども基本法第３条でも、子供の権利は基本理念の中で示され

ております。 

 このような中、これまでに全国約50の自治体で子供の権利擁護を目的とした相談救済機関が

設置をされてございます。例えば、札幌市では、子どもの権利救済委員を設置いたしまして、

権利侵害に関する相談への助言や支援、救済の申立て等に対する調査、調整、勧告、是正要

請、制度の改善を求めるための意見表明を行うこととしております。子供や保護者にとってこ
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のような機関があることは、学校や既存の行政機関とは異なる立場や目線から相談することが

できるといったメリットがございます。 

 一方で、子供の権利擁護を目的としたいわゆる第三者機関につきましては、法制度的な基盤

が十分に整備されていないこともあり、課題があることも指摘をされております。先ほどの札

幌市の場合も、救済機関は市の附属機関の一つであり、市の機関や市民に対し行為の取消しや

是正等を強制する権限はないと説明がされております。 

 いずれにいたしましても、子供をめぐる様々な課題に対して、権利保障の視点からも取り組

むことは大切であると考えております。今後も子供の権利擁護を目的とした第三者機関につき

ましては、法整備などに関する国の動向を注視しつつ、他都市の実情も見ながら研究してまい

りたいと考えております。答弁は以上でございます。 

○副議長（本田忠弘君）17番 松岡議員。 

○17番（松岡裕一郎君）御答弁いただきましてありがとうございます。また、市長から前向き

な市民センターの効率化、ＤＸの推進、また、利用基準の見直し、御答弁いただきましてあり

がとうございます。 

 来年度のシステム構築、また、来年度に向けてということでございますが、できれば早急に

できるところから、来年度予算に反映をして、実施に向けて取り組んでいただきたいと思いま

す。これも市民の皆様からの御要望でありましたので、ぜひ反映していただきたいと思いま

す。 

 また、今後の自治会、町内会の在り方についてです。市内には約200を超える校区自治連合

会、連合組織、区によっても形態は様々なんですが、これを一つ一つ市長が回るというのは、

おっしゃるとおり難しいわけでございますが、連合会、また、町内会、いろんなところに行く

と、市長と懇談をしたいという御要望があったことは、しっかりとお伝え申し上げたいと思い

ます。 

 とともに、私が思うには、こういった今加入率が下がっていっている現状を考えると、新た

な在り方というのを本当に考えるべきときではないかと思っております。担当部局にお伺いし

ますが、この自治会、町内会の区分けや在り方について、例えばアンケート調査、実態調査、

特に課題や問題、要望を調査すべきと考えていますが、ヒアリングをしていると思いますが、

もう一回洗い出しの調査をすべきではないか。特に要望、こういったものを聞くべきではない

かと思いますが、見解をお伺いします。 

○副議長（本田忠弘君）総務市民局長。 

○総務市民局長（三浦隆宏君）今御提案いただきましたアンケート調査につきましては、自治

会とか地域の実情とか課題を洗い出したり、それに向けた解決策の検討に向けては、大変有効

な手段の一つだと考えております。そのため我々もこれまでも自治会に関する、加入するメリ

ットでありますとか、何で加入しないのかとか、そういったことも含めてアンケート調査は
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様々行ってまいりました。 

 昨年度も市民意識調査を行ったり、そういった形で意見は聞いております。今、議員が言わ

れました地域の実情とか課題とか、そういったことの把握には、先ほど答弁いたしましたよう

に、いろいろ回って意見を聞きながら、把握に努めているところでもありますので、先ほどの

議員おっしゃられた、提案されたアンケートも含めて、いろんな形でこれからも実態調査の把

握に努めて対策を考えていきたいと考えております。以上でございます。 

○副議長（本田忠弘君）17番 松岡議員。 

○17番（松岡裕一郎君）ありがとうございます。ぜひ検討していただきたいと思います。今、

加入率が減ってきている状況でもありますので、ここをまた今市長部局で市政変革というＸ会

議等行っていらっしゃると思いますが、その中でもぜひ検討する、その土台となる調査を行っ

ていただきたい、これ要望とさせていただきます。 

 また次に、単身高齢者、障害者、１分しかないです。この相談窓口があるのは知っているん

ですが、実は周知がされていないというのが非常に問題で、また、充実がされていない、チラ

シはあるのは知っているんですけども、届いていないというのが現状であります。しっかりと

この法改正も来年４月１日から法制化になって、また、住居費用の補助の相談窓口等も法制

化、しっかり明記されましたんで周知徹底していただきたいと思いますし、また、チラシの配

布も、時を見て各不動産また行っていただきたいと思います。 

 すみません、時間がございませんが、不登校支援の担当教師の配置、これは非常に今現場の

先生はぎりぎりの人数で運営しているのが現状であります。国の動向で国に予算がつくという

ことで本当に現場の先生、本当に助けになると思います。教員不足で大変御苦労しているとい

うのは分かっていますけども、国の動向に注視して、御努力をお願いしたいと思います。 

 最後に、子供の権利を守る第三者機関の設置については、本市についてはこどもまんなかｃ

ｉｔｙを宣言していますので、必ずこの第三者機関が私は必要だと考えています。他都市のし

ているところを研究していただいて、ぜひ実施に向けた検討に入っていただきたいことを要望

して終わります。ありがとうございました。 

○副議長（本田忠弘君）進行いたします。18番 中島議員。 

○18番（中島隆治君）皆さんこんにちは。公明党の中島隆治でございます。それでは、早速会

派を代表して、本日最後の一般質問をさせていただきます。 

 まず初めに、ジェンダー政策について伺います。 

 ある識者が、コロナ危機から始まった世界を取り巻く多くの課題に対して、新しい歴史を切

り開くための要諦の一つは、若い世代が希望を育み、女性が尊厳を輝かせることのできる経済

の創出であると提起しています。中でも、若い世代のための取組と併せて、今後の経済の欠く

ことのできない基盤として、ジェンダー平等と女性のエンパワーメントの推進であると強調さ

れています。 
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 最近では、パリオリンピックにおいてジェンダー平等の理念の下で開催されたことが話題と

なっており、国際社会においてもＧ７やＧ20といった国際会議において、ジェンダー平等と女

性、女児のエンパワーメントが主要議題の一つとして取り上げられ、ジェンダー平等に向けた

行動と運動が活性化してきております。国際社会においてジェンダーの視点を確保し、施策に

反映していくジェンダー主流化が進んでいる中で、本市では第５次北九州市男女共同参画基本

計画～ジェンダー平等を実感できるまちを目指して～が策定され、このたび初めて副題にジェ

ンダー平等という言葉が盛り込まれました。 

 そこで、２点お尋ねいたします。 

 １点目に、こうした国際社会の動向を受けて、本市のジェンダー平等と女性のエンパワーメ

ントの推進についてのお考えをお聞かせください。 

 ２点目に、本年４月に民間の有識者グループの人口戦略会議は、20代から30代の若年女性の

人口減少率を根拠に、2050年までに若年女性人口が半数以下になる自治体は全国で744に上

り、そうした地域は最終的に消滅する可能性があると発表し波紋が広がりました。国は人口減

少対策として、結婚、妊娠、出産、子育ての支援を行う自治体を積極的に後押しし、予算額を

増やしておりますが、地方女性の流出は止まりません。 

 人口を自然増にするためには合計特殊出生率を上げなくてはなりませんが、単に人口を増や

すということだけではなくて、こうした女性の転出増加を防ぐために、ジェンダーギャップを

取り除く施策が重要ではないかと考えます。 

 そこで、私はジェンダーギャップ解消戦略を策定した兵庫県豊岡市へ視察に行ってまいりま

した。豊岡市では、高校卒業時に市外へ出ていった若者たちが、20代で男性の52.2％は戻って

くるのに対し、女性は26.7％しか戻ってこないというデータから、豊岡市は女性に選ばれてい

ないと実感し、それが政策転換のきっかけとなり、人口増を目指すために、Ｕターン者を増や

そうと雇用創出や、出産、子育て後の女性が復帰しやすい時短勤務を慣行するなどの工夫を重

ねました。 

 本市において社会動態の推移を見ると、コロナ以降20代の女性の転出が年々増えてきてお

り、特に令和５年の25から29歳の転出超過数は、地方創生の取組を開始した平成27年度以降で

最多となっており、本市の課題として向き合うべきだと考えます。 

 そこで、人口減少という課題に対してジェンダー政策が果たす効果について、本市はどのよ

うに考えているのか、見解をお伺いいたします。 

 次に、地域における公共交通政策について伺います。 

 人口減少を背景として、地方を中心に路線バスやローカル鉄道の減便や廃止が相次ぎ、運転

手の担い手不足も深刻化しています。また、本年４月からの労働時間の規制強化に伴う路線バ

スの減便も相次いでおり、本市においても市営バスが深刻な運転士不足により、この９月より

平日の全体便数の９％減便となるダイヤ改正を行うこととなりました。 
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 地域公共交通は、住民の豊かな暮らしの実現や地域の経済活動に不可欠な社会基盤であり、

その維持、確保は地域の活性化に大きく寄与するものであります。しかし、需要と供給の両面

で厳しい状況に置かれており、このままでは将来にわたり維持することは困難となります。 

 一方で、病院や学校の統廃合が進み、日常的に遠距離移動を強いられる患者や児童生徒、ま

た、高齢者の免許証の自主返納による交通弱者が増えているという問題もあります。こうした

状況が全国各地で相次いでいることを踏まえ、政府は本年５月に地域の公共交通リ・デザイン

実現会議を開き、地域の関係者が一体となって、生活の足を維持、確保するための方策を取り

まとめ、７月には交通空白解消本部が設置され、交通空白解消に向けた取組が全国に展開して

いくことを期待するものであります。 

 今後の地域公共交通は、単にバスや鉄道の維持を目指すだけでなく、地域の関係者が一体と

なって移動サービスを生み出すことで、こうした社会問題の解決を同時に目指していく動きが

重要になってくるものと考えます。 

 そこで、２点お尋ねいたします。 

 １点目に、現在本市では市内３か所の地域において、最寄りのスーパー等へのお出かけが負

担になっている方々に対して、タクシー事業者や地域と協定を結び、自由経路型のあいのりタ

クシーを運行しておりますが、こうした取組は、市内の交通空白地域にとって大変に有効であ

ると考えます。そこで、政府がリ・デザイン実現会議で示した地域類型ごとの対策を鑑みて、

本市の交通空白地域における交通政策の新しい可能性や方向性について、本市の見解をお伺い

いたします。 

 ２点目に、下関市では、令和６年度に子育て支援に関して特に力を入れて取り組む事業の一

つに子育てタクシー普及支援事業があります。これは、出産時や妊婦健診などの際に安心して

スピーディーな移動を実現するタクシーアプリで、母子健康手帳交付の際に自宅から医療機関

等の移動に使える無料クーポンが配布されるものです。 

 本市では、市全体でこどもまんなか社会を目指す取組を行っておりますが、より実感できる

よう子育て支援策の一つとして、例えば保育所までの送迎や、荷物が多くなりがちな乳幼児を

連れた外出時のサポート、また、急なお子様の発熱時や出産、妊婦健診時の病院までの送迎な

ど、子育て世代の方が、いざというときに安心して移動のサポートが受けられるように、タク

シー事業者等と連携してクーポンを配布するなど、その環境整備を図ってはどうかと考えます

が、見解をお伺いいたします。 

 最後に、持続可能な航空燃料の原料となる廃食油の回収についてお伺いいたします。 

 天ぷら油などの廃食油は、従来一部が回収されて石けんや配合飼料、バイオディーゼル燃料

などに生まれ変わってきましたが、近年は国際的に需要が高まる持続可能な航空燃料、サステ

ーナブル・アビエーション・フュエル、いわゆるＳＡＦの原料の一つとして注目され、回収、

再生利用の機運が高まっています。 
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 ＳＡＦは、従来のジェット燃料と比べて製造から利用までのＣＯ２排出量を最大で８割削減

できると推計されており、世界全体のＣＯ２排出量の約1.8％を占め、脱炭素化に向けた努力

が強く迫られている国際航空分野においてもＳＡＦ、そして、原料となる廃食油の需要が高ま

っています。 

 2022年には、国連の国際民間航空機関、ＩＣＡＯが国際線の航空機排出のＣＯ２を2050年に

実質ゼロとする目標を採択したこともあり、政府は2030年までに国内航空会社の使用燃料の

10％をＳＡＦに置き換える目標を掲げ、原料の確保が課題となってきています。全国油脂事業

協同組合連合会の推計によると、飲食店などの事業者の廃食油、年間約39万5,000トンのう

ち、約９割が回収され資源化されている一方で、家庭からの回収は年間約10万トンのうち推計

で僅か4,000トンしかなく、回収率は１割にも達していない現状であります。そうした現状を

踏まえ、回収促進へ本腰を入れようと、政府は８月２日に策定した第５次循環型社会形成推進

基本計画で、廃食油の回収を促進し、ＳＡＦの原料として有効活用することを掲げました。 

 そこで、２点お尋ねいたします。 

 １点目に、本市はかねてより市民センター等で使用済み食用油を回収してリサイクルをして

いますが、ＳＡＦの原料の一つとして注目され、再生利用の機運が高まっている今だからこ

そ、これまで以上により多くの資源を回収できるよう、例えば洗浄して繰り返し使えるリター

ナブルボトルを無料で配布するなど、回収への市民の意識を高めるための方策を検討してはど

うかと考えますが、見解をお伺いいたします。 

 ２点目に、横浜市では、日本航空、ＪＡＬとＳＡＦ製造推進に関する連携協定を締結し、イ

オングループであるスーパーの協力を得て廃食油の回収ボックスを設置し、家庭で発生した廃

食油の回収を６月から本格的に運用を開始いたしました。このように、燃料を使う航空会社が

自ら回収を推進することで、市民への啓発にもなりますし、資源循環の仕組みを感じることの

できる機運醸成にもつながると考えます。 

 そこで、スターフライヤー社などと連携し、将来的なＳＡＦへの再生を見据え、横浜市と同

様に具体的な回収の取組を開始してはどうかと考えますが、見解をお伺いいたします。 

 以上で私の第１質問を終わります。ありがとうございました。 

○副議長（本田忠弘君）市長。 

○市長（武内和久君）今お尋ねのありました中、ジェンダー政策について、人口減少という課

題に対してジェンダー政策が果たす効果についてというお尋ねがございました。 

 議員御案内のとおり、北九州市におきましては令和５年の20代後半の女性転出超過数が平成

27年度以降で最多となっただけでなく、30代では、近年ほぼ一貫して女性の転出者数が男性の

転出者数を上回っている状況にございます。こうした状況におきまして、ジェンダー政策、女

性にこの町にとどまってもらうための取組は非常に重要であると考えております。 

 御質問の人口減少に対しまして、ジェンダー政策が果たす役割に関しましては、内閣府が性
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別による無意識の思い込み、いわゆるアンコンシャスバイアスに関する全国調査を実施してお

ります。令和３年の同調査では、20代、30代の女性を対象に、性別による役割意識と地元から

の移動との相関関係を調査しております。 

 これによりますと、家事、育児は女性がするべきだや、親戚の集まりや地域の会合で食事の

準備をするのは女性の役割だなどを直接言われた経験は、地元を離れた女性の方に多く該当す

るという結果が出ております。 

 また、令和４年の調査では、地方から東京圏へ移動した理由として、進学先や就職先があっ

たとの理由が男女とも最も多かったのですが、そのほかに他人の干渉が少ない、多様な価値観

が受け入れられるとの理由も一定程度ありまして、それらの女性の回答割合は、男性の回答割

合より２倍ほど高くなっております。 

 このような全国調査の結果を踏まえますと、ジェンダー政策は、女性の移動に関して一定の

影響を与えると考えられます。このことは、北九州市の課題である若年女性の流出対策につき

ましても考慮すべき要素であると考えております。 

 北九州市としましては、今年８月に策定をしました第５次男女共同参画基本計画に基づく取

組を着実に実施し、全ての市民が性別に関わりなく、その個性と能力を十分に発揮できるジェ

ンダー平等を実感できるまちづくりを進めていくこととしております。 

 また、先日、20代、30代の女性の人口流出対策等を同年代の女性の視点から検討するＷｏｍ

ａｎ Ｗｉｌｌ北九州を新たに立ち上げ、キックオフミーティングを行ったところでございま

す。これらのことを通じまして、若い女性だけでなく、多くの方に選ばれる、また、住み続け

たいと思われる都市を目指して、しっかりと取り組んでまいります。以上でございます。 

 残りは関係局長からお答えします。 

○副議長（本田忠弘君）総務市民局長。 

○総務市民局長（三浦隆宏君）ジェンダー政策についての残りの質問、本市のジェンダー平等

と女性のエンパワーメントの推進についての御質問にお答えいたします。 

 国際社会においては、ジェンダー平等の理念及びそれに基づく行動が求められており、北九

州市におけるジェンダー平等社会の実現に当たりましても国際社会における様々な動向を踏ま

え、関係機関と相互協力しながら推進する必要があると認識しております。 

 北九州市では、これまでも公益財団法人アジア女性交流・研究フォーラムにおきまして、国

際的な視点でジェンダー問題に関する調査研究や国際交流を行い、女性の地位向上やジェンダ

ー平等社会の形成、推進を図ってまいりました。 

 具体的には、女性のエンパワーメントをテーマとした国連の地位委員会での議論を報告する

アジア女性会議－北九州の開催、ＪＩＣＡから委託事業である開発途上国の行政官を対象とい

たしましたジェンダー主流化政策研修の開催などに取り組んでまいりました。 

 また、第５次北九州市男女共同参画基本計画の策定に当たりましては、基本方針の政策を審
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議する男女共同参画審議会の委員から、ＳＤＧｓの取組や女性差別撤廃条約の勧告など、日本

が解決していかなければならない国際的な問題がバックグラウンドにあることを意識する必要

がある、また、ジェンダーの観点から、国際的に他国と比べて日本がどのくらい遅れているか

数字を示すべきなどの御意見をいただきました。 

 それらの意見を踏まえまして、本年８月に策定した第５次計画の副題に、初めてジェンダー

平等という言葉を取り入れるとともに、男女共同参画をめぐる国際社会の動向や、ジェンダー

平等に関する国際理解の推進を明文化したところでございます。 

 今後も第５次計画に基づきまして、国際社会の動向や諸外国の女性の状況等につきまして、

関係機関と連携、情報共有しながら、女性のエンパワーメント及びジェンダー平等を実感でき

る町を目指して取り組んでまいりたいと考えております。 

 先ほど、私がＳＤＧｓの取組や女子差別撤廃条約と読むところを女性差別撤廃条約と読んで

しまいましたので、修正させていただきます。以上です。 

○副議長（本田忠弘君）都市戦略局長。 

○都市戦略局長（上村周二君）地域における公共交通政策についてのうち、リ・デザイン実現

会議で示した地域類型ごとの対策を鑑みた公共交通空白地域における交通政策の新しい可能性

や方向性についての市の見解について御答弁申し上げます。 

 交通政策では、利用者の減少や燃油価格高騰、運転者不足など、交通事業者の経営環境が厳

しい状況下におきましても、地域の事情に応じ、持続可能な移動手段を確保することが重要で

あると考えております。 

 このため、北九州市では北九州市地域公共交通計画におきまして、地域に応じた公共交通サ

ービスの考え方を示し、主に郊外の公共交通空白地域では、タクシー車両を活用したおでかけ

交通の導入など、地域住民の移動手段の確保に努めているところでございます。 

 そのような中、本年５月、持続可能な地域公共交通の再構築に向けた方策を検討している、

国の地域の公共交通リ・デザイン実現会議におきまして、交通空白地、地方中心都市、大都

市、地域間の４つの地域類型ごとに課題解決の方向性が示されたところでございます。このう

ち交通空白地におきましては、交通事業者だけでは十分な移動手段の提供が困難なため、教

育、医療、福祉施設など他分野が実施している地域のあらゆる輸送手段の活用が必要とされて

おります。 

 少子・高齢化などの課題に直面している北九州市といたしましても、現在実施しているおで

かけ交通などに加えまして様々な移動手段を活用することは、持続可能な地域交通を確保する

ための重要な視点であると考えているところでございます。 

 いずれにいたしましても、地域交通の確保には多くの方々の協力が必要となることから、地

域の皆様や送迎を実施している学校、福祉施設の関係者や交通事業者などと協議を行うこと

で、連携の可能性を探り、適切に対応してまいりたいと考えております。今後も将来にわたる
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公共交通の維持、確保に努め、安心して移動できる町を目指してまいります。以上でございま

す。 

○副議長（本田忠弘君）子ども家庭局長。 

○子ども家庭局長（小笠原圭子君）次に、地域における公共交通政策につきまして、子育て世

代の方が安心して移動のサポートが受けられるように、タクシー事業者等と連携してクーポン

を配布するなど、環境整備を行ってはどうかとの御質問にお答えいたします。 

 子育て世代が感じる子育ての困り事につきましては、令和４年度から令和５年度に内閣府や

こども家庭庁が行った調査によりますと、仕事があるため平日の送迎ができない、タクシーに

もチャイルドシートをつけてほしいなど、子供の送迎に関する支援ニーズが寄せられておりま

す。 

 他の自治体では、議員御案内のような妊産婦を対象といたしましたタクシーの無料クーポン

の配布のほか、児童が乗り合わせて学習塾等に送るサービスなど、地域の実情に応じて取組を

始めたところもございます。 

 北九州市におきましては、平成10年度から、ほっと子育てふれあい事業を開始いたしまし

て、有償ボランティアが子供の預かりや保育所等への送迎を行っておりますけれども、共働き

世帯の増加により送迎支援に対するニーズは年々高まってきております。今年１月に実施いた

しました市民アンケートでも、仕事で送迎ができず、習い事を諦めているなど、子供の送迎に

関する悩みの声が寄せられております。 

 このような市民の声を受け、今年度、これまでの取組をシン・子育てファミリー・サポート

事業といたしまして、より使いやすい形にリニューアルをすることとしております。新たな事

業では、車を運転しないボランティアの方でもタクシーを利用した送迎ができるよう、市がク

ーポンを発行いたしまして、利用料金を補助するとともに、配車アプリを活用した利便性の高

い仕組みとして試行する予定でございます。 

 今後も、今回行う試行実施の結果を検証しつつ、市民ニーズも把握しながら、こどもまんな

か社会が実感できる子育て支援策について、引き続きしっかりと取り組んでまいりたいと考え

ております。以上でございます。 

○副議長（本田忠弘君）環境局長。 

○環境局長（兼尾明利君）最後に、持続可能な航空燃料、ＳＡＦの原料となる廃食油の回収に

つきまして、リターナブルボトルの配布など市民意識を高める方策を検討してはどうか、将来

的なＳＡＦへの再生を見据え、回収の取組を開始してはどうか、この２点につきましてまとめ

てお答えさせていただきます。 

 北九州市は、平成18年度から市民センター等に回収ボックスを設置し、家庭で発生する廃食

用油の分別、リサイクルを開始いたしました。回収した廃食用油は、バイオディーゼル燃料や

バイオマス発電の燃料としてリサイクルされており、昨年度は約60キロリットルを回収いたし
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ました。北九州市で発生する家庭系廃食用油は約990キロリットルと推計しており、リサイク

ルされているのは約６％にとどまっております。 

 この回収率が低い理由でありますが、農林水産省が実施したアンケート調査においても、紙

に吸わせたり、凝固剤で固めてごみとして廃棄するが約８割という結果になっています。ま

た、市民が廃食用油をリサイクルできることを知らないことも、リサイクルが進まない要因の

一つと考えております。 

 議員御提案のリターナブルボトルは、繰り返し使用でき、環境に優しいこと、ボトルの注ぎ

口が広く、廃食用油を入れやすい形状をしていることなどのメリットがあり、既に実施してい

る他都市の実施状況などを調査研究していきたいと考えております。 

 今後、北九州市としても、廃食用油の分別、リサイクルを進めるため、まずはスーパーやホ

ームセンターなど、市民がより利用しやすい場所への回収ボックスの増設、廃食用油を分別

し、リサイクルを促す方策の検討、リサイクル業者と協働した環境ミュージアム等での啓発展

示などに取り組み、廃食用油のリサイクルをさらに推進してまいります。 

 また、御案内のＳＡＦにつきましては、国が本年８月に策定いたしました第５次循環型社会

形成推進基本計画におきまして、廃食用油をバイオディーゼル燃料等のほか、ＳＡＦにも有効

活用することとしております。 

 現時点でリサイクルされている廃食用油は、事業所から発生するものが大部分で、家庭から

発生する廃食用油の回収には全国的に苦戦をいたしております。そのような状況の中、御提案

いただきました横浜市の事例では、本年６月に家庭から廃食用油のＳＡＦ化に向けた仕組みの

構築を日本航空と連携して開始したところでございます。 

 このように地域で回収した廃食用油がリサイクルされ、市民に見える形となることで、リサ

イクル意識の向上の一助となると考えており、今後先進事例等の情報収集を行いながら、より

一層の回収に努めていきたいと考えております。答弁は以上でございます。 

○副議長（本田忠弘君）18番 中島議員。 

○18番（中島隆治君）御答弁ありがとうございました。それでは、早速第２質問させていただ

きたいと思います。 

 まず、ジェンダー政策についてからでございます。 

 今回私がなぜジェンダー政策について取り上げたかといいますと、ジェンダーギャップ、そ

してまた、少子化、この２つがリンクしていて、そのジェンダー格差の解消が最高の少子化対

策になるという大学教授等の論文を見たからであります。今回、豊岡市の取組を紹介いたしま

したけれども、とはいっても、なかなか人口増という結果にまでは結びついていないという状

況ではございました。 

 しかし、そのジェンダー平等ということを積極的に取り組んでいるということで、市外の人

たちが魅力を感じて移り住んでくるという事実もあるようでございます。そういった意味で、
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本市も第５次北九州市男女共同参画基本計画が策定されましたので、今後の取組に期待してい

きたいと思っております。 

 そこで、質問なんですけれども、市長答弁の中でＷｏｍａｎ Ｗｉｌｌ北九州を立ち上げた

というお話がございました。その発表された８月８日の市長会見だったと思いますけれども、

私も見させていただきましたが、そのときに市長から、北九州市の歴史において、かつて公害

に悩まされた本市が環境先進都市へと発展していった、その原点は女性の積極的な行動であっ

たという趣旨の話もございました。 

 私も全くそのとおりだと思っております。女性が切り開いた公害活動というのは全国でも珍

しく、この運動が起点となって女性の地位向上や男女共同参画社会に向けた取組につながって

いると考えております。まさに女性のエンパワーメントが叫ばれている今日に先駆けて、北九

州市はおのずから女性のエンパワーメントの地位を確立しようという動きがあったということ

は特筆すべきことだと思っております。 

 そうした北九州市の歴史を見たときに、もっともっとこの女性のエンパワーメントを前面に

打ち出した取組もしくはＰＲを行ってもいいのではないかなと思っております。女性のエンパ

ワーメント原点の地であると言っても過言ではないかと思いますので、そうすることで、また

全国から注目される都市になるのではないかなと感じますので、そういった意味でのこのＰ

Ｒ、また、取組、エンパワーメントに対する取組に対して市長の見解をお伺いしたいと思いま

す。 

○副議長（本田忠弘君）市長。 

○市長（武内和久君）今、中島議員おっしゃっていただいた、全くもう本当に共有させていた

だきたいと思います。北九州市が公害ももちろんですし、様々な社会課題を解決する際にその

明るさ、そして、エネルギーで様々な北九州の町をつくってくる過程で、大きな役割を果たし

てきたということは間違いなく事実であり、そして、それはもう北九州市の誇るべき大きな宝

だと思っております。 

 この女性のエンパワーメントということですね、やはりこれはこれからも様々な観点から取

り組んでいかなければいけないと思っております。様々な女性団体、Ｗｏｍａｎ Ｗｉｌｌの

中でもこれまで社会教育や生涯教育など、本当に多岐にわたる取組をされて、そこに今の取組

状況なども伺って非常に感銘を受けるところ多々ありますので、これからもしっかりそういっ

た取組は工夫をしながら、北九州市の持ってきた先人たちの歴史をさらに発展させていくよう

に取り組んでいきたいと思いますし、また、ＰＲも、やはりこれももっともっと知られるよう

に努力を重ねていきたいという思いでございます。 

○副議長（本田忠弘君）18番 中島議員。 

○18番（中島隆治君）市長、御丁寧にありがとうございました。 

 続きまして、地域公共交通政策について要望したいと思います。 
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 今回なぜ子育て世代の交通政策に踏み込んだかといいますと、先日、公明党の市議団でウエ

ルビーイングに関するインターネット調査を行いました。北九州市民が満足を感じている事柄

についての質問では、公共交通機関の充実への満足度は大変高い評価を得ていました。しかし

ながら、30代の女性と、そしてまた、通園中を含む乳幼児を抱えた方の評価は低かったからで

あります。30代といえば、日本の初産の平均年齢30.9歳となっておりますし、第３子を産んだ

平均年齢も33.7歳と、30代というのはまさに子育てに一番手のかかる時期ではないかなという

ことでもデータから分かります。 

 そういった意味で子育て世代の方が交通機関に対して何らかの不便さを感じているのではな

いかなという、この結果から、今回質問に至ったわけでございますので、ぜひとも子育て世

代、先ほどファミリー・サポート事業の試行実施というお話も、答弁もございましたけれど

も、子育て世代の不便さを感じているのであれば、何らかの交通施策の充実を図っていただき

たいということを要望させていただいて、終わりたいと思います。ありがとうございました。 

○副議長（本田忠弘君）本日の日程は以上で終了し、次回は９月18日午前10時から会議を開き

ます。 

 本日はこれで散会いたします。 

午後４時45分散会 
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